
（平成２１年３月18日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 53 件

国民年金関係 41 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 2153 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 43年７月から 44年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年８月から 43年６月まで 

② 昭和 43年７月から 44年３月まで 

私は 16 歳のときから、親せきが経営する店で見習いとして働いていた。

住み込みだったので、家賃、食事代、光熱費などを天引きされて、月に２回

ぐらいある休みの度に 500円の小遣いをもらっていた。その店を継いでいる

私の従兄弟が、２年ほど前に私の姉を含む当時の従業員４名分の国民年金手

帳を各持ち主に返してくれた。 

その時初めて、店主である親せきが、私の同僚であった従業員の国民年金

保険料を納付していたことを知った。当時一緒に働いていた人達の保険料を

納付していたのに、私の分だけ支払っていないというのは考えられない。 

そして、昭和 43 年６月に親せきの店をやめ、Ａ市にアパートを借りて、

将来独立するためＡ市内にある店で修行を始めた。44 年５月にＡ市Ｂ区の

アパートに住み始めたころ、集金人のおばちゃんから「年金に加入するよう

に」と勧められ加入した。Ｂ区に来る前、国民年金を支払っていたかどうか

訪ねられたが、そのときは親せきが支払ってくれていたとは思っていなかっ

たので、「支払っていない」と答えると、「さかのぼって支払えるから支払っ

たらどうか」と言われた。あまり長期間分を支払う余裕は無かったし、親せ

きの店で働いていた期間については仕方が無いと思い、親せきの店を辞めた

後の分だけ支払うことにした。親せきの店を辞めたとき、５万円程の退職金

をもらっていたし、新しい店での月給が４万円から５万円ぐらいだったので、

９か月分ぐらいなら別段負担にも思わず支払った。その分の記録が無いのは

納得がいかない。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①について、昭和 37 年８月に親せきがＡ市Ｃ区で国民

年金の加入手続を行い、43 年６月まで親せきが保険料を納付し、申立期間②

の保険料は、集金人の納付勧奨を受けた 44 年４月に、自身が現年度納付した

と申し立てている。 

そこで、申立人の年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44年３月 25

日であることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、また、国民年金手

帳の発行日は同年４月 25 日であることが、申立人が所持している国民年金手

帳から確認できる。 

このことから、昭和 37 年８月に国民年金加入手続を行ったとする申立内容

と符合せず、上記加入時点において、申立期間のうち同年８月から 41 年 12

月までの保険料は制度上納付することができないが、42年 1月から 43年３月

までの期間の保険料は過年度納付、同年４月から 44 年３月までの期間の保険

料は現年度納付することが可能であったことが分かる。 

申立人は、昭和 44 年４月ごろ集金人に納付勧奨を受けた際、申立期間②の

国民年金保険料をまとめて納付したと陳述しているところ、申立人が所持する

国民年金手帳の昭和 43 年度印紙検認記録欄をみると、検認印の押印は無いま

ま、右側の印紙検認台紙が切り離されていることが確認できる。 

一方、社会保険庁の記録で納付済みとなっている昭和 44 年度の収納状況を

みると、昭和 44 年４月から同年６月までの保険料は、手帳発行日である同年

４月 25 日に印紙検認方式により収納していることが、手帳の印紙検認欄によ

り確認できるが、同年７月から 45 年３月までの保険料については、過年度用

の納付書（国民年金納付書・領収証書）を使用して現年度納付していることが、

申立人が所持する領収証書により確認でき、当時Ａ市は納付者の便宜のため、

当該納付書により現年度保険料を収納する取扱いも行っていたことと符合し

ていることから、申立人が納付したとする申立期間②の保険料についても当該

納付書により現年度納付した可能性も否定できない。 

また、申立人は、加入勧奨を受けた日に９か月分の保険料を集金人に支払っ

たが、集金人が国民年金手帳を持ってきたのは、その数日後であったと陳述し

ているところ、その日は、手帳発行日である昭和 44年４月 25日であることが、

同手帳の昭和 44 年度印紙検認の日付によって推定できることから、昭和 44

年４月 25 日以前とみられる加入勧奨時に当該納付書を使って申立期間②の保

険料を現年度納付したと考えても不自然ではない。 

これらのことから、申立人は、昭和 44 年４月に国民年金の加入手続を行っ

た際、申立期間②の保険料を納付したが、何らかの事務的過誤により納付記録

が失われたと考えられる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 37 年８月から 41 年 12 月までの保険料を納

付するには、別の手帳記号番号が必要であるが、Ｄ社会保険事務所において



36 年 12 月から 44 年９月までの年金手帳記号番号約３万件を調査するととも

に、各種氏名検索を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらなかった。 

さらに、申立人自身は国民年金への加入および保険料の支払いに直接関与し

ておらず、昭和 42 年 1 月分以降の保険料をまとめて過年度納付した旨の陳述

もしていない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和

43年７月から 44年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



大阪国民年金 事案 2154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年４月及び同年５月、並びに 49年２月

から同年５月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月及び同年５月 

             ② 昭和 49年２月から同年５月まで 

             ③ 昭和 49年 10月から 53年３月まで 

    私は、これまでずっと自営業を営んでおり、国民年金に加入後は保険料を

納付書により納付していた。最初に国民年金手帳をもらったときは生年月日

が間違っていたが、いつの間にか訂正されていたこともあり、社会保険庁の

記録管理はずさんで信用できず、申立期間の保険料が未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入して以降、国民年金保険料をすべて納付していた

と申し立てているところ、社会保険庁の被保険者記録により、申立人は申立期

間を除き 60歳までの国民年金保険料を完納していることが確認できる。 

ところで、申立期間①及び②当時申立人が在住していたＡ市Ｂ区における申

立人の国民年金被保険者名簿をみると、昭和 48 年４月から同年６月までの３

か月のうち同年６月分、49 年１月から同年３月までの３か月のうち同年１月

分、同年４月から同年６月までの３か月のうち同年６月分の保険料が納付済み

となっている一方で、それぞれ３か月のうちの２か月分の保険料が未納となっ

ていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間①及び②を除き、申立人はＡ市に在住中の保険料を

完納しており、また、当時Ａ市では納付書により３か月単位で保険料を収納し

ていたにもかかわらず、申立人が３か月のうちの１か月分のみを納付しながら、

申立期間①及び②の保険料を未納のまま放置していたと考えるのは不自然で



あり、当該期間の保険料についても併せて納付していたとみるのが相当である。 

一方、申立期間③については、申立人がＡ市からＣ市へ住民票を移した時期

に当たるが、申立人が所持している国民年金手帳をみると、Ｃ市へ住所変更し

た旨の記載は無い。また、Ａ市Ｂ区の被保険者名簿をみると昭和 49 年 10 月

17 日に申立人がＣ市へ転出した旨の記載があるものの、Ｃ市の被保険者名簿

には申立人の記録が存在しないことなどから、申立人はＣ市に転入した際に国

民年金の住所変更手続を行っていなかったことが推定できる。 

さらに、社会保険事務所の特殊台帳によると、Ｃ市に在住していた昭和 50

年４月 10 日に申立人の住所が不明となっていたことを示す不在被保険者の記

録が確認できる。 

以上の事情により、申立人には申立期間③に係る国民年金保険料の納付書が

届いていなかったため、当該期間の保険料を納付することができなかったもの

と考えられる。 

なお、社会保険事務所では、申立人の生年月日の訂正については、何らかの

理由により誤記されていることが判明したため、職権により訂正がなされたも

のと考えられるとしている。 

このほか、申立人が申立期間③の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年４月及び同年５月、並びに 49年２月から同年５月までの期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2155 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 37年４月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和９年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 37年４月から 39年３月まで 

昭和 38 年ごろに夫がＡ市役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続をして

くれた。加入手続後は夫が集金人に夫婦二人分の国民年金保険料を支払って

おり、集金人に申立期間の保険料をまとめて支払うよう勧められたので、夫

婦二人分の国民年金保険料をさかのぼって支払った。 

しかし、申立期間の国民年金保険料について、夫の分は納付済みとなって

いるのに、私の分だけが未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 38年ごろに夫が夫婦二人分の国民年金加入手続を行った後、

集金人に申立期間の保険料を夫婦二人分まとめて支払ったと申し立てている

ところ、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は 39 年６月に連番で払い

出されていることが確認でき、この手帳記号番号により申立期間の保険料を過

年度納付することができる。また、保険料の納付を担っていたとする申立人の

夫の納付状況をみると、申立期間と同一期間の保険料を過年度納付しているこ

とが確認できる。 

さらに、申立人は申立期間後の昭和 39 年４月から平成 15 年 12 月までの保

険料を完納しており、申立人の夫も昭和 37年４月以降、60歳に到達するまで

の保険料を完納していることから、申立人及びその夫の保険料納付意識が高か

ったものと考えられる。 

加えて、夫婦二人分の保険料納付日が確認できた昭和 39年度及び 40年度の

納付記録をみると、夫婦二人分の保険料が同一日に納付されていることが確認

できる。 

また、申立人は自宅に来る集金人に過年度保険料を納付したと申し立ててい



るところ、Ａ市では、申立期間当時、集金人が過年度納付の保険料を預かり金

融機関での納付を代行していた事例も散見されることから、申立人の保険料納

付をめぐる陳述内容に不自然さは見当たらない。 

以上のことから、保険料の納付意識の高い申立人の夫が申立期間の保険料に

ついて、自身の分だけ納付し申立人の分を未納のまま放置していたとは考え難

く、申立人の夫が申立人の分も一緒に夫婦二人分を過年度納付していたとみる

のが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

      生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 36 年にＡ市Ｂ区役所で夫婦二人一緒に国民年金の加入手続を

行うとともに、保険料は夫婦二人分を共に区役所の集金人に漏れ無く納付し

てきた。申立期間の保険料は、48 年８月にＡ市Ｃ区に転居後、納付書によ

りＤ銀行の窓口で納付したと思う。 

詳しい時期や納付金額については思い出せないが、申立期間の保険料を納

付したことは間違いないので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月に国民年金に加入して以降、厚生年金保険に切り

替わる前の60年12月までの国民年金保険料を申立期間の３か月を除き完納し

ている。また、申立人の元妻も 36 年４月に国民年金に加入して以降、平成６

年 12 月までの国民年金保険料を申立期間を除き完納しており、申立人とその

元妻の保険料納付意識が高いものと考えられる。 

さらに、申立人は昭和 48年８月にＡ市Ｂ区から同市Ｃ区に転居しているが、

申立人が所持している国民年金手帳をみると、転居に伴う国民年金の住所変更

手続を的確に行っていることが確認できる。 

以上のことから、納付意識の高い申立人が、納付書を受け取りながら申立期

間の保険料のみ未納のまま放置したとは考え難く、かつ期間も３か月と短期間

である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 10 月から 40 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨  

        申 立 期 間 ： ① 昭和 37年２月から 39年３月まで 

                          ② 昭和 39年 10月から 40年３月まで 

私の国民年金の加入手続は、いつごろかは分からないが母が行ってくれ、

申立期間の国民年金保険料については母が父と私を含めた３人分を自宅に

来る集金人に支払ってくれていた。集金人が来なかった時は私がＡ市役所に

保険料を支払いに行った記憶もある。 

当時の年金手帳は無くしてしまったが、申立期間の国民年金保険料が未納

とされていることは納得できない。     

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母親が国民年金の加入手続を行うとともに、申立期間の国民年金

保険料を集金人に納付したと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払

出簿により申立人の手帳記号番号は昭和39年７月 13日に払い出されているこ

とが確認でき、申立期間②の保険料を集金人に現年度納付することは可能であ

る。 

また、申立人の国民年金保険料の納付記録をみると、昭和 39 年４月から厚

生年金保険に加入する52年11月までの保険料が申立期間②を除き完納されて

いる。 

さらに、申立人は当時、兄夫婦とは世帯は別であったが、同じ敷地内に住ん

でいたと陳述しており、申立人及びその兄夫婦の被保険者名簿により、昭和

39年４月から 46年３月までの３人の保険料は、申立人の申立期間②を除きほ

ぼ同じ時期に現年度納付されていることが確認でき、申立人の兄夫婦の申立期

間②に係る保険料は納付済みとなっていることから、申立期間②当時も集金人



が申立人宅を訪問していることが推認でき、申立人の申立期間②の６か月分の

保険料のみ未納とされていることは不自然である。 

   加えて、申立人及びその兄夫婦の被保険者名簿をみると、申立人の昭和 39

年７月から同年９月までの保険料及び申立人の兄夫婦の 40 年１月から同年３

月までの保険料の納付日が手帳記号番号払出日より前の 39 年４月７日とされ

ているなど、納付記録の管理に関し何らかの事務的過誤のあったことがうかが

われる。 

一方、申立期間①は、申立人の手帳記号番号が払い出される前の期間であり、

この手帳記号番号によっては国民年金保険料を集金人に現年度納付すること

はできない。また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査等によっても申立

人に別の手帳記号番号が払い出されている形跡や事情等は見当たらなかった。 

さらに、申立人は国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、納付を担っ

ていたとする申立人の母親は既に他界しているため、申立期間①の保険料の納

付をめぐる事情を汲み取ろうとしても、新たな事情等を見いだすことはできな

かった。 

加えて、保険料を一緒に納付していたとする申立人の両親は、当該期間を含

めた国民年金保険料を昭和 45 年にまとめて納付していることが確認でき、集

金人に納付したとする申立内容とは符合しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 39 年 10 月から 40 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



大阪国民年金 事案 2158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年９月から 39年３月までの国民年金保険料については、納

付し、43年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、重複して納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年９月から 39年３月まで 

                          ② 昭和 43年４月から 45年３月まで（還付） 

    私は、私が結婚した昭和 42年 10月ごろに父から、私が学生だったころに

父が私の国民年金の加入手続を行ってくれ、その後の国民年金保険料を父が

納付してくれていたと聞いた。父の几帳面な性格からしても、申立期間の保

険料は絶対に納付していると思う。 

それにもかかわらず、昭和 38 年９月から 39 年３月までの保険料が未納

とされていることに納得がいかない（申立期間①）。 

私は、昭和 43 年４月から同年９月までの期間及び 44 年４月から 45 年３

月までの期間の保険料についてはＡ市の領収書と検認印が押された年金手

帳を保管しており、また、43 年 10 月から 44 年３月までの期間の保険料に

ついてはＡ市と社会保険事務所の双方の領収書を保管しており、２回納付し

たと思うので、重複して納付した保険料を還付してほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間のうち、申立期間①を除き、昭和 39 年４月か

ら 60 歳に到達するまで国民年金保険料を完納しており、申立人の保険料納付

意識が高かったものと考えられる。 

ところで、申立期間①については、申立人は自身が 20 歳になった時から申

立人の父が申立期間①の保険料を納付していたとしているところ、申立人の父

は申立期間①当時、申立人と同居し、国民年金制度発足当時から国民年金に加

入し、保険料を完納しており、父の保険料納付意識も高かったものと考えられ

る。 

また、申立人は、その父が申立人の弟の保険料も納付していたとしていると



ころ、弟の納付記録をみると、20 歳到達月から保険料が納付されていること

が確認できる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は昭和 39年 10月である

ことが国民年金手帳記号番号払出簿により確認でき、この払出時点において申

立期間①の保険料は過年度納付でき、保険料納付意識の高い申立人の父が７か

月と短期間である申立期間①の保険料も納付していたと考えるのが自然であ

る。 

申立期間②については、申立人が陳述するとおり、申立人は昭和 43 年４月

から同年９月までの期間及び44年４月から45年３月までの期間の検認印欄に

検認印が押されている国民年金手帳並びに 43 年 10 月から 44 年３月までの期

間の金融機関の領収印が押されている国民年金過年度保険料領収書を所持し、

また、これらとは別に、上述の年金手帳の検認印及び領収書の領収印の日付と

は数日から数か月異なるＡ市の領収印が押されている、Ａ市の「昭和 43 年度

国民年金印紙購入代金納付書兼領収証書」及び「昭和 44 年度国民年金納入通

知書・領収証書」を所持していることが確認できる。 

上述のとおり、同一月の保険料について、領収を示す複数の資料が存在する

ことについては、Ａ市では、「納付書による納付は昭和 46年４月から開始して

おり、上述の領収証書を使用した保険料の納付方法は不明である。ちなみに、

同領収証書は専任徴収員及び市役所窓口においても利用していたと考えられ、

本件に関しては、専任徴収員が発行した領収書を後日、被保険者が国民年金手

帳とともに市担当窓口に提示し、これを担当者が確認し、年金手帳に検認印を

押したとも考えられる。」としている。 

しかし、申立人が、保険料納付した当日でなく、数日から数か月後に、検認

印を押してもらうために市窓口へ赴くことを繰り返したと考えるのは不自然

であり、申立期間②の保険料は重複して納付されたと考えるのが自然である。 

また、申立期間②のうち、昭和 45 年１月から同年３月までの期間の保険料

について、平成 19 年９月付けで社会保険庁の記録が未納から納付済みに訂正

されている経緯がある上、昭和 43 年 10 月から 44 年３月までの期間の保険料

が過年度期間に当たる 45 年２月に納付されたことを示す事蹟
じ せ き

があり、行政機

関に何らかの過誤があったものと考えられる。 

一方、申立人の社会保険庁の記録には申立期間②の保険料が還付されたこと

を示す事蹟
じ せ き

は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 38 年９月から

39年３月までの国民年金保険料を納付し、43 年４月から 45年３月までの国民

年金保険料を重複して納付していたものと認められ、かつ重複納付した 43 年

４月から 45 年３月までの国民年金保険料は還付されていないものと認められ

る。



大阪国民年金 事案 2159 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 男 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和４年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  ① 昭和 44年１月から 46年３月まで 

             ② 昭和 50年１月から同年３月まで 

        私は、制度が発足した当初から自ら進んで国民年金に加入した。 

     申立期間①については市役所から未納通知が届き、昭和 45年６月 12日に

２年分をまとめて納付した。納付額は１か月当たり 300円から 450円であっ

た。このことは、現在所持している妻の昭和 44年度及び 45年度の国民年金

印紙購入代金納付書兼領収書から確認できる。 

    また、申立期間②については月ごとに納付していたが、納付額については

覚えていない。 

    保険料の納付については、妻が通常夫婦二人分をまとめて支払っていたの

で、夫婦のうちどちらかが抜けるということは考えられない。 

    申立期間について、納付記録が無く未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について夫婦で一緒に夫婦二人分の保険料を納付してき

たとしており、妻の保険料が納付済みとなっているにもかかわらず自身の分が

未納であることに納得できないとして申し立てている。 

まず、申立期間②について、この期間に近接し夫婦二人分の納付日の確認で

きる昭和 46年度及び 47年度の納付状況をみると、すべて夫婦二人分を同一日

に納付していることが確認できることから、この時期、夫婦は一緒に夫婦二人

分の保険料を納付していたものと考えられるところ、申立期間について申立人

の妻は納付済みである。 

また、申立期間について、申立人の妻は昭和 52 年度に社会保険庁からの催



告を受け過年度納付していることが確認でき、夫婦二人分を一緒に納付してい

たとの意識が強く、夫婦二人分の保険料の納付を担っていた申立人の妻が、催

告を受け自身の保険料を過年度納付するに当たり、夫の納付状況をも確認し夫

の保険料も一緒に過年度納付したと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である。 

次に、申立期間①について、申立人が所持している年金手帳によれば、この

期間について、印紙検認記録欄に検認印の押印は認められない。 

また、夫婦の年金手帳によると、申立期間のうちの昭和 44年度については、

申立人の妻だけが免除申請していることが確認できる上、申立期間の直前に当

たる昭和 43 年 10 月から同年 12 月までの間の納付状況について、申立人は昭

和54年度に特例納付により、一方、申立人の妻は43年度に現年度納付により、

この期間の保険料を納付していることが社会保険庁の記録から確認できるな

ど、この時期、夫婦は必ずしも一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたもの

とはみられない。 

さらに、申立人が保険料を納付していた根拠として挙げている昭和 44 年度

及び 45 年度の国民年金印紙購入代金納付書兼領収書について、申立人の妻は

自身の分を所持しているものの、申立人のそれは現存していない。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認する為、別読みを含む

氏名検索を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間①に係る国民年金保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年４月から 52年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から 52年 12 月まで 

私は、申立期間当時は自営業を営んでいて、すべての家計は妻が担当し

ており、国民年金の手続や支払も妻が行っていました。 

妻が夫婦二人の国民年金の加入手続や支払いを一切合切しており、夫婦

二人分を一緒に納付してきたにもかかわらず、申立期間については妻が納

付済みとなっているのに、私のみ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は昭和 47 年６月ごろに妻と共に夫婦二人の国民年金の加入手続を

行い、厚生年金保険被保険者資格を喪失した 46 年９月から 52 年 12 月まで

妻が継続して保険料を納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻の納付記録をみると、昭和 46 年９月以降申立

期間を除きほぼ同様の記録となっていることが分かる。 

また、社会保険事務所の特殊台帳をみると、申立人は未納となっている申

立期間について同事務所から催告を受けていることが記録されているが、申

立人の妻が現年度納付で納付済みとなっている同じ期間について催告を受

けている記録があり、社会保険事務所の記録管理の不備がうかがわれる。 

さらに、申立期間当時、申立人の妻が夫の保険料のみ納付できなかった事

情も認められなかった。 



以上のことから、申立人の妻は、申立期間の夫婦二人分の保険料を現年度

納付していたが、社会保険事務所において何らかの事務的過誤が生じ、申立

人の納付記録が失われたと考えることが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年４月から 57年３月まで 

私は、申立期間当時夫婦で自営業を営んでいて、すべての家計を担当して

おり、国民年金の手続や支払等一切合切を行っていました。 

夫婦二人同時に国民年金に加入し、それ以後も夫婦二人分を一緒に納付し

ていましたが、昭和 54年ごろ集金人に申請免除の制度を教えてもらい、私

が同年４月から 55年３月までの夫婦二人分の免除申請を行いました。同年

４月以降の保険料についても、すべて私が夫婦二人分の免除申請を行ってき

たのに、私だけ未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54年ごろ集金人に申請免除の制度を教えてもらい、夫婦二 

人分の昭和 54 年度保険料の免除申請を行ない、55 年度及び 56 年度保険料に

ついても、それぞれ昭和 55年及び 56年に免除申請していたと申し立てている。 

そこで、社会保険事務所の特殊台帳をみると、申立期間の直前の昭和 53 年

４月から 54 年３月までの保険料未納期間について、同年に催告を行ってい

る記録があるが、同じ未納となっている申立期間について催告を行った記録

が見当たらない。 

また、申立人は、未納の記録とされており、自身が免除申請をしながら自身

の分を申請しなかったと考えることは不自然である。 

このことは、申立人は申立期間に係る納付書及び催告状を受け取った記憶が

無いとする陳述と符合している。 



以上のことから、申立人は申立期間の夫婦二人分の保険料の免除申請を行っ

ていたが、社会保険事務所において何らかの事務的過誤が生じ、申立人の納付

記録が失われたと考えることが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料について免除されていたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間のうち、昭和 38年１月から 40年３月までの国民年金保険

料については、納付していたと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年９月から 40年３月まで 

    会社を退職後、何年かしてから国民年金に強制加入しなければならないと

いうお知らせを見た。ちょうど両親の国民年金保険料を集金に自宅に集金人

が来たので、それまでの年金保険料をまとめて支払い、領収証をもらった。

退職の翌月からの年金保険料を支払ったように思う。受け取った領収証は白

っぽい、年金手帳よりも小さめの、どちらかというと細長いものだった。当

時は１か月の保険料は 100 円で、3000 円ぐらい一括で支払ったのを覚えて

いる。 

ずっと後になってから年金手帳が郵送されてきたが、その手帳の領収印は

最初の納付月ではなく、ずっと後の日付からになっていて、当時「変だな」

と思ったが、手帳に領収印を押していくのがこの時からなんだと思い、その

ままにしておいた。 

申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付しており、

納付意識の高さがうかがえる。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 40 年５

月 16日であることが同手帳記号番号払出簿から確認でき、払出時点において、

申立期間のうち、37年９月から同年 12月までの期間の保険料は制度上納付が

できず、38年１月から 40年３月までの期間の保険料は過年度納付が可能であ

ることが分かる。 

また、申立期間当時のＡ市では、集金人が過年度保険料を預かり、預かり証



を発行していたことが確認でき、その預かり証の色及び大きさは申立人の記憶

とおおむね一致していることから、申立人が集金人に過年度保険料を支払った

とする陳述に不自然さはみられない。 

加えて、申立人が集金人に支払った保険料額 3,000円は、申立人の手帳記号

番号が払い出された昭和40年５月当時に過年度納付した場合の38年１月から

40年３月までの保険料の合計額 2,700円とおおむね一致している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 38 年１月から

40年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 21年生 

    住    所 ：           

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 

      私たち夫婦二人の国民年金の加入時期は異なるが、夫婦二人共に加入後は

ずっと国民年金保険料を納付している。 

昭和 54年 11月にＡ市で店を開店してからも、夫婦二人分の保険料は納付

書で納めており、普段はＢ銀行の営業担当に店で集金してもらい、時々は夫

婦どちらかがＡ市役所で納付していた。                     

夫婦二人共に漏れること無く保険料を納めてきたのに、25 年も経過した

今になって社会保険庁の記録で１か月だけ未納とされていることに納得が

いかない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料をす

べて納付しているほか、国民年金と厚生年金保険の切替手続も適正に行ってお

り、申立人の納付意識が高いものと考えられる。                                       

また、申立人は自営を始めた昭和 54 年以降、申立期間後も自営を続け同地

に居住し、申立期間における生活状況の変化はうかがわれないところ、申立期

間前後の保険料は現年度納付されている上、Ａ市では、未納期間がある被保険

者に対しては４月、７月、10 月及び１月の年４回、納付案内はがきによる納

付勧奨を行っていることなどを踏まえると、納付意識の高い申立人が１か月と

短期である申立期間の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月の国民年金保険料（付加保険料を含む。）については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 25年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月 

      私たちは、夫婦二人で国民年金の加入時期は異なるが、夫婦二人共に加入

後はずっと国民年金保険料を納付している。 

昭和 54年 11月にＡ市で店を開店してからも、夫婦二人分の保険料は納付

書で納めており、普段はＢ銀行の営業担当に店で集金してもらい、時々は夫

婦どちらかがＡ市役所で納付していた。                     

夫婦二人共に漏れること無く保険料を納めてきたのに、25 年も経過した

今になって社会保険庁の記録で１か月だけ未納とされていることに納得が

いかない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料をす

べて納付しているほか、昭和 53 年からは付加年金にも加入し漏れなく納付し

ており、申立人の納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人夫婦は自営を始めた昭和 54 年以降、申立期間後も自営を続け

同地に居住し、申立期間における生活状況の変化がうかがわれないところ、申

立期間前後の保険料は現年度納付されている上、Ａ市では、未納期間がある被

保険者に対しては４月、７月、10 月及び１月の年４回、納付案内はがきによ

る納付勧奨を行っていることなどを踏まえると、納付意識の高い申立人が１か

月と短期である申立期間の保険料（付加保険料を含む。）を納付しなかったと

は考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料（付加保険料を含む。）を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から 63年３月まで 

昭和 63年 12月ごろに、弟がＡ市役所において私の国民年金の加入手続を

した。 

また、加入手続に際しては、退職金が手元にあったので、弟にはさかのぼ

って保険料を納付できるように、未納期間である昭和 61 年 12 月から 62 年

３月までの分、昭和 62年度分及び 63年度分の納付書を発行してもらうよう

に依頼した。 

昭和 61年 12月分の保険料は、発行してもらった納付書によりすぐに、ま

た、62年１月から同年３月までの期間、申立期間及び昭和 63年度の保険料

は平成元年４月 28日に、いずれも自身がＢ銀行Ｃ支店で納付した。 

同じ日にまとめて納付しているのに、申立期間の保険料だけが未納とされ

ているのは納得できない。                                                                                      

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の被保険者資格を取得した昭和 61年 12月以降国民年金

加入期間中の国民年金保険料の未納期間は申立期間のみである上、平成元年４

月以降 60歳到達までの 20年間は前納により保険料を納付しており、申立人の

納付意識は高いものと考えられる。 

また、申立人は昭和 63年 12月ごろに国民年金加入手続を行ったとしている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号は同年 12 月から翌年 1 月ごろに払い

出されていることが社会保険庁の記録により確認でき、申立人の陳述と符合す

る。 

さらに、申立人は国民年金への加入手続時に未納であった期間の保険料を納

付するために同期間に係る納付書の発行を申立人の弟に依頼したとしている



ところ、申立人が昭和 61年 12月から 62年３月までの分及び昭和 63年度分の

保険料領収書を所持していることが確認できることから、申立人は申立期間の

納付書も入手していたと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間直前の昭和 62 年１月から同年３月までの期間及び申立期

間直後の昭和63年度の保険料を平成元年４月28日に一緒に納付していること

が社会保険庁の記録により確認でき、申立期間の保険料を納付せずにその前後

の期間の保険料のみを納付するのは不自然であり、申立期間についても同時に

納付したと考えるのが相当である。 

その他の周辺事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2166 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月の国民年金保険料については、

納付済期間と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年９月から 42年６月まで 

    昭和 40 年当時、勤務していた会社の事務員に相談し、国民年金の資格を

喪失させる手続を行ってもらった記憶があるが、厚生年金保険との重複期間

分の還付請求書を見たことは無く、還付金を受け取った記憶も無い。申立期

間の保険料は還付されていないので、還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金保険料と厚生年金保険料を重複納付

したが、還付請求書を見たことは無く、還付金を受け取った記憶も無いので、

還付してほしいと申し立てている。 

そこで、申立人の資格記録をみると、申立期間について、いったん国民年金

保険料が納付された後に還付されていることが確認できるが、申立期間のうち、

昭和 41 年４月については、厚生年金保険被保険者期間ではなく、国民年金の

強制加入期間であるため、保険料を還付すべきではないことから、この期間に

ついては納付済みとする必要がある。 

一方、申立期間のうち昭和 39年９月から 41 年３月までの期間及び同年５月

から 42 年６月までの期間については、厚生年金保険被保険者期間であるにも

かかわらず、国民年金保険料を納付していることが確認できることから、当該

期間の国民年金保険料が還付されることについて不自然な点はみられない。 

また、社会保険庁の記録をみると、申立人は、昭和 42 年４月から同年６月

までの国民年金保険料を同年７月 13日に納付した後、同年８月 14日に転居し

ていることが確認でき、次に、特殊台帳をみると、同年 11月 24日に特殊台帳

を移管された転居後の申立人の住所を管轄する社会保険事務所において、43

年１月 20 日に還付決議が行われ、4,000 円を還付した記録が残されており、



事務処理経過についての還付記録に不自然な点はみられない。 

さらに、申立人に対し保険料が還付されていないことをうかがわせる周辺事

情も見当たらないことから、申立人に対し国民年金保険料が還付されたものと

考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 41年４月の国民年金保険料については納付済期間と認められる。



大阪国民年金 事案 2167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年７月から 60年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から 60年９月まで 

    私が昭和 59年７月に会社を退職した後、新たな職に就かない私の将来を

心配して、母が私の国民年金加入手続を行ってくれた。 

私は、国民年金保険料の納付を母に任せていたため、納付方法等詳しいこ

とは分からないが、母が保険料をすべて納付してくれたはずである。 

また、申立期間当時、父は会社員で母は自営業を営んでおり、国民年金保

険料を納付する資力は十分あり、母は、几帳面な性格であったので間違いな

く保険料を納付してくれたはずであり、申立期間が未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の母親は、昭和 50 年

２月に国民年金に任意加入して以降、平成２年６月までの保険料を完納してお

り、申立期間当時は任意加入期間で付加保険料とともに保険料を前納している

など、保険料の納付意識が高いものと考えられる。 

また、申立人の母親は、申立人が昭和 59 年７月に退職後、新たな職に就か

ないことを心配して、しばらく様子をみてから国民年金加入手続を行ったと陳

述しているところ、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金

手帳記号番号は60年10月に払い出されており、陳述内容とおおむね符合する。 

さらに、申立人の母親は、申立人の国民年金加入手続を行った時、まとめて

保険料を納付した記憶があると陳述しているところ、申立人の手帳記号番号に

よると、申立期間のうち、昭和 60 年４月から同年９月までの保険料を現年度

納付することは可能であり、59年７月から 60年３月までの保険料を過年度納

付することも可能である。 



以上のことから、申立人の将来を心配して申立人の国民年金加入手続を行っ

たとする保険料納付意識の高いその母親が、申立期間の保険料を未納のまま放

置していたとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62年４月から同年 12月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和９年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： ① 昭和 53年 10月から 55 年３月まで 

② 昭和 57年４月から 61年９月まで 

③ 昭和 62年 4月から同年 12月まで 

申立期間の国民年金保険料は、納付書により市役所又は銀行の窓口で支払

っていた。保険料はすべて納付しているはずである。毎年度当初に固定資産

税、国民健康保険料、国民年金保険料等の納付書・請求書が多数送付されて

くるので、納付を忘れることもあり、関係行政機関に相談して分割納付でき

るよう納付書を何枚かに分けて発行し直してもらい、納付していたこともあ

る。申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、毎年度当初に国民年金保険

料等の納付書・請求書が多数送付されてくるので納付を忘れることもあり、関

係行政機関に相談して分割納付できるよう納付書を何枚かに分けて発行し直

してもらい、納付していたこともあると申し立てている。 

そこで、申立人が保有する納付書・領収証書を見ると、申立期間③の直前の

期間である昭和 61 年 10 月から 62 年３月までの保険料については、63 年 11

月 10 日に１か月ごとの納付書を発行してもらい、３か月分ずつを２回に渡っ

て過年度納付しており、直後の期間である同年１月から平成元年３月までの保

険料についても同様に、同年 12月 27日に１か月ごとの納付書を発行してもら

い、毎月納付期限直前に過年度納付していることが確認できる。 

また、申立人は、平成元年度の保険料についても、毎月末現年度納付してい

ることが確認できることから、当時、１か月分の過年度保険料納付書を発行し



てもらい、過年度保険料と現年度保険料を納付期限に遅れないように納付して

いた申立人が、申立期間③の９か月についてのみ過年度保険料用の納付書を発

行してもらわず、保険料を納付しなかったものとは考え難い。 

他方、申立期間①及び②については、特殊台帳をみると、昭和 54年、55年

及び 58年に催告を受けていることが確認できるほか、申立期間①は 18か月及

び申立期間②は 54 か月と長期間であり、これほどの長期間にわたり行政の事

務的過誤が連続したとは考え難い。 

また、申立人の申立期間①及び②の保険料納付に係る記憶は明確では無く、

申立人から保険料納付に係る事情を汲み取ろうとしても、新たな周辺事情等を

見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和62年４月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年５月から６年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月から６年３月まで 

平成３年４月、大学に留学して間もなくのころ、「外国人の皆さんへ」と

いう国民年金の加入勧奨通知が届いた。留学生課の先生に相談したところ、

加入を勧められたので、身元保証人と共にＡ市役所に出向き、加入の説明を

受け、国民年金と国民健康保険に加入した。 

申立期間当時、学費や滞在費一切は身元保証人に負担してもらっており、

国民年金保険料も身元保証人に納付してもらっていた。身元保証人は、私の

外国人登録住所地である身元保証人宅に送付されてきた納付書により、毎月

私の国民年金保険料と国民健康保険料を金融機関で納付してくれていた。国

民年金保険料は１万円程度、国民健康保険料は 5,000円程度であったと記憶

してくれている。 

以上の事情にかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年４月、大学に留学後、「外国人の皆さんへ」という国民

年金の加入勧奨通知が届いたことを契機に、身元保証人と共にＡ市役所に出向

き、国民年金と国民健康保険に加入したと申し立てているところ、申立人の身

元保証人は、同年７月６日付けでＡ市国民年金課から送付されてきた外国人へ

の国民年金加入勧奨通知を保有しており、身元保証人の筆跡で、諸手続済みと

書かれた当時のメモを残している。また、申立人の身元保証人は、申立人と共

にＡ市役所に出向き、国民年金加入手続を行い、身元保証人自身が申立人の国

民年金保険料を納付していたと証言しており、申立人の国民年金加入及び保険

料納付の経緯に不自然な点はみられない。 



さらに、申立人及びその身元保証人は、身元保証人宅に届いた納付書により

毎月１万円程度の国民年金保険料を金融機関で納付していたと申し立ててい

るところ、当時の保険料額は、平成３年度 9,000円、４年度 9,700円及び５年

度１万 500円とおおむね一致するほか、申立内容は当時のＡ市における保険料

収納方法と符合している。 

加えて、申立人の留学にあたり様々な助言をしたとする大学の留学生の先輩

は、申立人の身元保証人宅を頻繁に訪問しており、その際、申立人が国民年金

に加入した話題が出たことを記憶しており、身元保証人が申立人の国民年金保

険料を納付していたと証言している。 

このほか、身元保証人は、申立人の身元保証を引き受けた際、連帯保証人を

求められたとしており、その連帯保証人は、身元保証人から申立人に係る援助

の明細の説明を受け、後日国民年金保険料納付の話を聞いた記憶があるとして

おり、身元保証人が申立人の国民年金保険料を納付していたのは間違いないと

証言している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2170 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年４月から同年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 昭和 43年４月から同年 11月まで 

    昭和 43年７月にＡ市役所で国民年金に加入し、同年４月から同年 12月ま

での９か月間の保険料を納付した。 

    昭和 43 年 12 月１日に夫が厚生年金保険の資格を取得したので、同年 12

月は、国民年金に強制加入する必要が無くなり、この１か月分のみ保険料の

還付請求をした。 

    しかし、社会保険庁の記録では、昭和 43年 12月の保険料のみにとどまら

ず、納付した同年４月から同年 12 月までの保険料すべてが還付され未加入

とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年４月から同年 12月までの９か月間の保険料を納付後、

同年 12 月に夫が厚生年金保険の資格を再取得したため、国民年金に加入する

必要が無くなった同年 12 月の保険料のみを還付請求したにもかかわらず、記

録では、納付した９か月間の保険料すべてが還付され、未加入期間扱いされて

いると申し立てている。 

   そこで申立人の所持する国民年金手帳をみると、昭和 43 年４月から同年９

月までの保険料を同年８月 23 日に、同年 10月から同年 12 月までの保険料を

同年 11月 15日に納付していることが検認印から確認でき、申立人の陳述のと

おり、９か月間の保険料がいったん納付されたことは明らかである。 

   また、申立人の夫の資格記録をみると、昭和 43年 12月１日に厚生年金保険

の資格を再取得していることから、同年 12 月についてのみ任意加入期間とな

り、国民年金保険料の還付処理が可能な期間となるが、同年４月から同年 11

月までの期間については、国民年金の強制加入期間となるべき期間であり、本



来還付処理を行ってはならない期間となっている。 

   しかし、昭和 43 年 12 月 25 日に行われた還付手続については、行政側によ

る明らかな事務的過誤により、強制加入期間についても還付が行われ、その結

果、申立期間が未加入となった。 

   さらに、国の保険料徴収権は、その後２年間は消滅しないにもかかわらず、

この間に記録を訂正する手続が行われた形跡も認められず、行政側の事務的過

誤が認められる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2171 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年 1月から同年３月まで 

当時は年金手帳で納付していたので、この３か月分だけを未納にして、昭

和 40 年４月から納付するようなことはないと思います。また、この３か月

分が未納であれば、同年２月にＡ市からＢ市へ引っ越しをした際に指摘され

て、納付していると思います。今となっては当時の年金手帳はありませんが、

この未納とされていることに納得ができません。    

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間 480か月のうち、申立期間を除き 477か月間の

保険料を納付済みである。また、この間昭和 38年 12月に婚姻以降も任意で加

入を継続し、267か月間の保険料を納付しており、納付意識が高かったものと

考えられる。 

また、申立人は申立期間中の昭和 40 年２月にＡ市からＢ市へ転居している

ものの、直後の昭和 40 年度分の保険料については、転居後のＢ市において現

年度納付していることが同市の被保険者名簿の記録から確認でき、転居後の国

民年金に係る住所変更手続は適切になされたものと推定できる。一方、市では、

手続時に納付可能な過年度期間が存在する場合は、国庫金納付書を作成し納付

勧奨を行っていたとしている。 

これらの点を踏まえ、申立人の納付意識の高さに鑑
かんが

みれば、この納付勧奨

を看過するとは考え難く、申立期間については過年度納付していたと考えるの

が相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2172 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 60年４月から 61年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月から 50年３月まで 

② 昭和 60年４月から 61年９月まで 

    私は、国民年金に加入し、30年間保険料を納付してきた。また平成 12年

に「これ以上掛けても年金額が変わらない。」と市役所で聞いたので、それ

以降は納付していないが、上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手

続を行い、母親が市役所又は金融機関に出向いて印紙を貼付
ちょうふ

した年金手帳を見

ていたので、納付していたことは間違いないと陳述しているが、申立人が加入

手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、これらの具体的な状況等は不明

である。 

そこで、申立人の手帳記号番号払出時期をみると、昭和 50 年に払い出され

ていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、その加入手続は、同年１月

17 日に行われたことがＡ市の被保険者名簿により確認できる。この時点にお

いて、申立期間①のうち、46年 12月以前の保険料は、制度上、納付すること

ができなかったものと考えられる。 

また、加入手続日の昭和 50 年１月は、特例納付が可能な期間内であるが、

申立人は、この時期についても自ら手続を行った記憶が無く、前妻が加入手続

を行ったのではないかと思うとし、以降は、金額等は覚えていないが、前妻に

夫婦二人分の保険料を渡して納付させていたと陳述していることから、この当

時における加入の経緯及び具体的な納付状況等についても不明であるほか、申

立人に申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料も無い。 



さらに、申立人の母親が申立期間①の保険料を現年度で納付するためには、

別の手帳記号番号の払出しが必要であるが、手帳記号番号払出簿の内容をすべ

て視認し、各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

一方、申立人は、平成 12年４月以降の保険料を納付しなかった理由として、

市の担当者から「30年納付したので、これ以上掛けても年金額は変わらない。」

との説明を受けたためとしているが、記録上、納付が開始される昭和 50 年４

月から納付が終了する平成 12 年３月までの被保険者期間は、年金受給資格期

間を最低限確保することのできる 300月に相当することから、当時の担当者は、

当該期間内に保険料の未納が無いことを前提に、申立人に年金受給資格期間を

満たしたことを説明したものとみるのが自然である。 

そこで、当該被保険者期間の納付状況をみると、申立人は、一年前納及び付

加保険料の納付期間を含めて、申立期間②を除き、保険料をすべて納付してお

り、当該期間における申立人の納付意識が高かったものと考えられる。 

また、申立期間②直前の昭和 59年４月から 60年３月までの免除期間につい

て、申立人は、当時、申立人の両親が入院したことなどにより、手元に現金を

置いておきたかった時期であったと陳述しており、その内容に特段不合理な点

がうかがえないほか、当該免除期間に対して平成５年 12月 21日に保険料を追

納している。 

さらに、申立期間②直後の昭和 61 年 10 月から 62 年３月までの期間の保険

料について、63年９月 26日に過年度納付していることが、社会保険庁の納付

記録により確認できるが、納付日時点において納付が可能であった 61 年７月

から同年９月までの期間の保険料が納付されていないところをみると、当該期

間は既に納付済期間であったものと考えても不自然ではない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和60年４月から61年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 2173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

       私がＡ市で母と同居していた昭和 36 年ごろ、自宅に集金人が来て、国民

年金制度が新しくできたので、加入して保険料を支払ってほしいと言ってき

た。母は高齢のため、年金に加入する意志が無く、娘の私にだけ国民年金制

度の説明をしてほしいとお願いし、夜に集金人が説明に来てくれた。 

その際、国民年金は 25 年加入すれば良いと説明され、当時の私は仕事も

順調で経済的にも恵まれていたので、「月 100 円の保険料を 25年分、３万円

を一括して支払います。」と言ったところ、「娘さん、先の長いことなので、

ぼちぼち支払ってもらえればよい。」と言われた。それ以後、Ｂ市Ｃ区の実

家に転居する昭和 41 年まで、私には昼間の仕事があったので、母に私の保

険料を預け、母が集金人に毎月又は３か月ごとに保険料を支払ってくれてい

た。未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年ごろ、Ａ市の自宅に来ていた女性の集金人に、国民年

金の加入を勧められ、母親が申立人の国民年金保険料を納付してくれていた

と申し立てている。 

そこで、申立人の手帳記号番号の払出時期をみると、Ｂ市Ｃ区に転居後の

昭和 41 年 10 月に払い出されていることが、申立人の現在所持する年金手帳

及びＤ社会保険事務所の手帳記号番号払出簿により確認できることから、当

該手帳記号番号において、申立期間の保険料は、制度上、納付することがで

きない期間を含む過年度保険料となり、申立人の母親は、集金人に現年度納

付することができなかったものと考えられる。 

しかしながら、申立人が母親と同居していた当時のＡ市を管轄するＥ社会



保険事務所の手帳記号番号払出簿をみると、昭和 37 年１月に母親と連番で、

申立人の幼少のころからの通称名とされる「Ｆ」の名前で払い出されている

ことが確認でき、申立てどおり、国民年金制度が発足した当初に国民年金の

加入手続が行われたことがうかがわれる。 

また、申立人は、自宅に集金人が国民年金の加入勧奨に訪れたときの経緯

をはじめ、申立人が年金受給資格期間である 25年分の保険料を納付しようと

した際の集金人とのやりとり、母親が申立人の保険料を集金人に支払ってい

たときの様子など、当時の状況を詳細かつ明瞭に陳述しており、その内容に

特段不合理な点はうかがえない。 

さらに、申立人は、申立期間後の被保険者期間について、生活に困窮した

時期であったとする一部の未納期間及び免除期間を除き、保険料をすべて納

付しており、納付意識が高かったものと考えられる。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 2174 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年７月から 58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年７月から 58年３月まで 

    私は、昭和 54年７月にＡ県で会社を退職し、当時、Ｂ市にあった役所で、

国民年金への切替手続をした。保険料は、同年７月から 60 年３月まで、母

が自分の保険料と一緒に郵便局又は銀行で支払ってくれていた。母は、父と

一緒にＣ業務従事者をしていたが、54 年３月に父が死亡退職したため、Ｃ

業務従事者を続けることができず、母も同時に退職した。その後、母も役所

に行き、今から国民年金に任意加入して保険料を納めれば、将来、遺族年金

とともに国民年金ももらえるからと教えられ、付加年金にも加入し、以後生

活が苦しい中で、母は、私と母自身の保険料とを一緒に支払っていたのに未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が、申立期間を含めて母娘の国民年金保険料を一緒

に納付していたと申し立てている。 

   そこで、申立人の母親の納付記録をみると、昭和 52 年６月に国民年金に任

意加入してから 60 年９月まで、国民年金の被保険者であった期間の保険料を

すべて納付しており、申立人の母親は納付意識が高かったものと考えられる。 

   また、申立人の母親は、昭和 54 年３月に会社を退職後、同年９月に任意加

入被保険者として再加入しているため、申立期間のうち同年７月及び同年８月

は任意加入被保険者の未加入期間となるが、再加入手続時点において、申立人

の同年７月から同年９月までの保険料は現年度保険料であることから、申立人

の母親が自身の保険料と同時に納付することは可能であった。 

さらに、申立人は、父親が死亡して母親と二人きりとなり、生活が苦しい状

況の中で、母娘共に仕事をしながら、母親が申立人の保険料を一緒に納付して



いたと陳述しているなど、その内容に特段不合理な点はうかがえない。 

加えて、申立人には昭和 53 年２月から同年９月までの納付記録があり、申

立期間が未納となっておれば、本来、特殊台帳が存在するところ、それが存在

する事実は確認できなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 3172 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間③に係るＡ社における資格喪失日は昭和 47 年 12 月 20 日

であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 46年９月から 47年 11月までの期間の標準報酬月額については、

46年９月は３万 9,000円、同年 10月から 47 年 11月までは６万 4,000円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 
    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 10月から 44 年３月 10日まで 

             ② 昭和 45年７月から 46年７月１日まで 

             ③ 昭和 46年９月 30日から 48年２月１日まで 

            ④ 昭和 50年９月から 51年１月 21日まで 

            ⑤ 昭和 51年４月 17日から 53年５月１日まで 

   Ｂ社に勤めていた昭和 43年 10月から 44年６月５日までの期間のうち、

43年 10月から 44年３月 10日までの期間が厚生年金保険未加入とされてい

る。常勤として勤めていたことは確かであるので、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい（申立期間①）。 

Ａ社に勤めていた昭和 45年７月から 48年１月までの期間のうち、45年

７月から 46年７月１日までの期間及び同年９月 30日から 48年２月１日ま

での期間が厚生年金保険未加入とされている。常勤として勤めていたことは

確かであるので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間

②、申立期間③）。 

Ｃ社に勤めていた昭和 50年９月から 53年４月までの期間のうち、50年

９月から 51年１月 21日までの期間及び同年４月 17日から 53年５月１日ま

での期間が厚生年金保険未加入とされている。常勤として勤めていたことは

確かであるので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間

④、申立期間⑤）。 

 



 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿をみると、同社は、

昭和 47年 12月 25日（昭和 47 年 12 月 20日受付）に 46年９月 30日にさかの

ぼって全喪処理され、全喪日と同日付けで申立人を含む 15 人が厚生年金保険

被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

一方、上記 15 人に係る厚生年金保険被保険者名簿の記録をみると、１人は

全喪日以降の昭和 46年 12月 14日に資格取得日の訂正が行われており、また、

３人の資格喪失年月日が、当初、全喪日以降の同年 12 月 31 日、47 年１月６

日、同年９月１日と記載されていたものが、二重線で抹消され、46 年９月 30

日に訂正されていることが確認できる（資格喪失日の訂正日は被保険者名簿の

記録から全喪受付日の昭和 47年 12月 20日）。 

この間の経緯について、申立人は、「Ａ社が倒産し、その後もしばらくの間

後始末のために働いていたが、昭和 48 年の正月過ぎに辞めた。それから程な

くＤ社に勤めた。」と陳述しているところ、社会保険庁の記録によれば、申立

人は、同年２月１日にＤ社において厚生年金保険被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

以上の記録及び陳述から、Ａ社は、昭和 47年 12月までは企業活動を行って

おり、資格喪失日の訂正のみられる３人については、全喪日（昭和 46 年９月

30日）以後全喪受付日（昭和 47 年 12 月 20日）の間に資格を喪失していたが、

喪失日以前にさかのぼっての全喪処理が行われたため、喪失日の訂正が行われ

た。また、残る 12人（申立人を含む）は、同年 12月までは在職しており、資

格喪失日欄は空欄のままであったため、さかのぼっての喪失日が書き入れられ

たと考えるのが相当である。 

また、Ａ社の元事業主は、「同社が不渡りを出したため、債権・債務をＥ社

が引き継ぎ、社員もＥ社（事業主は、Ａ社と同一）に移った。」と陳述してい

るところ、社会保険庁の記録によれば、Ａ社の全喪時に厚生年金保険被保険者

資格を喪失した者のうち２人が、同社の全喪処理が行われた昭和 47年 12月に

Ｅ社で厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このような資格の喪失処理を行う合理的理由は見当たらず、社会保険事務所

において事実に反する処理が行われたものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、上記資格の喪失に係る記録は有効なものとは

認められず、申立人の資格喪失日は全喪受付日の昭和 47 年 12 月 20 日である

と考えるのが相当である。 

また、申立人の標準報酬月額については、厚生年金保険被保険者名簿の記録

から、昭和 46 年９月は３万 9,000 円、同年 10 月から 47 年 11 月までは６万

4,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間③のうち昭和 47 年 12 月 20日から 48年２月１日までの期間



 

については、申立人がＡ社に在職し、厚生年金保険料を事業主により控除され

ていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間①については、申立期間当時の事業主は所在不明で、同僚もほとん

どが死亡・所在不明となっている。唯一連絡の取れた同僚は、申立人が在職し

ていたことは覚えていたが、当該同僚から、Ｂ社における申立人の在職時期を

特定できる陳述は得られず、申立人が、申立期間において、同社に在職してい

たことを確認するには至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間②については、申立期間当時Ａ社において在職しており、連絡の取

れた同僚２人（いずれもＦ業務従事者）は、いずれも申立人の在職について覚

えていないと陳述しており、申立人が、申立期間において、同社に在職してい

たことを確認するには至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間④については、Ｃ社の申立期間当時の事業主は死亡しており、また、

申立期間当時の同僚とは連絡がとれず、申立人が、申立期間において、同社に

在職していたことを確認するには至らなかった。 

さらに、Ｃ社では、申立期間当時において試用期間があったかは不明と回答

しているが、昭和 51年５月 15日に厚生年金保険被保険者資格を取得している

ことが確認できる者から、試用期間が１か月から６か月あったとの陳述を得た

ことから、仮に、申立人が申立期間当時同社に在職していたとしても、試用期

間中であったため厚生年金保険被保険者資格を取得していなかった可能性も

否定できない。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑤については、Ｃ社の申立期間当時の事業主は死亡しているが、申

立期間当時在職していた現代表者及び同僚は、いずれも申立人の在職について

不明と陳述しており、申立人が、申立期間において、同社に在職していたこと

を確認するには至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間⑤において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①、②、④、⑤及び申立期間③のうち、昭和 47 年 12 月 20

日から 48 年２月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3173 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 32年７月１日から 33年８月１日までの期

間について、厚生年金保険第３種被保険者として厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における当該

期間の厚生年金保険被保険者資格の種別に係る記録を第１種から第３種に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の第３種被保険者としての厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年１月 20日から 30年１月 19日まで 

             ② 昭和 32年７月 1日から 33年８月１日まで 

             ③ 昭和 41年９月 10日から 41年９月 27日まで 

社会保険事務所の記録では、Ａ社に勤務した申立期間①及び②並びにＢ社

に勤務した申立期間③の期間の厚生年金保険の被保険者種別が第１種とさ

れている。 

しかし、申立期間①は、Ａ社で勤務しはじめてすぐに 18 歳になり、Ｃ業

務に従事する事ができるようになったので、昭和 28年１月 20日ごろからＣ

業務従事者（第３種被保険者）としてＤ業務に就き、申立期間②についても、

Ｃ業務従事者としてＤ作業に従事していた。 

さらに、Ａ社からＢ社に会社名が変わった後の申立期間③もＣ業務従事者

として勤務していたので、これら申立期間①、②及び③について厚生年金保

険の第３種被保険者であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、社会保険事務所のＡ社に係る事業所別被保険者名簿の

記録では、申立人は第１種被保険者（男子被保険者）となっているが、第３種

被保険者（Ｃ業務従事者）としてＤ作業を行っていたと申し立てており、この

ことは、複数の同僚のＣ業務従事者であったとの陳述内容と符合していること



 

から認められる。 

また、申立人がＣ業務従事者として同じ班で一緒に勤務していたとする同僚

のうち、８人の被保険者記録が確認できるが、これらの同僚はいずれも第３種

被保険者としての記録が確認できる。 

さらに、申立人は、申立期間②はＥ社を退職後に再入社したもので、体力も

ありＣ業務従事者のほうが待遇も良かったのでＣ業務従事者として勤務して

いたと陳述しており、その内容はほかの同僚の陳述内容とも符合しており、申

立人の陳述内容には信ぴょう性が認められるほか、同質の業務を一緒に行って

いた申立人だけが第１種被保険者であったとする特段の事情は見当たらず、こ

れら同僚と同じく第３種被保険者として給与から保険料を控除されていたと

考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間②において厚

生年金保険第３種被保険者としての厚生年金保険料を給与から控除されてい

たと認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主による厚生年金保険の第３種被保険者資格の取得届及び喪失届など、いずれ

の機会においても社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、

事業主から社会保険事務所に第３種被保険者資格取得に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 32 年７月から 33

年７月までの第３種被保険者としての保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、申立期間②に係る第３種被保険者としての保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。  

次に、申立期間①について、申立人は、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の

記録では、昭和27年12月１日に第１種被保険者として資格を取得しているが、

28年※月※日で 18歳になり、Ｃ業務に従事することが出来るようになったの

で、同年１月 20 日ごろからＣ業務従事者としてＤ作業を行っていたと申し立

てている。 

しかし、同時期に入社した同年代（１歳年長）の同僚として、同じ作業を一

緒に行っていたとする同僚の被保険者記録をみると、申立期間①当時の被保険

者種別は第１種被保険者となっているほか、ほかにもＣ業務従事者であったと

申立人が記憶している同僚の記録にも入社当初の被保険者種別は第１種被保

険者となっている者が見受けられる。 

また、申立期間①の期間中には、月額変更届、報酬月額算定基礎届が２回若

しくは３回行われていると考えられるところ、事業所別被保険者名簿において

種別が変更された記録は無く、社会保険事務所がこれらいずれの機会において

も種別変更の記録を誤ったとは考え難い。  

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険第３種被

保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



 

されていたと認めることはできない。 

次に、申立期間③について、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿の記録では、

申立人は第１種被保険者となっているが、申立人は、この期間についてもＣ業

務従事者として勤務していたと申し立てている。 

同社は、Ａ社が社会保険を全喪した後、同じ職場において新たな事業主のも

とに新規適用した会社であるが、当時の事業主及び同僚からは、当時の事情に

ついて確認することができず、申立人自身にも給与額や保険料控除に関する記

憶は無く、当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

しかし、商業登記簿をみると、設立当初の事業目的は「Ｆ業務」としていた

ところ、昭和 41 年９月５日付けで事業目的を変更し、「Ｇ業務」を追加登記

していることが確認できるほか、申立人と同時期に同社で資格を取得している

男性の被保険者７人の記録をみても、いずれも第１種被保険者で、資格取得時

の標準報酬月額も１人を除いて申立人と同額となっていることなど、当時の同

社においてはＤ作業が減少していたことやＣ業務従事者の雇入れが行われて

いないことがうかがわれる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険第３種被

保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3174 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控

除されていたと認められることから、申立期間のＡ社における標準賞与額に係

る記録をそれぞれ 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 10日 

             ② 平成 17年７月 11日 

             ③ 平成 17年 12月９日 

    私は、申立期間①、②及び③において、勤務先であるＡ社で賞与を支給さ

れ厚生年金保険料を控除されていたが、いずれも厚生年金保険の記録に反映

されていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書及び所得税源泉徴収簿により、申立人が

同社から平成 16 年 12 月 10 日及び 17 年７月 11 日にそれぞれ 30 万円、同年

12月９日に 32万円の賞与を支給され、当該賞与から厚生年金保険料を事業主

により控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主により源泉控除された保険料額

に基づく標準賞与額の範囲内であり、申立期間①、②及び③に係る賞与から源

泉控除された額に見合う標準賞与額を算出したところ、いずれも 24 万円であ

ることが確認できることから、それぞれ 24 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を行っていないとしていることから、

社会保険事務所は、平成 16 年 12 月 10日、17年７月 11日及び同年 12月９日

の標準賞与額 24 万円に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金  事案 3175 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における資格喪

失日を昭和 31 年１月 30 日に訂正し、30 年 11 月及び同年 12 月の標準報酬月

額を 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

申立期間⑤について、申立人が在籍していたとするＢ社は、社会保険事務所

の記録では昭和 42年 11月１日の全喪以降は適用事業所となっていないが、当

該期間も適用事業所の要件を満たしていたと認められるところ、申立人は、同

年８月から 43 年１月までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の同社における資格喪失日に係る記録を

同年２月 11 日に訂正し、42 年８月から 43 年１月までの標準報酬月額を２万

6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る昭和 42年８月から 43年１月までの期間の厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間⑥について、申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年 11 月から 44

年１月までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認められることから、申立人のＣ社における資格喪失日を同年２月 13 日に

訂正し、43 年 11 月から 44 年１月までの標準報酬月額を１万 6,000 円とする

ことが必要である。 

また、申立人が昭和 44 年３月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得して

いるＤ社は、社会保険事務所の記録では同年３月１日の新規適用以前は厚生年

金保険の適用事業所となっていないが、同年２月 13 日以降は適用事業所とし

ての要件を満たしていたと認められるところ、申立人は同年２月の厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められることから、申立人の

同社における資格取得日に係る記録を同年２月 13 日に訂正し、同年２月の標

準報酬月額を３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る昭和 43 年 11 月から 44 年２月までの期間の厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 



 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ①  昭和 29年４月１日から同年９月 20日まで 

② 昭和 30年 11月１日から 31年１月 30日まで 

              ③  昭和 31年３月１日から 34年 11月ごろまで 

              ④  昭和 36年８月ごろから 40年 12月末ごろまで 

         ⑤ 昭和 42年８月１日から 43年２月 11日まで 

         ⑥ 昭和 43年 11月 11 日から 44年３月１日まで 

         ⑦ 昭和 46年７月 10日から 50年３月 21日まで 

         ⑧ 昭和 50年７月１日から同年 11月７日まで 

昭和 29 年４月１日からＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の資格取得

日が、同年９月 20日にされている（申立期間①）。 

また、Ａ社における資格喪失日についても、昭和 31年１月 29日に退職し

たにもかかわらず、30年 11月１日にされている（申立期間②）。 

Ａ社を退職し昭和 31 年３月１日から、知人の紹介でＥ社に就職した。手

書きの給与明細に健康保険と厚生年金保険の書き込みがあったのを覚えて

いる。また、33年２月ごろから「Ｆ病院」で治療をしている（申立期間③）。 

昭和 36 年８月ごろから 40 年 12 月末ごろまでＧ社に勤務し、Ｈ所でＩ業

務をしていた。厚生年金保険料控除は、給与明細で確認しており、同所の健

康診断にも健康保険証を使用した。さらに、39 年春には治療のため、Ｊ病

院に通院していた（申立期間④）。 

Ｂ社から、Ｂ社が設立したＫ社に昭和 42年８月１日に転籍し、43年２月

10 日まで勤務していた。同じ職場での配置転換であり、同じ給与が連続し

ていた（申立期間⑤）。 

Ｌ社出身の人物に引き抜かれて、Ｃ社に就職した。その後、同社は「Ｄ社」

に社名変更されたが、継続して勤務していた。それにもかかわらず、昭和

43年 11月 11日から 44年３月１日までの期間が厚生年金保険未加入期間と

されている（申立期間⑥）。 

昭和 46 年７月 10 日からＭ社に勤務し、50 年３月末に系列の新会社のＮ

社に転籍した。この間継続して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険

未加入期間とされている（申立期間⑦）。 

昭和 50 年３月末からＮ社に転籍となり、転籍した同年７月１日から厚生

年金保険に加入したはずであるが、被保険者資格取得日が同年 11 月７日に

されている（申立期間⑧）。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

申立期間②については、申立人は「昭和 31年の正月明けに退職届を提出し、



 

１月 29 日の給与を受け取るまでＡ社に勤務していた。」としており、その勤

務していた期間の根拠として、「当時会社の寮に住んでおり、同年１月 10 日

に勤務地の近くで発生した事件を目撃した。」としているところ、この申立人

の陳述に符合する事件の発生がＯ組織の記録から確認できるほか、申立人と同

様に寮に住んでいた同僚二人は、「自身の退職日は社会保険事務所の記録と同

じである。」さらにその内の一人からは、「事件があった時、申立人は在籍し

ていたと思う。」との陳述が得られた。これらのことから、申立人は同年１月

の給与支払日まではＡ社に在籍し、事業主から保険料を控除されていたと考え

るのが相当である。 

また、昭和 30年 11月及び同年 12月の標準報酬月額は、同年 10月の社会保

険事務所の記録から、5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所は全喪しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間⑤については、申立人は昭和 42 年８月１日に、Ｂ社から同社が設

立した新会社「Ｋ社」に転籍し、その後も健康保険証は切り替わらず、勤務場

所、仕事内容、給与額等何も変わらなかったと陳述しているところ、Ｋ社が適

用事業所になった事情は確認できず、法人登記上でも同社の存在は確認できな

い上、Ｂ社の元事業主の妻からは「Ｋ社については知らない。私は夫と一緒に

昭和 43 年ごろＢ社を辞めたが、それまでの間において、Ｋ社については知ら

ない。」との陳述が得られた。また、当時のＢ社における元同僚は、申立期間

当時においても申立人と一緒に勤務していたと陳述している。さらに、Ｂ社は

昭和 43年４月 16日に、42年 11月１日付けで厚生年金保険を全喪する届出を

遡
さかのぼ

って行っていることが確認できることに加えて、全喪と同日に 11 人が厚

生年金保険資格を喪失していることから、Ｂ社は全喪した後も厚生年金保険強

制適用事業としての要件を満たしていたと推認され、申立人は、43 年２月 10

日に退職するまで給与から厚生年金保険料を控除されていたと考えるのが相

当である。 

また、昭和 42年８月から 43年１月までの標準報酬月額は、同年７月の社会

保険事務所の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所は全喪しているが、上記のとおり全喪処理が行われていることから、事

業主は社会保険庁の記録どおりの資格喪失日を届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 42年８月分から 43 年１月分までの保険料について納



 

入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

申立期間⑥については、申立人はＤ社に勤務していた期間であるとしている

ところ、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所となった日は昭和 44 年３月１日で

あることが社会保険事務所の記録により確認でき、申立期間⑥は厚生年金保険

が適用されていなかった。 

しかし、申立人は、Ｄ社はＣ社が社名を変更しただけであり、昭和 43 年２

月 15日から 45年７月 31日まで継続して勤務していたと陳述している。また、

Ｄ社の厚生年金保険新規適用と同時に被保険者資格を取得した 25 人の内、確

認できた 19人が申立人と同様に 43年 11月 11日にＣ社において同被保険者資

格を喪失しており、４か月の厚生年金保険の空白期間が生じていることが社会

保険庁の記録により確認できる。さらに、連絡の取れた同僚２人からは「申立

人のことは覚えている。Ｄ社は、Ｃ社のＰ部門が独立した会社であり、独立後

も仕事場、仕事内容は以前と変わらなかった。」「自分の給与は、Ｃ社から支

払われていたと思う。」との陳述が得られたことに加えて、２人共自身の年金

記録に空白は無いはずであるとしている。 

このことから、Ｃ社では、Ｄ社の設立に際し、Ｐ部門の社員の厚生年金保険

被保険者資格を昭和 43 年 11 月 11 日に喪失させたものの、何らかの事情によ

り、新規適用手続及び資格取得手続が遅れたと考えるのが相当であり、Ｄ社は、

法人設立日と申立人の雇用保険資格取得日である44年２月13日に厚生年金保

険強制適用事業所としての要件を満たしていたと推認され、厚生年金保険料

は、同年１月まではＣ社、同年２月以後はＤ社において厚生年金保険料を控除

されていたと考えるのが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 43年 10月の社会保険事務

所の記録から、同年 11月から 44年 1月までは１万 6,000円、同年３月の社会

保険事務所の記録から、同年２月は３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所はともに全喪しているが、Ｃ社については、厚生年金保険被保険者資格

の喪失日と雇用保険の記録における離職日の翌日がいずれも昭和 43 年 11 月

11 日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って同日

と記録したとは考え難く、また、Ｄ社については、上記のとおり新規適用手続

及び資格取得手続が遅れたと考えられることから、事業主は社会保険庁の記録

どおりの資格喪失日及び資格取得日を届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年11月分から44年２月分までの保険料について納入告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、



 

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①については、申立人は中学校を卒業してすぐの昭和 29 年

４月１日からＡ社に勤務したとしているが、同社の事業所別被保険者名簿の申

立人が含まれるページに記載されている 20 人についてみると、年齢から中学

卒業後就職したと思われる者が申立人を含め９人いるところ、同年４月に厚生

年金保険被保険者資格を取得した者はおらず、この９人の被保険者資格の取得

は、全員とも入社した年の同年９月以降となっており、同社においては、入社

後、相当の期間経過後に厚生年金保険の資格取得手続をとっていたと推定でき

る。 

申立期間③については、申立人は昭和 31 年３月 1 日から 34 年 11 月ごろま

でＱ市にあったＲ業者であるＥ社に勤務していたと陳述しており、同社の所在

地や近隣の店の名前等に関する申立人の記憶から、期間の特定はできないもの

の、申立人の在籍については推定できる。しかし、Ｅ社が厚生年金保険適用事

業所であったことは確認できない上、Ｔ県内の類似名称の事業所による適用事

業所検索を行ったが、申立人の厚生年金保険加入記録は確認できなかった。ま

た、Ｕ組合からは、Ｑ市には 40 年ごろ廃業した「Ｖ社」が存在したとの陳述

が得られたが、同社についても、厚生年金保険適用事業所であったことを確認

できなかった。 

申立期間④については、申立人は昭和 36 年８月ごろから 40 年 12 月末ごろ

までＧ社に勤務していたと陳述しているところ、同社の後の事業主が申立人の

ことを記憶していることから、期間の特定はできないものの、申立人の在籍に

ついては推定できる。しかし、Ｇ社の厚生年金保険新規適用年月日は 63 年７

月１日と記録されているところ、事業主は同社が所在していたＨ所に社会保険

事務所の調査が入った際、未適用事業所が指導を受け、それを契機にこの時期

に加入したと、加入の動機まで詳述しており、事業主の陳述には信憑
ぴょう

性があ

ると言わざるを得ない。また、申立人は、健康保険証を使用した記憶があり、

給与明細でも厚生年金保険料と健康保険料の控除を確認していたと陳述して

いるものの、申立期間の厚生年金保険及び健康保険加入をうかがわせる資料及

び事情等は確認できなかった。さらに、申立人の氏名及び生年月日を基に、Ｔ

県にあるＷと名のつくほかの事業所検索を行ったが、これら事業所においても

申立人の記録は確認できなかった。 

申立期間⑦については、申立人は、昭和 46 年７月 10日からＭ社に勤務し、

50年３月 21日に系列新会社のＮ社に転籍したと陳述しているところ、Ｍ社の

事業所別被保険者名簿、また、厚生年金基金及び健康保険組合がそれぞれ管理

する記録においても、申立人の記録は確認できなかった。また、Ｎ社の元事業

主からは「Ｎ社で厚生年金保険被保険者資格を取得した者は、資格を取得する

まではＭ社が同社の取り扱う商品のために派遣していたＩ業務員である。これ

らの者については、Ｍ社が給与を支給したのでは無く、同社が店に支払ってい



 

た費用を、店がＩ業務員に報酬として支払っていた。なお、全員Ｍ社に籍は無

かった。」との陳述が得られた。 

申立期間⑧については、申立人が保管していたＮ社の給与明細には、昭和

50年７月分から厚生年金保険料の控除が確認できるが、同年の 12月分に、「社

会保険料預り分戻り（７、８、９、10 月分）」との記載があるのに加えて、

申立人が保管していた同社からの書面には、「７月分の給与より保険料を控除

するが、加入できた月より正式に納付することになるので、その以前の預り金

は返金する。」旨の記述がある。このことから、申立人は、同年 11 月分から

厚生年金保険料を控除されていたと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間①、③、④、⑦及び⑧の各申立期間において事

業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事

情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間①、③、④、⑦及び⑧に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和

44年９月 30日に、資格喪失日に係る記録を 45年 11年１日に、また、Ｂ社に

おける資格取得日に係る記録を同年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額について、44 年９月から 45 年 10 月までは３万円、45 年 11 月及び同年

12月は５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年９月 30日から 46年１月１日まで 

Ｃ社に昭和 44年３月 26日に入社し、46 年 10月６日まで継続して勤務し

ていた。途中、事業所が移転し、社名が「Ｂ社」に変更され、事業主も２人

ほど替わったものの、Ｃ社の時の従業員はそのまま継続して勤めていた。 

自分としては引き続き同じ会社に勤めていたと思っており、Ｃ社在職時に

は厚生年金保険に加入していたので、退職するまで継続して厚生年金保険に

加入しているものと信じていたところ、社会保険庁の記録によれば、昭和

44年９月 30日にＣ社で厚生年金保険被保険者資格を喪失し、46年１月１日

にＢ社で被保険者資格を再取得したことになっており、喪失から再取得まで

の 16か月間が厚生年金保険未加入とされている。 

社会保険庁の調査では、未加入とされている期間は厚生年金保険適用事業

所でなくなっているとのことであったが、会社が保険料を控除しながら国に

納付していないことが考えられる。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録によれば、申立人は、Ｃ社が厚生年金保険全喪（昭和 44 年

９月 30日）となった以降も、昭和 45年 10月 31日まで同社の被保険者であっ

たこと、及びＢ社が厚生年金保険新規適用（昭和 46 年１月１日）となる前の

同年 12 月１日から同事業所における被保険者となっていることが確認でき

る。また、申立人が、申立期間において一緒に勤務していたと申し立てている

複数の同僚から、「申立人とは、Ｃ社からＢ社まで一緒に勤務していた。」と



 

の陳述が得られた。 

   一方、社会保険庁の記録によれば、申立人が、申立期間において一緒に勤務

していたと申し立てている複数の同僚は、申立期間のうち、一部期間において

Ａ社（厚生年金保険新規適用：昭和 45年２月２日、全喪：同年８月 31日）に

おいて厚生年金保険被保険者資格を取得及び喪失しており、その後、Ｂ社が厚

生年金保険新規適用となると同時（昭和 46 年１月１日）に申立人とともに被

保険者資格を再取得していることが確認できる。 

   以上の事情から、申立人は、申立期間前後において同じ事業所に勤務してい

るものと思っていたと陳述しているところ、社会保険適用上、勤務先の事業所

は、Ｃ社、Ａ社、Ｂ社の順で移り変わっていたものと考えられる。なお、この

ことは、申立人の、「事業主は２人ほど替わった」との陳述とも符合する。 

   次に、申立期間における厚生年金保険の加入状況をみると、Ｃ社が厚生年金

保険全喪となった際、申立人を含む 15 人が被保険者資格を喪失しているが、

このうち９人がＡ社において継続勤務していることが確認できる。しかし、継

続勤務している９人のうち、６人は厚生年金保険被保険者名簿で名前が確認で

きるが、申立人等３人は、同僚陳述又は雇用保険記録で在職はうかがえるもの

の、厚生年金保険被保険者名簿で名前は確認できず、厚生年金保険未加入とな

っている。 

申立人等３人が厚生年金保険未加入となっている理由については明らかで

ないが、厚生年金保険加入記録のある６人については、Ａ社の厚生年金保険被

保険者名簿により、被保険者資格喪失日が、さかのぼって訂正（昭和 45 年８

月 19 日又は同年８月 30 日から同年４月 30 日に訂正）されている上、資格取

得届が２回に分けて提出された状況がうかがえることから、同社が、申立人等

３人について、資格得喪手続を怠っていたことに気付かなかったとは考え難

い。また、厚生年金保険加入記録の無い申立人等３人については、若年の独身

者と年配の妻帯者であり、Ａ社が特定の条件の者（若年者・独身者等）だけを

厚生年金保険に加入させない扱いをしていたとも考え難い。 

これらの事情を勘案すると、Ａ社では、厚生年金保険加入記録のない申立人

等３人については、意図的に厚生年金保険資格の取得手続を行っていなかった

ものと推測される。 

一方、Ａ社において厚生年金保険加入記録の無い申立人等３人のうち１人の

同僚から、「昭和 44 年９月 30 日（Ｃ社の厚生年金保険全喪日）以後も 45 年

の春ごろまで継続して働いていた。一人娘の誕生日が 44 年＊月＊日であるの

でよく覚えている。給料は２万 7,000円から３万円ぐらいもらっていた。Ｃ社

からＡ社に替わっても金額の変動は無かった。」との陳述を得た。また、当該

同僚の陳述している給与の金額は、当該同僚がＣ社で厚生年金保険被保険者資

格を喪失した時の標準報酬月額（３万円）と符合することが認められる。さら

に、当該同僚は、Ａ社を退職したのは 45 年春ごろと陳述しているところ、同

社が厚生年金保険適用事業所となったのは、同年２月２日であることから、同

社では、当該同僚について厚生年金保険適用事業所となった後も資格取得手続



 

を行っていないことが推測される。 

以上の事情を総合すると、Ａ社では、Ｃ社から移行後厚生年金保険適用事業

所となる前から従業員より厚生年金保険料を控除しており、適用事業所となっ

た以後は、このうち何らかの事情により被保険者とせざるを得ない者だけ被保

険者資格取得の届出を行っていたと考えるのが相当であるところ、昭和 46 年

１月 25 日（Ｂ社の厚生年金保険新規適用後）付けで複数名の被保険者資格が

さかのぼって喪失させられていることも踏まえると、申立人は、申立期間にお

いて継続して厚生年金保険料を控除されていたと認められる。なお、申立人に

係る事業所別の被保険者期間については、雇用保険の記録から、Ｃ社の厚生年

金保険の全喪日である 44年９月 30日から同社離職日の翌日の 45年 11月１日

までをＡ社の、同年 11月１日から 46年１月１日までをＢ社の被保険者期間と

することが相当と考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、同僚の、「Ｃ社全喪後も給与の

金額は変わらなかった。」との陳述から、昭和 44 年９月から 45 年 10 月まで

は同社における厚生年金保険被保険者資格喪失時の標準報酬月額である３万

円、同年 11月及び同年 12月はＢ社における厚生年金保険被保険者資格取得時

の標準報酬月額である５万 2,000円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は昭和 44 年９月 30 日から 45

年２月２日までの期間及び同年８月 31日から同年 11月１日までの期間、Ｂ社

は同年 11月１日から 46年１月１日までの期間について、適用事業所としての

記録が無いが、上記の従業員数の推移などを踏まえると、両社とも当時の厚生

年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

人に係る厚生年金保険加入記録が全く確認できず、事業主が被保険者資格取得

の届出を意図的に行っていなかったと考えられることから、社会保険事務所

は、申立人に係る昭和 44 年９月から 45 年 12 月までの厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



 

大阪厚生年金 事案 3177 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に係る記録

を昭和 31 年４月１日に、資格喪失日に係る記録を同年８月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年４月１日から同年５月７日まで 

             ② 昭和 31年７月 30日から同年８月１日まで 

    Ａ社における厚生年金保険加入期間について照会を行ったところ、昭和

31年４月１日から同年５月７日までの期間(申立期間①)及び同年７月 30日

から同年８月１日までの期間(申立期間②)が未加入とされていた。 

Ａ社には、昭和 31年４月１日付けで、本社Ｃ部の正規社員として入社し、

平成５年 12月 31日まで途切れること無く勤務した。申立期間中は入社後１

か月弱本社で研修を受け、31年４月 25日ごろからＢ支社で勤務し、同年８

月ごろにＤ支社に転勤した。 

同じく本社Ｃ部の正規社員として同期で入社した同僚２人の厚生年金保

険被保険者資格取得日は昭和 31年４月１日となっている。 

    申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録によれば、申立人は、昭和 31 年５月７日にＡ社Ｂ支社で

厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年７月 30 日に被保険者資格を喪失し

た後、同年８月１日に同社Ｄ支社で被保険者資格を再取得していることが認め

られる。 

一方、申立人が提出したＡ社従業員名簿の発令履歴及び雇用保険の記録によ

れば、申立人の入社日（雇用保険被保険者資格取得日）は昭和 31年４月１日、



 

退職日（離職日）は平成５年 12月 31日となっており、申立期間において継続

して同社に勤務していたことが確認できる。 

   また、社会保険庁の記録によれば、申立人が同期学卒入社としている同僚２

人の厚生年金保険被保険者資格取得日は、昭和 31 年４月１日であることが確

認できることに加え、当該同僚２人から、「申立人とは、昭和 31 年４月入社

時の研修で一緒だった。」との陳述が得られた。 

   さらに、Ａ社から、「従業員名簿を確認したところ、申立人は昭和 31 年４

月１日から社員として採用していたことは間違いないと思う。申立期間におけ

る申立人に係る厚生年金保険料の徴収及び納付については不明だが、被保険者

資格取得手続の有無にかかわらず、社員として採用している以上、給与計算事

務上は、保険料を徴収していたものと推測できる。」との陳述が得られた。 

   なお、社会保険庁の記録では、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日が

昭和 31 年５月７日となっていることについて、同期入社の同僚は研修終了後

もＡ社本社に残ったが、申立人は研修終了後同社Ｂ支社に赴任しており、同支

社赴任時期を被保険者資格取得日とした可能性がある。また、従業員名簿の発

令履歴によれば、申立人の同社Ｄ支社への異動発令日は、同年５月 26 日とな

っているが、Ｄ支社の厚生年金保険新規適用は、同年６月 1日となっており、

申立人は、「発令後もしばらくの間は完全にＤ支社に移っておらず、Ｂ支社と

の間を行ったり来たりしていた。」と陳述している。 

以上の事情から、申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ支社に勤務していたこ

とが確認でき、厚生年金保険加入記録のある期間との勤務の継続性が認められ

ることから、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと考えるのが相当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間①については、申立人

の厚生年金保険被保険者資格取得時（昭和 31 年５月７日）の記録から１万円、

申立期間②については、申立人の被保険者資格喪失時（昭和 31年 7月 30日）

の記録から１万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務に履行については、事業

主は納付したかは不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。



 

大阪厚生年金 事案 3178 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に係る記録

を昭和 32年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 32年１月 31日から同年２月１日まで 

昭和 26 年４月１日にＡ社に入社し、62 年５月１日に退職するまで、１日の

空白も無く勤務していた。 

Ｂ社からＣ支社に転勤した際、昭和 32 年１月の１か月間が厚生年金保険未

加入とされている。 

申立期間は、転勤に伴う赴任期間中で、Ａ社に在職していたことは間違いな

いので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、申立期間においてＡ社に継続して勤務していたことは、雇用保険

の記録から認められる。 

また、Ａ社から提出された申立人の在籍記録によれば、申立人は、昭和 26

年４月から 31年 12月までＡ社Ｂ支社に在籍し、32年１月から同社Ｃ支社に異

動したことになっており、厚生年金保険加入記録と異なっているが、申立人は、

「Ｃ支社の赴任日は昭和 32 年２月１日で間違いない。同年１月 24 日から 1 週

間程度の赴任期間を経てＣ支社へ移ったと思う。」と陳述している。 

なお、社会保険庁の記録により、赴任期間中はＡ社Ｂ支社の厚生年金保険被

保険者期間であったものと認められる。 

以上の事情から、申立人については、何らかの理由によりＡ社Ｂ支社におけ

る厚生年金保険被保険者資格喪失日が誤って届けられ、申立期間について厚生



 

年金保険加入記録が失われたものの、同一社内の支社間異動であり、申立期間

中の継続勤務が認められることから、厚生年金保険料も事業主により給与から

控除されていたと考えるのが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支社の厚生

年金保険被保険者資格喪失時の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が資格喪失日を昭和 32年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年１月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同

年１月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る厚生年金保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



大阪国民年金 事案 2175 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年６月から 54年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月から 54年８月まで 

    昭和 49 年６月にＡ社を退職後、Ｂ市役所へ赴いて、国民年金の加入手続

を行い、その際、以後の年金について相談し、加入期間を試算してもらった

資料を所持している。 

    また、昭和 50 年２月に法人を設立したが、１人のみであったので厚生年

金保険には加入せず、54 年９月に厚生年金保険に加入するまでは国民年金

に加入していた。 

    申立期間の国民年金保険料については、妻と顧問税理士に任せていたので、

保険料納付に関する細かい記憶は無いが、確かに国民年金に加入し保険料を

納付していた。 

    申立期間を国民年金の納付済期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年６月にＡ社を退職後、国民年金の加入手続を行い、54

年９月に厚生年金保険の被保険者資格取得するまで、国民年金保険料を納付し

ていたとしている。 

   そこで、申立人の特殊台帳を見ると、国民年金被保険者資格は、昭和 45 年

３月１日に取得、46 年 12 月 26 日に喪失となっており、以後、再取得した形

跡は見当たらないことのほか、申立人が所持している国民年金手帳を見ても、

同様の資格の取得及び喪失日となっていることから、申立期間に係る国民年金

は未加入期間となっていることが確認できる。また、同時に保険料を納付して

いたとする申立人の妻の特殊台帳をみても、国民年金被保険者資格の取得及び

喪失は申立人と同日となっており、申立期間に係る期間について、同様に未加

入期間となっていることが確認される。 



さらに、申立人は保険料納付について、「妻及び顧問税理士に任せていたた

め、保険料の納付に関する細かい記憶は無い。」としていることから、具体的

な納付状況等が不明である。 

このほか、別の年金手帳記号番号による納付の可能性について確認するため、

氏名検索を行ったほか、申立人の居住地を管轄する社会保険事務所において、

国民年金手帳記号番号払出簿の内容を確認したが、別の国民年金手帳記号番号

の存在をうかがわせる形跡は無く、申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺

事情等も見当たらなかった。 

なお、申立人が所持する資料については、内容を確認したところ、申立期間

当時に記されたものではないものと考えられ、申立人の陳述とは符合しない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2176 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年３月から 58 年７月までの期間及び平成３年 12 月から５

年１月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年３月から 58年７月まで  

           ② 平成３年 12月から５年１月まで 

私は、申立期間①については、学校卒業の後、会社を１年間で退職した昭

和 56 年３月に、父親から教えられ、健康保険は任意継続、厚生年金保険は

国民年金への切替手続を自分で行った。 

    その後、昭和 56 年７月又は同年８月に別会社に再就職したが、当初はそ

の会社が厚生年金保険適用事業所ではなかったため、58 年８月に適用事業

所となるまで、引き続き毎月Ａ市役所の窓口で保険料を支払い続けていた。 

    また、申立期間②については、会社を退職し、独立して会社を興した当初

の期間であり、自分で国民年金への再加入手続を行い、平成５年２月にその

会社が厚生年金保険適用事業所となるまで支払い続けていた。 

毎月の保険料納付は、私が仕事で地元を離れることが多かったことから、

主に父親が行ってくれていた。 

    天災により自宅が被害を被ったため、納付を証明するものは全く無くなっ

てしまったが、きちんと手続をして、支払っていたことは間違いない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市保有の国民年金手帳記号番号払出簿及び被保険者名簿をみると、申立人

の手帳記号番号は昭和 61 年８月５日に払い出され、同年８月１日付けで初め

て第１号被保険者資格を取得していることが確認でき、これは、申立人所持の

年金手帳の記録と一致している。 

この手帳記号番号払出時点において、申立期間①の国民年金保険料は制度上

納付することはできない期間に当たる。 



そこで、申立期間①の保険料納付を可能とする別の手帳記号番号の払出しの

可能性について、申立人が当時居住していたＡ市及びＢ社会保険事務所の手帳

記号番号払出簿の内容をすべて調査したほか、各種氏名検索を行ったが、申立

人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらなかった。 

次に、申立人は、申立期間②の国民年金への再加入手続を自分で行い、国民

年金保険料は主に父親が納付していたと申し立てているところ、申立人所持の

年金手帳及びＡ市の被保険者名簿をみると、申立人は昭和 64 年１月１日付け

で第１号被保険者資格を喪失したままとなっており、適切に資格の取得及び喪

失手続を行ったとする申立内容とは符合しないほか、申立期間②は国民年金の

未加入期間となっているため、保険料を納付することはできなかったものと考

えられる。 

また、申立人は、自身又は父親が保険料を納付したとする具体的な納付金額

等の記憶があいまいである上、納付したことを示す関連資料が無く、納付をう

かがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2177 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 45年３月まで 

私は、昭和 34、35 年ごろから、Ａ市でＢ業務会社を自営しており、会社

に食事を作りにきてもらっていた当時 72歳の女性の勧めで、38年ごろに妻

と一緒に夫婦二人の国民年金の加入手続をした。 

加入手続時、その女性から１年さかのぼって国民年金に入っておいたよう

にしておくと言われたことを覚えている。その女性の名前は忘れてしまった

が、工場の近所に住んでいて、Ｃ委員をしていると言っていた。 

加入当初は、妻が、その女性に保険料（月当たり 100円）を夫婦二人分納

付して領収書のような紙をもらったと思う。ある程度の期間継続してその女

性に保険料を納付していたと思うが、いつも会社に来てもらっていたので、

どのくらいの頻度であったかは覚えていない。 

今も所持している国民年金手帳は、その女性からもらったと思うが、いつ

ごろだったかはよく覚えていない。 

14 年ぐらい前から何回も調べてもらっているが、申立期間について未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人所持の手帳をみると、申立人の年金

手帳記号番号は昭和 44 年９月 17 日に夫婦連番で払い出され、同年 10 月 11

日付けで国民年金手帳が発行されていることが確認でき、この時点において、

41 年 12 月以前の保険料は制度上納付することができず、42 年１月から 44 年

３月までの期間の保険料は過年度納付が可能であったが、申立人及びその妻は、

いずれも過去の保険料をさかのぼってまとめて納付した記憶は無いと陳述し

ている。 



また、申立人及びその妻の保険料収納記録をみると、国民年金に加入した後

の昭和 45 年４月以降の保険料については、夫婦二人共現年度納付しているこ

とが確認できることから、申立人及びその妻の保険料納付は手帳記号番号払出

後の昭和 45年度から始まったと考えるのが自然である。 

さらに、当時納付していたとする申立人の妻は、保険料納付の際、集金人か

ら領収書のような紙をもらったと陳述しているが、昭和 44 年当時、保険料収

納は集金人による印紙検認方式が通例であったところ、何らかの事情により集

金人に納付できない者については、過年度用の国庫金納付書による納付も一部

認められていたものの、申立人及びその妻は日ごろから顔をあわせていた集金

人に会社へ集金に来てもらっていたと申し立てていることから、当該納付書に

より納付したと考えることには矛盾が生ずる。 

加えて、申立期間の保険料を集金人に納付するためには、別の手帳記号番号

の払出しが必要であるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、それをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2178 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37年４月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 45年３月まで 

    私は、昭和 38 年ごろ、Ａ市で夫が自営していたＢ業務会社に食事を作り

にきてもらっていた当時 72 歳の女性の勧めで夫と一緒に夫婦二人の国民年

金の加入手続をした。 

加入手続時、その女性から１年さかのぼって国民年金に入っておいたよ

うにしておくと言われたことを覚えている。その女性の名前は忘れてしまっ

たが、工場の近所に住んでいて、Ｃ委員をしていると言っていた。 

加入当初は、私が、その女性に保険料（月当たり 100 円）を夫婦二人分

納付して領収書のような小さな紙をもらったと思う。ある程度の期間継続し

てその女性に保険料を納付していたと思うが、いつも会社に来てもらってい

たので、どのくらいの頻度であったかは覚えていない。 

今も所持している国民年金手帳は、その女性からもらったと思うが、い

つころだったかはよく覚えていない。 

14 年ぐらい前から何回も調べてもらっているが、申立期間について未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人所持の手帳をみると、申立人の年金

手帳記号番号は昭和 44 年９月 17 日に夫婦連番で払い出され、同年 10 月 11

日付けで国民年金手帳が発行されていることが確認でき、この時点において、

41 年 12 月以前の保険料は制度上納付することができず、42 年１月から 44 年

３月までの期間の保険料は過年度納付が可能であったが、申立人及びその夫は、

いずれも過去の保険料をさかのぼってまとめて納付した記憶は無いと陳述し

ている。 



また、申立人及びその夫の保険料収納記録をみると、国民年金に加入した後

の昭和 45 年４月以降の保険料については、夫婦二人共現年度納付しているこ

とが確認できることから、申立人及びその夫の保険料納付は手帳記号番号払出

後の昭和 45年度から始まったと考えるのが自然である。 

さらに、当時納付していたとする申立人は、保険料納付の際、集金人から領

収書のような紙をもらったと陳述しているが、昭和 44 年当時、保険料収納は

集金人による印紙検認方式が通例であったところ、何らかの事情により集金人

に納付できない者については、過年度用の国庫金納付書による納付も一部認め

られていたものの、申立人及びその夫は日ごろから顔をあわせていた集金人に

会社へ集金に来てもらっていたと申し立てていることから、当該納付書により

納付したと考えることには矛盾が生ずる。 

加えて、申立期間の保険料を集金人に納付するためには、別の手帳記号番号

の払出しが必要であるが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料は無く、それをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 2179 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの期間、41年１月から 46年３月

までの期間、47 年７月から 48 年３月までの期間及び同年 10 月から平成７年

11 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

 ② 昭和 41年１月から 46年３月まで 

③ 昭和 47年７月から 48年３月まで 

④ 昭和 48年 10月から平成７年 11月まで 

    私の国民年金の加入手続は母が行ってくれ、国民年金保険料は結婚するま

では母が納付し、結婚後は妻が納付していた。しかし、申立期間の保険料

が未納とされており納得できない。特に、昭和 48 年 10 月以降の保険料は

納付書で納付しており、請求のあった保険料は必ず納付していたはずであ

るので、平成７年 11月分まで全く納付記録が無いことはあり得ない。 

国民年金保険料の領収書等は平成 12 年ごろに処分してしまったが、申立

期間の保険料は納付していたはずであるので、納付記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続は母親が行ってくれ、昭和 40 年８月に結婚す

る前の申立期間①の保険料については母親が、また、結婚後の申立期間②、③

及び④の保険料については妻が納付したと申し立てているところ、国民年金手

帳記号番号払出簿により申立人の国民年金手帳記号番号は 36 年６月９日に払

い出されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 36年度から 40年度ま

での印紙検認記録欄をみると、申立期間①の全期間及び申立期間②のうち、昭

和 41 年１月から同年３月までの検認印が押されておらず、当該期間の保険料

が過年度納付されている周辺事情等も見当たらなかった。 



また、申立期間④について、申立人の特殊台帳により昭和 49 年度及び 51

年度から 53 年度までの未納保険料について社会保険事務所が納付勧奨や催告

を行っている記録が確認できることから、市役所から納付書が送られてきた場

合に必ず納付していたとは考えられず申立内容と符合しない。 

さらに、申立期間④は 266月の長期間であるが、納付していたにもかかわら

ず金融機関、市役所及び社会保険事務所において連続して保険料収納に係る事

務的過誤が継続していたとは考え難い。 

加えて、申立人は申立期間の保険料納付に直接関与していない上、申立人の

保険料納付を担っていたとする母親は既に死亡しており、申立人の妻も病気で

あるため納付をめぐる事情等について具体的な供述を得ることができなかっ

た。 

 また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査や氏名の別読み検索によって

も、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡、事情等は見当たらず、こ

のほか、申立期間①、②、③及び④の保険料納付をうかがわせる周辺事情等は

見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年９月及び同年 10 月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年９月及び同年 10月 

    私は、平成４年８月にそれまで勤めていた会社を退職した。その時には厚

生年金保険から国民年金への切替手続は行わなかったが、同年 11月から次

の会社に勤務し始めたころ、自宅に来た社会保険事務所の職員から申立期

間の国民年金保険料の納付書を受け取った。その保険料は１か月１万円ぐ

らいだったと思う。翌年１月に職場の近くにある銀行の窓口で保険料を納

付した。 

しかし、申立期間が未加入とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年８月に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後、国民

年金への切替手続を行っていないものの、自宅に来た社会保険事務所の職員か

ら申立期間の国民年金保険料の納付書を受け取り、それにより銀行で保険料を

納付したと申し立てている。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、申立人の国民年金の被保険

者資格の取得日は平成 15年 10月１日であり、申立期間において申立人の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立期間は国

民年金の未加入期間であり、申立人に対して申立期間に係る納付書が発行され

たことをうかがわせる関連資料や周辺事情は見当たらない。 

また、申立期間当時、社会保険事務所が国民年金保険料の納付勧奨を行うの

は保険料の長期未納者等に限られていたが、申立人は国民年金の加入手続を行

っていない上、厚生年金保険の資格を喪失した２か月後に再度資格を取得して

いることから、申立人に対し国民年金保険料の納付勧奨が行われたとは考え難

い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情等

は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2181 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年８月から 54年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住        所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年８月から 54年 12月まで 

平成 19 年、Ａ社会保険事務所で年金記録を調べたところ、特例納付した

期間が未納とされておりがく然とした。 

昭和 55年の年初に国民年金に加入する際、市の職員に 20歳までさかのぼ

って納付する方法を尋ねたところ、特例納付という制度があり今それができ

る時期であると教えてもらった。なぜ、記憶しているかというと、特例納付

の保険料額は月額 4,000円で、当時の保険料額である月額 3,300円よりも高

くなるといわれたからである。 

一括納付した金融機関はＢ銀行Ｃ支店であり、未納期間に当たる 53 か月

に 4,000円を乗じた額を支払った。 

友人に特例納付のことを話したことを覚えているし、その友人も聞いた覚

えがあると言っている。また、妻にも、国民年金を 20 歳にさかのぼって納

付したことを話している。 

昭和 50 年８月から 54 年 12 月までの保険料を特例納付により支払ったの

に未納とされているのは理解できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55年の年初に市の職員から特例納付の実施期間中であるこ

とを教えてもらい 20歳にまでさかのぼって保険料を納付したにもかかわらず、

未納とされていることに納得がいかないとして申し立てている。 

まず、申立人の国民年金への加入時期をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 55 年３月 10 日に払い出されていることが同払出簿から確認

でき、申立てにあるように特例納付が可能な時期である。 

しかし、申立人は、特例納付について市の職員と交わした会話の内容につ



いて、月額 4,000 円ということを教えてもらったということ以外の具体的な

記憶は無いとしている。 

また、申立期間は特例納付により納付する期間のほか、過年度納付により

納付する期間及び現年度納付により納付する期間に区分され、特例納付を含

む過年度納付は社会保険庁発行の納付書により、一方、現年度納付は市の発

行する納付書によることとなり、納付に当たっては少なくとも２種類の納付

書が発行されることとなるが、納付書の交付を受けたのか否かも含め申立人

の納付方法をめぐる記憶はあいまいである。 

さらに、申立人の友人の納付記録をみると、特例納付期間終了後の昭和 56

年 12月の時点で過年度納付が可能な時期までさかのぼって納付していること

が社会保険庁の特殊台帳から確認でき、お互いに 20歳までさかのぼって納付

したとする申立人及びその友人の陳述とは符合しない。 

加えて、別の手帳記号番号による納付の可能性について、氏名の別読み検

索を行ったが、別の手帳記号番号の存在をうかがわせる事情は見当たらなか

った。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事業も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2182 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年１月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年１月から３年３月まで 

    母が国民年金への加入手続を行い保険料を納付してくれていた。   

私の納付記録が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母が国民年金への加入手続を行い、保険料も納付してくれていた

のに、納付記録が未納とされていることに納得がいかないと申し立てている。   

そこで、申立人の国民年金への加入状況をみると、申立人の国民年金手帳記

号番号は、大学在学中の平成３年７月２日に払い出され、それまでは任意加入

であった学生についても強制加入被保険者となった同年４月１日にさかのぼ

って資格を取得していることが社会保険庁の記録から確認できる。 

しかし、任意加入となる期間にさかのぼって国民年金の被保険者にはなり得

ず、申立期間は国民年金の未加入期間となるため、申立期間の国民年金保険料

は制度上納付することはできない。 

また、申立期間の保険料を納付するには別の国民年金手帳記号番号によるこ

ととなるため、別の国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、氏

名の別読検索等を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人の保険料の納付等を行っていたとする申立人の母は、申立人

の国民年金への加入時期及び保険料額についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2183 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの期間及び 38年４月から 39年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 女 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和６年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ② 昭和 38年４月から 39年３月まで 

        私は、制度が発足した当初から自ら進んで国民年金に加入した。 

申立期間①の保険料については集金人に支払ったことを、また、申立期間

②の保険料については昭和 39年にまとめて支払ったことを覚えている。 

申立期間について、夫の分は納付済みとなっている。保険料は夫婦二人分

をまとめて私が支払っており夫婦二人分のどちらかが抜けるということは

考えられない。 

申立期間について、納付記録が無く未納とされていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について夫婦で一緒に夫婦二人分の保険料を納付してき

たとしており、夫の保険料が納付済みとなっているにもかかわらず自身の分が

未納であることに納得できないとして申し立てている。 

そこで、夫婦の国民年金への加入時期をみると、夫婦の国民年金手帳記号番

号は、昭和 37 年 12月 10 日に夫婦連番で払い出されていることが同払出簿か

ら確認できる。この場合、申立期間①の保険料については特例納付を含む過年

度納付によることとなるが、申立人は、過年度の保険料を取り扱っていなかっ

た集金人に納付したとしている上、申立人が過年度納付したことをうかがわせ

る事情も見当たらなかった。また、申立人が所持している年金手帳によれば、

この期間について、印紙検認記録欄に検認の押印は認められない上、申立人が

集金人に現年度納付したことをうかがわせる事情も見当たらなかった。 

さらに、申立期間②について、申立人は昭和 39 年に一括して１年分の保険



料を納付したと陳述しているものの、保険料の納付場所、納付額、納付方法等

納付時の記憶が曖昧
あいまい

である上、年金手帳の印紙検認記録欄に検認の押印が認め

られないなど、申立人が保険料を納付したことをうかがわせる事情も見当たら

なかった。 

加えて、これら申立期間について納付済みとなっている申立人の夫の納付状

況をみると、申立人の夫は、この申立期間を含め、過去の未納分のうちの 39

か月分の保険料を昭和 54 年５月に特例納付していることが社会保険庁の特殊

台帳から確認でき、申立期間①については集金人に、申立期間②については

39年に一年分を一括して納付したとする申立人の陳述とは符合しない。また、

申立人の夫が特例納付する時点において納付済期間が 135か月であり、その後

満 60 歳に到達するまでの期間が 126 か月であることから、年金受給権を確保

するために特例納付をしたものと推測されるところ、申立人については、特例

納付の必要が無かったことから、当該期間は未納となって、夫婦の納付期間が

異なることになったものと思料される。 

その上、別の手帳記号番号が払い出された可能性について、各種の氏名検索

を行ったが、その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2184 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、還

付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 42年３月まで 

昭和 40年 10月から 43年３月までＡ共済の組合員であったが、当時、 

自分が共済組合に加入していることを知らなかったため、41 年４月に市役

所の国民年金担当者に勧められて国民年金に加入し、同年４月から 42 年３

月までの保険料をまとめて納付した。 

その後、Ａ共済の組合員であることを知ってからは、国民年金保険料の納

付を保留していた。共済組合に関しては昭和 43 年４月 30 日付けで退職し、

脱退一時金を受け取った。 

国民年金については、記録は還付になっているそうだが、自分から還付請

求をした覚えは無く、銀行振込でも現金でも受け取った記憶は無く、年金手

帳に還付記録欄があるが、そこにも記入されていない。 

申立期間について、還付記録を訂正し、保険料納付済期間として認め、国

民年金の年金額に反映してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金とＡ共済組合に重複して加入していた期間の国民年金保

険料について、還付を受けた記憶は無いため、還付記録を訂正し国民年金保

険料の納付済期間として認めてほしいと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金保険料の納付記録等をみると、申立期間について

は、国民年金及びＡ共済組合との重複加入が確認できることから、申立期間

の国民年金保険料が還付されていることについて不自然さはみられない。 

また、Ｂ市（当時の）の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳のいずれも、

申立期間の国民年金保険料である 1,500 円については、昭和 43 年１月 30 日

に還付された旨記載されており、記載内容に不合理な点は見当たらない。 



さらに、社会保険庁によると、当時国民年金の被保険者がほかの年金制度

と重複して加入していた場合、申し出が無い限り重複していることは把握で

きないとしている。 

このほか、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を還付されていないこ

とをうかがわせる周辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を還付されていないものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2185 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人の昭和 41年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名  ： 女 

        基礎年金番号  ：   

        生 年 月 日        ：  昭和 18年生 

        住    所  ：   

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間        ：  昭和 41年４月から 44年３月まで 

義母に知人の集金人を紹介されて、夫婦二人で国民年金に加入した。 

私が夫婦二人分の保険料を毎月集金人に納付しており、手帳は集金人が預

かってくれていた。 

加入した昭和 41 年６月のみ、同年４月分までさかのぼって、２か月分を

納付した覚えがある。 

国民年金に加入したのは結婚当初のことであり、夕方に集金人が収納に来

ていたことも覚えており、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の年金手帳は、昭和45年３月26日に発行されていることが確認でき、

この場合、申立期間のうちの 41 年４月から 42 年 12 月までの間の保険料は、

制度上納付することができない上、43年１月から 44年３月までの期間は過年

度納付することとなるが、申立人は、過年度保険料を取り扱っていなかった集

金人に納付していたとしている上、申立人が過年度保険料を納付したことをう

かがわせる事情も見当たらなかった。 

また、一緒に夫婦二人分の保険料を納付してきたとする申立人の夫の納付記

録をみると、昭和 50年 12月に 41年４月から 44年３月までの期間の保険料を

特例納付していることが確認でき、夫婦二人分を一緒に 41 年６月に同年４月

までの２か月分をさかのぼって納付し、その後は毎月集金人に納付していたと

する申立人の陳述とは符合しない。 

さらに、申立人の所持する年金手帳を見ると、昭和 44年度から 46年度まで

の間の印紙検認記録欄には納付があったことを示す検認印が確認できるが、申

立期間の一部に当たる42年度及び43年度の印紙検認記録欄には検認印は見ら



れない。 

加えて、申立人の所持する年金手帳は、昭和 45 年３月 26 日及び 47 年４月

１日に発行された２冊だけであるとしている上、別の手帳記号番号による納付

の可能性について、旧姓を含め氏名の別読み検索等を行ったが、ほかの手帳記

号番号の存在をうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年７月から 59年９月までの保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年７月から 59年９月まで 

年金手帳に「初めて被保険者となった日、昭和 46年７月 13日」となって

おり、国民年金に加入し、父が私の国民年金保険料を支払ってくれていたは

ずなのに、申立期間が未納とされているのはおかしい。同居していた両親の

年金記録があり、また兄の国民年金保険料も父が納付していたのに私の記録

が無いのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 46 年７月以降、同居していた父親が国民年金保険料を継続

して納付してくれていたと申し立てている。 

そこで申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 59 年７月

10 日であることが同手帳記号番号払出簿から確認でき、申立内容と符合しな

い。 

また、払出時期において申立期間のうち、昭和 46年７月から 57年３月まで

の期間の保険料は制度上納付できず、同年４月から 59 年３月までの期間の保

険料は、過年度納付が可能であることが分かる。 

しかし、申立人が所持している昭和 57年４月から 59年３月までの期間（２

年分）の納付書・領収証書をみると、領収印が無く、さらに、申立期間、申立

人と同居していた両親および長兄の国民年金手帳記号番号の払出時期をみる

と、41年９月 30日に連番で払い出されていることが確認できるが、次兄およ

び妹については、国民年金に加入した記録が見当たらない。 

また、申立人は国民年金加入及び保険料の支払いには関与しておらず、納付

に関与していた申立人の父親は既に死亡していることから申立期間当時の納

付状況の把握は困難である。 



さらに、申立人が所持している父親の確定申告書控えのうち、国民年金保険

料の支払いが確認できる昭和 46年と 47年の確定申告書控えをみると、社会保

険料控除（国民年金保険料）の額は二人分であることから、父と母の二人分の

保険料であると考えるのが自然である。 

加えて、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について調査した

が、申立人の記録は見当たらず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらず、氏名を複数の読み方で検索しても、該当者

は無かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2187 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 57 年６月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 57年６月まで 

社会保険事務所に対して、夫婦二人の国民年金付加保検料記録について照

会したところ、昭和 57 年６月以前の付加保険料の納付事実は確認できない

との回答があった。 

国民年金保険料については、私が毎月、Ａ市役所の窓口で夫婦二人分を納

めていたところ、ある日、窓口の職員から付加保険料の制度ができたことを

教えられ、その場で当初の夫婦二人分の付加保険料として計 800円を支払い、

それ以降も毎月、市役所で定額保険料と併せて納めていた。また、保険料の

支払いをＡ金融機関の口座振替とした昭和 50 年４月以降も、定額保険料に

併せて引き落としされているはずである。 

私が 65 歳になった時、市役所で自分の年金額を問い合わせたところ、付

加保険料の納付月数が 321月あるとする書面の提供も受けているのに、付加

保険料納付記録が昭和 57 年７月からしかなく、私の納付月数が 189 月で、

夫が 171月しかないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、付加年金制度が発足した昭和 45 年 10月ごろに、Ａ市役所で夫と

共に付加年金の加入手続を行い、同年10月から50年３月までは毎月市役所で、

同年４月以降は口座振替により、定額保険料と付加保険料とを併せて納付して

いたと申し立てている。 

そこで、特殊台帳及び市に現存する被保険者名簿をみると、申立人夫婦の付

加年金への加入年月日は昭和 57年７月 17日であり、また、所持している国民

年金手帳に記載されている申出年月日も同日であることが確認でき、申立内容

と符合しない。 



また、申立人は、自身の付加保険料の納付月数が 321月あるとする市作成の

書面を記録訂正の有力な根拠としているところ、同書面（受給相談画面のハー

ドコピー）の基データは、市が平成元年度に被保検者名簿を電算化した後の収

納履歴情報記録であると考えられ、同記録をみると、申立人の付加保険料の納

付月数は確かに 321月となっており、ちなみに夫の納付月数も 267月となって

いる。 

しかし、同記録における夫婦それぞれの納付月数の内訳を精査したところ、

付加年金制度の開始は昭和45年10月であるにもかかわらず、申立人の記録は、

36 年４月から 47 年３月まで（132 月）及び 57 年７月から平成 10 年３月まで

（189 月）の計 321 月、夫の記録は、昭和 39 年４月から 47 年３月まで（96

月）及び 57 年７月から平成８年９月まで（171 月）の計 267 月と、制度上あ

り得ない月が含まれており、さらに、加入年月日を示す「付加入」欄は、夫婦

共「Ｓ57．７」となっていることも確認できることから、前半部分の付加保険

料の納付を示す記録は電算化の際の入力誤りであると考えることが自然であ

り、市担当者もその可能性が高いことを認めている。 

また、申立人夫婦は、昭和 50 年４月分から夫名義のＢ金融機関の預金口座

振替により保険料を納付しているが、申立期間のうち、現存する預金出金記録

（昭和 50年４月分から 54年６月分まで）をみたところ、国民年金保険料振替

額は、金額的にみて３か月ごとの夫婦二人分の定額保険料額しか確認できなか

った。 

さらに、ほかに申立期間における付加保険料納付をうかがわせる関連資料が

無く、周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の付加保険料

を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2188 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 57 年６月までの付加保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 57年６月まで 

社会保険事務所に対して、夫婦二人の国民年金付加保検料記録について照

会したところ、昭和 57 年６月以前の付加保険料の納付事実は確認できない

との回答があった。 

国民年金保険料については、妻が毎月、Ａ市役所の窓口で夫婦二人分を納

めていたところ、ある日、窓口の職員から付加保険料の制度ができたことを

教えられ、その場で当初の夫婦二人分の付加保険料として計 800円を支払い、

それ以降も毎月、市役所で定額保険料に上乗せして納めていた。また、保険

料の支払いをＢ金融機関の口座振替とした昭和 50 年４月以降も、定額保険

料に併せて引き落としされているはずである。 

妻が 65 歳になった時、市役所で自分の年金額を問い合わせたところ、付

加保険料の納付月数が 321月あるとする書面の提供も受けているのに、付加

保険料納付記録が昭和 57 年７月からしかなく、妻の納付月数が 189 月で、

私が 171月しかないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻が、付加年金制度が発足した昭和 45 年 10 月ごろに、

Ａ市役所で申立人と共に付加年金の加入手続を行い、同年 10月から 50年３月

までは毎月市役所で、同年４月以降は口座振替により、定額保険料と付加保険

料とを併せて納付していたと申し立てている。 

そこで、特殊台帳及び市に現存する被保険者名簿をみると、申立人夫婦の付

加年金への加入年月日は昭和 57年７月 17日であり、また、所持している国民

年金手帳に記載されている申出年月日も同日であることが確認でき、申立内容

と符合しない。 



また、申立人の妻は、自身の付加保険料の納付月数が 321月あるとする市作

成の書面を記録訂正の有力な根拠としているところ、同書面（受給相談画面の

ハードコピー）の基データは、市が平成元年度に被保検者名簿を電算化した後

の収納履歴情報記録であると考えられ、同記録をみると、妻の付加保険料納付

月数は確かに 321月となっており、ちなみに申立人の納付月数も 267月となっ

ている。 

しかし、同記録における夫婦それぞれの納付月数の内訳を精査したところ、

付加年金制度の開始は昭和 45年 10月であるにもかかわらず、妻の記録は、36

年４月から 47年３月まで（132月）及び 57年７月から平成 10年３月まで（189

月）の計 321 月、夫の記録は、昭和 39 年 4 月から 47 年３月まで（96 月）及

び 57 年７月から平成８年９月まで（171 月）の計 267 月と、制度上あり得な

い月が含まれており、さらに、加入年月日を示す「付加入」欄は、夫婦共「Ｓ

57．７」となっていることも確認できることから、前半部分の付加保険料の納

付を示す記録は電算化の際の入力誤りであると考えることが自然であり、市担

当者もその可能性が高いことを認めている。 

また、申立人夫婦は、昭和 50 年４月分から申立人名義のＢ金融機関の預金

口座振替により保険料を納付しているが、申立期間のうち現存する預金出金記

録（昭和 50年４月分から 54年６月分まで）をみたところ、国民年金保険料振

替額は、金額的にみて３か月ごとの夫婦二人分の定額保険料額しか確認できな

かった。 

さらに、ほかに申立期間における付加保険料納付をうかがわせる関連資料が

無く、周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の付加保険料

を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2189 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年 12 月から 50 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 12月から 50年８月まで 

    私は、夫の実家の店を手伝っていた昭和 50 年８月ごろ、義母が店の計理

士に国民年金が特例納付期間でさかのぼって納付できることを聞き加入を

勧めてくれた。 

    義母にお金を出してもらい自分でＡ市役所に行き、昭和 40年 12月までさ

かのぼって資格を取得して、特例納付の手続もしてもらい市役所でまとめ

て 10万数千円を支払った。 

    保管している昭和 50年度の領収書には、第１期（４月から６月までの分）

に納付不要の印があり、これより前の保険料は一括納付が認められている

と思っていた。未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50 年８月ごろにＡ市で国民年金の加入手続（任意加入）を

行い、同時に 40 年 12 から 50 年８月までの保険料を一括納付したと申し立て

ている。 

   そこで、申立人の国民年金加入時期をみると、昭和 50年９月 23日に任意加

入手続を行っていることが市の被保険者名簿から確認でき、加入時点は第２回

目の特例納付実施期間（昭和 49年１月１日から 50年 12月 31日まで）中であ

ることが分かる。 

また、市の被保険者名簿をみると、昭和 50 年９月以前に国民年金に加入し

た記録が無く、申立人が所持している年金手帳にも初めて国民年金の被保険者

となった日が同年９月 23日と記録されていることが分かる。 

これらの状況から、Ａ市は、昭和 50年９月 23日に申立人の国民年金の任意

加入手続を行ったが、同年９月以前に申立人に強制加入期間があることを認識



していなかったことから、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した 40

年 11 月の同年翌月を国民年金被保険者（強制加入）資格取得日としなかった

と考えることが自然であり、そうであるならば、申立人の国民年金加入手続時

に併せて特例納付の申込みを受け付けたとは考え難い。 

   さらに、申立人に申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料が無く、

納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年５月から 60年 12月までの期間及び 61年２月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年５月から 60年 12月まで 

             ② 昭和 61年２月から同年９月まで 

私の国民年金の加入手続は、昭和 58 年５月ごろに、父が市役所でしてく

れた。同年 12月又は 59年１月に大学を中退した後すぐに、父の経営する事

業所に就職した。私の国民年金保険料は、父が納付書又は小切手により納付

していた。上記期間が未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年５月ごろに、父親が国民年金の加入手続を行い、同年

５月以降 61 年９月までの国民年金加入期間の保険料を父親が継続的に納付し

ていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険の加入時期をみると、昭和 62年４月 25日で

あることがＡ市の国民年金被保険者名簿により確認でき、申立内容と符合しな

い。また、加入時点において、申立期間のうち、58年５月から 60年３月まで

の保険料は制度上納付することができず、同年４月から同年 12月までの期間、

61年２月及び同年３月の保険料は過年度納付が可能であることが分かる。 

また、申立人の父親が所持している取引銀行の当座勘定元帳をみると、申立

期間のうち昭和 58 年９月から 60年 12 月までについては、二人分の保険料が

小切手で支払われていることが確認できるが、同期間の申立人の父親及び母親

の納付記録をみると、二人共納付済みとされていることから、当座勘定元帳の

記録は、申立人の父親及び母親の保険料納付を示すものと考えることが自然で

ある。 

さらに、申立人は、申立期間②直後の昭和 61年 10月から 62年３月まで（６



か月）の保険料を 63年 11月から平成元年４月にかけて毎月過年度納付してい

ることが市の被保険者名簿から確認でき、少なくとも昭和 63年 11月当時、61

年 10月から 62年３月までの保険料は未納であったことが分かる。 

加えて、厚生年金保険加入期間と重複したことにより保険料の還付充当を受

けている昭和 61 年１月分の保険料についても当初未納であったことが分かる。 

そのほか、申立人に別の手帳記号番号が払い出された可能性について調査し

たが、申立人の記録は見当たらず、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2191 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 49年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

   １ 申立人の氏名等 

氏       名 : 女 

基礎年金番号  :   

生 年 月  日  :  昭和 15年生 

住        所  :   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期  間  : 昭和 42年４月から 49年８月まで 

私は昭和 38年に結婚してＡ市に住んでいたが、長女の病気治療をするた

め、41年４月ごろＢ市の私の実家に家族で転居し転入届を同年 10月に行っ

た。祖母、両親、妹と一緒に生活していたころ、同じ地域に住んでいた集金

人からサラリーマンの妻になったのであれば将来のため国民年金に加入し

た方が良いと強く勧められた。この集金人は、地域の活動に積極的な方でＣ

委員でもあり地域住民からも信頼された方だったので、私は断る理由も無く、

また母からも同様に加入を勧められたので国民年金に加入することとした。 

国民年金保険料は、私が加入後自宅に来てくれた集金人に３か月ごとに納

付した。昭和 46年ごろに、集金人が別の人に替わったが、保険料の納付は

以前と同じように納入カードに領収印を押し、年金手帳にも印紙を貼
は

った上

でスタンプを押す方法であった。 

保険料は、当初１月分が 200円で、その後年々上がり 400円、500円ぐら

いになり、昭和 49年になったころは 900円だった。 

確かに集金人に保険料を欠かさず納付したので、申立期間も納付済期間と

して認めてほしい。 

                                                                                           

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、両親等と一緒に暮らしていた昭和 42 年ごろに、同じ地域の集

金人及び申立人の母親から国民年金の加入を勧められて国民年金に任意加

入し、その後集金人に保険料を納付したとしているところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は 49年 10月に払い出され、任意加入被保険者資格を同年９

月６日に取得していることが社会保険庁の記録により確認でき、この年金手

帳記号番号払出時点では、申立期間は未加入期間であり制度上、保険料を納



付することができない。 

また、別の国民年金手帳記号番号の払出しの有無について、国民年金手帳

記号番号払出簿の内容調査及び氏名別読み検索を行ったが、申立人に別の手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当らなかった。 

さらに、申立人が陳述する納付方法により保険料の集金が行われていたこ

とは、近隣住民が保管する保険料納入カード等から確認できるものの、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無い上、申立期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2192 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年３月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年３月から 53年３月まで 

私は、会社を退職して自営を始めてから２年ぐらいが経った昭和 53年 10 

月ごろ、Ａ市にあったＢ社会保険事務所において夫婦二人の国民年金加入手

続をした。その折、窓口の人に「２年間の未納分を支払っていただきます。」

といわれたのを覚えている。 

未納分の国民年金保険料は、夫婦二人分を私が銀行で支払った。支払った

回数までは覚えていないが、何回かに分けて、一回当たり一人３か月分

9,900円の保険料を夫婦二人分一緒に支払った。 

保険料は全部支払ったはずなのに、未納とされていることに納得できない。

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を過年度納付したとしているところ、 

申立期間の保険料を納付していたことが確認できる関連資料（家計簿、確定申

告書控え等）が無い上、申立人は申立期間の納付書をいつ、どこで受け取った

かについての記憶も曖昧
あいまい

であるほか、申立期間直後の昭和 53 年４月から同年

９月までの期間及び平成９年２月の保険料を過年度納付していることなども

覚えておらず、保険料納付の詳細は不明である。 

また、申立人が納付したとする夫婦二人分の保険料額は、申立期間の実際の保

険料額と大きく異なっている。 

さらに、申立人は、昭和 54年４月から 55年３月までの期間の保険料を３か月

ごとに現年度納付していることが社会保険庁の記録から確認でき、この期間の

３か月ごとの保険料額と申立人がさかのぼって３か月ごとに納付したとする

金額とが合致しており、申立人は、申立期間の保険料納付と 54 年度の保険料



納付とを混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立期間は 25 か月と比較的長期間である上、申立期間の保険料が

納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2193 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年３月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年３月から 53年３月まで 

夫が会社を退職して自営を始めてから２年ぐらいが経った昭和 53年 10 

月ごろ、夫がＡ市にあったＢ社会保険事務所において、夫婦二人の国民年金

加入手続をした。その折、夫が窓口の人に「２年間の未納分を支払っていた

だきます。」といわれ、未納期間について夫婦二人の国民年金保険料を夫が

銀行で納付した。 

未納分の保険料については、支払った回数までは覚えていないが、何回かに

分けて、一回当たり一人３か月分 9,900円の保険料を夫婦二人分一緒に夫が

支払った。 

保険料は全部支払ったはずなのに、未納とされていることに納得できない。

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その夫が申立期間を含む申立人の国民年金保険料を納付したとし 

ているところ、申立期間の保険料を納付していたことが確認できる関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）が無い上、申立人は、保険料の納付について直

接関与しておらず、また、その夫は申立期間の納付書をいつ、どこで受け取っ

たかの記憶が曖昧
あいまい

であるほか、昭和 53 年４月から同年９月までの期間及び平

成９年２月の保険料を過年度納付したことも覚えておらず、保険料納付の詳細

は不明である。 

また、申立人の夫が納付したとする夫婦二人分の保険料額は、申立期間の実

際の保険料額と大きく異なっている。 

さらに、申立人の昭和 54年４月から 55年３月までの期間の保険料は３か月

ごとに現年度納付されていることが社会保険庁の記録から確認でき、この期間



の３か月ごとの保険料額と申立人の夫がさかのぼって３か月ごとに納付した

とする金額とが合致しており、申立期間の保険料納付と昭和 54 年度の保険料

納付とを混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立期間は 25 か月と比較的長期間である上、申立期間の保険料が

納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2194 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年６月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年６月 

      私は平成９年６月に会社を退職後、すぐに妻と二人でＡ市役所に赴いて国

民年金と国民健康保険の手続を行った。Ａ市役所の国民年金課窓口では、妻

の国民年金被保険者資格の種別変更と自分の国民年金加入手続をし、その時

に妻の保険料と自分の保険料を一緒に納付した。                                  

平成９年６月の妻の分の保険料は納付されているのに、自分の保険料が納

付とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成９年６月 21 日に会社を退職した後、すぐにＡ市役所におい

て自身の国民年金加入手続を行い、同時に妻の国民年金被保険者の種別変更を

行い、その場で夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとしているところ、申

立人が国民年金に加入した記録は、Ａ市及び社会保険庁の記録においても確認

できなかった。 

また、複数の氏名別読み検索を行ったが、申立人に基礎年金番号以外の年金

番号の払出しは確認できなかった。 

さらに、申立人の妻の平成９年６月分の保険料が 10年１月 13日に納付され

ていることが社会保険庁の記録により確認でき、このことは９年６月に夫婦二

人の保険料を納付したとする申立人の陳述とは符合しない。 

加えて、申立人は市の国民年金課窓口で保険料を納付したとしているところ、

Ａ市では平成９年当時国民年金課窓口で保険料を収納することは無かったと

している。 

このほか、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書控え等）が無く、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2195 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年４月から 57年 10月までの期間及び 58年３月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年４月から 57年 10月まで 

② 昭和 58年３月 

    私は、時期はよく覚えていないが、Ａ市役所で国民年金加入手続を行った。

昭和 59 年３月ごろまでは、アルバイトをして生計を立てていたので、金銭

的な余裕は無く保険料を一括で納付することはできなかったが、毎月Ａ市役

所内の銀行で保険料を納付していた。保険料額は、55 年 4,000 円、56 年及

び 57 年は 5,000 円ぐらいであり、細長い納付書で保険料を納付し、領収証

書として納付書の半分を切り取って渡されたことを記憶している。また、私

の国民年金手帳記号番号の払出しは 58 年５月又は同年６月だと聞いている

が、社会保険事務所の説明によると、２年１か月分まで保険料をさかのぼっ

て納付できるということなので、私の場合は、申立期間のうち、56 年４月

分までさかのぼって納付することが可能であり、さらに、納付期限が切れて

いても市役所が認めた場合は保険料納付が可能であったということも教え

てもらった。 

私は、昭和 55 年４月１日に国民年金被保険者資格を取得しており、保険

料を毎月Ａ市役所内の銀行で支払った記憶があるにもかかわらず、申立期間

①及び②の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年４月１日に国民年金被保険者資格を取得し、国民年金

保険料を毎月Ａ市役所内の銀行において納付していたと申し立てているが、申

立人の国民年金手帳記号番号払出日は、申立人の前後の手帳記号番号を有する

者の国民年金被保険者資格の取得日から、58 年５月又は同年６月であると推

認でき、この手帳記号番号によっては、申立期間①及び②の保険料を毎月市役



所内の銀行で現年度納付することはできない。 

また、申立期間①及び②の国民年金保険料を現年度納付することが可能な別

の国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、管轄社会保険事務所

の手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索を行ったが、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな

かった。 

さらに、申立人は、毎月Ａ市役所内の銀行で保険料を現年度納付していたと

申し立てているが、申立期間①及び②当時、Ａ市の保険料収納方法は３か月単

位であり、申立内容は当時の事情と符合しない。 

加えて、Ａ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿を見ると、申立

人は申立期間直後の昭和58年４月から59年３月までの期間について保険料の

免除申請をした記録しか残っておらず、申立人がＡ市において保険料を納付し

た記録は確認できない。 

このほか、委員会において、申立人から直接意見の陳述を受けたが、申立期

間の保険料納付をめぐる事情を汲み取ろうとしても、保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

なお、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 58 年５月又は同年６月の

時点で、申立期間のうち、56 年４月までさかのぼって保険料を過年度納付す

ることは可能であるが、申立人は、申立期間当時、毎月保険料を納付していた

として、一括又はまとめて保険料を納付したことは無かったと陳述していたほ

か、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



 

大阪国民年金 事案 2196 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年５月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年５月から平成２年３月まで 

    私は昭和 59年４月に会社を退職し、妻と一緒に市役所に出向き、夫婦二

人分の国民年金及び国民健康保険の手続を行った。長女が幼かったので、特

に国民健康保険の手続になるべく早く行く必要があった。市役所では、国民

年金と国民健康保険の手続は同じ窓口で取り扱っており、国民健康保険の手

続だけをしたとは考えられない。 

    国民年金保険料の納付は、妻又は義母が家族の分を納付書により納付して

いた。申立期間の保険料について、妻及び義父母が納付済みとされているに

もかかわらず、私の分だけ未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、申立人の妻又は義母

が家族の分を納付書により納付していたと申し立てているところ、社会保険庁

の記録をみると、申立人の義父は申立期間のうち、昭和 61 年６月までの保険

料を、また、申立人の妻及び義母は申立期間の保険料をすべて納付している。 

さらに、申立期間のうち、記録が確認できる昭和 60年４月から 61年６月ま

での申立人の妻と義父の保険料納付日及び 62 年４月から平成２年３月までの

申立人の妻と義母の保険料納付日は同一であることから、家族一緒に保険料を

納付してきたとする申立内容と符合する。 

しかしながら、申立人は、昭和 59 年４月に会社を退職後、妻と一緒に市役

所で国民年金及び国民健康保険の手続を行ったと申し立てているが、申立人の

妻の加入記録をみると、申立期間の途中となる 61 年４月の国民年金制度改正

時に、加入資格が任意加入から強制加入へ種別変更されており、申立人が手続



を行ったとする申立期間の始期である 59 年５月から強制加入に種別変更され

ていないことから、当時、申立人及びその妻が手続を行ったものとは考え難い。 

また、申立人の保険料納付を担っていたとする申立人の義母は、自身が 60

歳になり、自分たちの保険料を納付する必要が無くなったので、夫婦二人分の

保険料を納付し始めたと陳述しており、その義母が最後の保険料を納付した平

成２年４月の同年翌月から申立人の保険料が納付され始めていることが確認

できる。 

さらに、申立期間は５年 11 か月と長期間であり、行政の事務的過誤がこれ

ほどの長期間にわたり連続したとは考え難い。 

このほか、申立人は、申立期間の保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人から申立期間の保険料を納付した事情を汲み取ろうとしても、新たな事情等

を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2197 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年４月から 61 年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 61年 10月まで 

    申立期間の保険料については、いつごろ社会保険事務所に行ったか覚えて

いないが、国民年金の担当者に「滞納分を支払うのは日本に住んでいる者の

当然の義務である。」と言われたので、一緒にいた母親が 10万円ぐらいの金

額を一括して支払ったことを覚えており、未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料について、いつごろ納付したのか覚えていない

が、申立人の母親が 10 万円ぐらいの金額を一括して納付したと申し立ててい

る。 

しかしながら、社会保険庁の記録をみると、申立人に国民年金手帳記号番号

は払い出されておらず、申立期間は未加入期間とされている。 

そこで、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、氏

名の別読みによる検索や国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

その存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

また、申立人は、申立期間に係る保険料額について、10 万円ぐらいの金額

を支払ったと申し立てているが、申立期間の保険料をすべて納付した場合の保

険料額は 27万 5,180円であり、申立内容と一致しない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続や保険料を一括納付した時期につい

て詳しく覚えておらず、加えて、申立期間後の平成２年７月及び同年８月、３

年８月も未加入期間とされていることなど、申立人から申立期間の保険料を納

付した事情を汲み取ろうとしても、新たな周辺事情等は見いだすことができな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2198 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 11 月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月から 53 年３月まで 

    申立期間当初、Ａ市で同居していた母親が、私の国民年金加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれていた、と当時同居していた姉から聞いてい

るにもかかわらず、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できな

い。申立期間の保険料納付は母親に任せたままであったので、納付方法等は

分からない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当初、Ａ市で同居していた申立人の母親が、申立人の国

民年金加入手続を行い、その後、国民年金保険料を納付してくれていたと申し

立てているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年 10 月又は同年

11 月にＢ市で払い出されており、申立内容と符合しないほか、この手帳記号

番号によっては、申立期間のうち、同年３月以前の国民年金保険料を現年度納

付することはできず、申立期間のうち、47 年 11 月から 50 年９月までの保険

料は過年度納付することもできない。 

そこで、申立期間の保険料を納付することが可能な国民年金手帳記号番号の

払出しの有無について、手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索

を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情等は見当たらなかった。 

また、申立人は、その母親が保険料を納付してくれていたと申し立てている

が、申立人は昭和 49年 11月からＣ市に、51 年 12月からＢ市に、53年２月に

再びＡ市に引っ越しており、住所変更手続が行われていることから、この間Ａ

市に居住していた申立人の母親が、申立人の保険料を納付することは困難であ

る。 



さらに、申立人は申立期間の保険料納付に一切関与しておらず、申立人の保

険料納付を担っていたとするその母親は既に他界している上に、その母親から

申立人の国民年金保険料を納付していたことを聞かされたとする申立人の姉

からも、納付金額や納付方法などの保険料納付に係る具体的な陳述を得られな

かった。このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していた事情を汲み取ろ

うとしても、新たな周辺事情等は見いだすことができなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2199 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 12 月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月から 46年３月まで 

    申立期間については、結婚前は私自身が、結婚後は元妻が夫婦二人分の国

民年金保険料を現年度にて市役所で納付していたはずであるにもかかわら

ず、未納とされていることは納得できない。 

当時市役所に勤めていた親戚のＡ氏に国民年金への加入を促され、納付に

ついても、最初のうちはＡ氏に付き添ってもらい、市役所の窓口で納付した

ことを記憶している。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、結婚前は申立人自身が、結婚後は申立人の元

妻が夫婦二人分の国民年金保険料を現年度にて市役所で納付していたと申し

立てているが、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、結婚後の昭和 44 年１月 17 日に元妻と連番で払い出されており、

この手帳記号番号によっては、申立期間のうち 43 年３月以前の国民年金保険

料を現年度納付することはできない。 

また、申立期間のうち、結婚した昭和 43年 12月以降の期間については、夫

婦二人分の国民年金保険料を納付していたとする申立人の元妻の保険料も未

納とされている。 

そこで、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された可能性について、

国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名の別読み検索を行ったが、そ

の存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料をＢ市役所にて 12 枚分のチ

ケットになった納付書により納付し、その際領収書をもらっていたと陳述して

いるが、Ｂ市の保険料収納方法が納付書方式に変更されたのは昭和 49 年４月



からで、同年３月以前は印紙検認方式であり、陳述内容と符合しない。 

このほか、申立人から申立期間の保険料納付を行った事情等を汲み取ろうと

しても、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2200 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年１月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできず、また、還付されていないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年 12月まで 

    申立期間の国民年金保険料として、昭和 54年３月 30日に１万 5,900円を

納付したが、社会保険事務所からは、納付期限を経過しているとの理由で当

該保険料を還付したとの説明を受けた。 

    社会保険事務所で調べてもらったところ、返還した記録はあるが、どこに

返還したかは解らないとの説明であった。 

保険料を返還してもらった記憶は無いので、申立期間を納付済期間とする

か保険料を返還するかしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料として、昭和 54 年３月 30 日に１万

5,900円を納付したと申し立てているところ、特殊台帳を見ると、申立期間の

保険料は同年３月 30 日にいったん収納されていることが確認でき、申立内容

と符合する。 

しかしながら、申立期間の保険料の納付期限は昭和 54 年１月末であること

から、本来、同年３月 30 日に申立期間の保険料を収納することはできないた

め、社会保険事務所が、いったん誤って収納した保険料を還付する手続をとる

ことは適正な事務処理であり、申立期間を納付済期間とすることはできない。 

次に、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、返還された記憶が無

いと申し立てているが、申立人の特殊台帳をみると、申立期間の国民年金保険

料１万 5,900 円を 54 年３月 30 日に誤って収納し、同年８月 31 日に還付決定

した旨が記録されている。 

申立人の特殊台帳の記載状況に不自然な点はみられないこと、また、申立人



は申立期間の保険料について還付を受けていないと主張するのみで、還付に係

る事務処理が適正になされなかったことや還付記録の内容を疑わせる周辺事

情等も見当たらないことから、申立人は、当該期間に係る還付金を受け取った

ものと考えるのが相当である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできず、また、還付されていないもの

と認めることはできない。



 

大阪国民年金 事案 2201 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年７月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年７月から 49年３月まで 

私は昭和47年６月に結婚した。夫は50年１月又は同年２月に病気になり、

52 年１月に亡くなった。夫が病気になったとき、実家の母が「もしもの事

があった時は国民年金を掛けているので、母子年金がもらえる」と話してい

た。その後同年１月に夫が亡くなった時、子供は３歳で同年２月からその子

が 18歳になるまで、母子年金を受給していた。 

国民年金の加入及び申立期間の納付は実家の母が行っていたので、納付金

額や納付方法は解りませんが、一括納付したとは聞いていないので、多分毎

月納付していたと思う。 

私は、申立期間直前の昭和 39 年６月までＡ社に勤務していた。年金を掛

けてくれていた母は既に亡くなっているので詳細は解らないが、母は私を心

配して国民年金に加入し保険料を納付してくれていたと思う。「母の思い」

を無にしないで下さい。未納とされている申立期間を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が申立人の国民年金加入手続を行い、申立期間の保

険料については、その母親が毎月納付していたと陳述している。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 49 年９

月 24 日に払い出されていることが同払出簿から確認できる。この場合、払出

時点では、申立期間のうち 39年７月から 47 年６月までの保険料は、時効の成

立により、既に納付できない期間となっている。また、申立人は同年９月に婚

姻し住民票をＢ市に移しており、申立期間のうち同年９月から 49 年３月まで

の保険料をＣ市在住の申立人の母親が毎月Ｂ市で納付したとみるのは不自然



である。 

また、申立人は申立期間の保険料納付が母子年金の受給資格要件であると申

立人の母親から聞いていると陳述しているが、（旧）国民年金法第 37条第１項

の規定では、母子年金の受給資格要件は、死亡日の属する月前における直前の

基準月の前月までの被保険者期間が１年以上であり、かつ、その被保険者期間

のうち最近の１年間が保険料納付済期間で満たされていることと定められて

いる。申立人の場合、昭和 50 年 10 月から 51 年９月までの１年間の保険料納

付により母子年金の受給資格要件を確保しており、母親から聞いたとする受給

資格要件は何らかの錯誤であることは否めない。 

さらに、申立人は国民年金加入手続及び申立期間における国民年金保険料の

納付に直接関与しておらず、保険料を納付していたとする母親は既に他界して

おり、この間の事情を聞くことはできなかった。 

加えて、旧姓を含む氏名検索を行うも、別の年金手帳記号番号の存在をうか

がわせる事情も見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2202 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年９月から 49年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 49年 11月まで 

昭和 45 年春ごろに主人が会社を退職して、同年９月にＡ市からＢ市に転

居した。退職後、主人が事業を興して当初は生活が苦しく国民年金の加入が

遅れたが、55 年６月の特例納付の期間に夫婦二人で国民年金に加入し、そ

れ以前の45年９月から55年３月までの夫婦二人分の保険料を主人がＢ市役

所Ｃ支所で納付した。 

金融機関から生命保険を担保に 80 万円のお金を借り入れて、夫婦二人分

の保険料を特例納付で納めた。昭和 45 年９月から平成２年２月まで夫は保

険料がすべて納付済みなのに、私は申立期間が未納とされている。夫婦二人

で同時に同じ期間の保険料を納付したのに私だけ未納とされているのは納

得できない。 

申立期間当時、夫は事業をしていた関係上、金銭関係はすべて夫が行って

いたので私は、金額や納付方法や領収書の事は分かりませんが、現在、夫と

別居中のためその内容について尋ねることは出来ません。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

夫婦は、昭和 45 年９月に厚生年金保険の資格を喪失したが、直後は生活が

苦しく国民年金の加入手続は行わなかった。その後、特例納付の期限が 55 年

６月 30日であることを知り、申立人の夫が加入手続を行い、45年９月の資格

取得月までさかのぼって申立人の夫が夫婦二人分の保険料を一括して支払っ

たはずであると申し立てている。 

そこで、夫婦の加入手続時期をみると、夫婦共にその年齢が 50 歳近くに達

していた特例納付（附則４条）の納付期限間際である昭和 55 年６月になされ

ていることが市の被保険者名簿から確認できる。また、市では当時、受給権に



つながらない未加入者に対して個別に加入勧奨を行い、納付計画を含めた相談

に応じていた形跡が広報紙から確認できる。さらに、夫婦の被保険者名簿には、

申立人の夫が 34年７月から 45年８月までの 134か月間、公的年金加入者であ

った記録が記載されていることから、市では当時、申立人は 51 年９月まで、

その夫は 52 年５月までさかのぼって保険料を納付し、以降､各々60 歳到達時

まで納付を継続すれば、最低限の受給権の確保が可能であると認識していたも

のと推定できる。 

一方、夫婦の納付記録をみると、特例納付の納付期日である昭和 55 年６月

30 日に、受給権確保に必要な期間を超えて、申立人は 49 年 12 月までさかの

ぼった 64 か月分（うち特例納付 37 か月）、その夫は資格取得月までさかのぼ

った 115 か月分（うち特例納付 88 か月）の保険料を特例及び過年度の組合せ

により納付していることが市の被保険者名簿から確認できる。 

   また、夫婦の特例納付期間について、社会保険庁の特殊台帳の記録と市の被

保険者名簿の記録は一致しているほか、同名簿には、それぞれの納付期間に対

応する保険料額（申立人は 14万 8,000円、その夫は 35万 2,000円）が明確に

記載されている。 

これらの点を踏まえると、申立人の夫は、市による加入勧奨及び納付計画を

含めた相談を受け、夫婦の将来受け取る年金額を増やす目的で、受給権確保に

必要な期間を超えて、納付原資に応じたそれぞれの期間について遡及
そきゅう

納付を行

ったと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は国民年金加入手続及び申立期間における保険料納付に直接

関与しておらず、保険料を納付したとする申立人の夫からは、この間の事情を

聞くことはできなかった。 

   加えて、旧姓を含む氏名検索を行うも、別の国民年金手帳記号番号の存在を

うかがわせる事情も見当たらなかった。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2203 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 47年３月まで 

    Ａ店で勤務していた時に、お祝いの席で、年配の同僚から国民年金の加入

を勧められた。手続はその同僚が行ってくれたので、役所に行った記憶は無

い。また、年金手帳の交付を受けたかも覚えていない。保険料は、集金人が

定期的に店に来ていたが、私はお客さんがついていて手が離せなかったので、

手続をしてくれた同僚が私の鞄からお金を取り出して支払ってくれ、領収書

を鞄に入れてくれた。その同僚が店を辞めるまで保険料を納めていたはずな

のに、社会保険庁の記録では未納とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、年配の同僚から国民年金の加入を勧められ、加入手続もその同僚

が行ってくれ、その後、店に来る集金人に現年度納付してきたと申し立ててい

る。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 42 年２

月であることが、同払出簿から確認できる。この場合、38 年当時に加入手続

を行ったとする陳述とは符合しない。また、払出時点では、申立期間のうち

39年 12月以前の保険料については、制度上、既に納付できない期間となって

いる。 

さらに、申立人は、昭和 44年３月に同一市内の別住所地に転居しているが、

申立期間を通じてＢ市内に居住していたことが戸籍の附票から確認できる。一

方、市の被保険者名簿には転居の記録はみられず、同年以降は不在者として認

識されていたことが確認でき、集金により保険料を納付していたとする陳述と

は符合しない。 

また、申立期間当時の保険料納付方法は印紙検認方式であり、同僚が鞄から



お金を取り出して支払ってくれ、領収書を鞄に入れてくれたとする申立人の陳

述とは符合しない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、社

会保険事務所において、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行い、さら

に、旧姓を含め氏名の別読みによる検索も行ったが、別の国民年金手帳記号番

号の存在をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

このほか、申立人は国民年金の加入手続及び納付金額などの記憶が定かでは

なく、申立人の申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等も見当たらな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2204 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年５月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年５月から 44年３月まで 

    時期は覚えていないが役所からはがきが届いたので、当時住み込みで働い

ていた勤め先の親方夫婦に相談すると、出しておいた方がよいと言われ返信

したら、またはがきが届いた。はがきの内容は覚えていない。親方の奥さん

が昭和 41 年秋に市役所で加入手続をしてくれた。その後、保険料は給料か

ら天引きしてもらい、途中から半年ごとにお金を手渡し、奥さんが集金人に

支払ってくれていた。しかし、天引きして支払ってもらった約３年分が未納

とされており納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、市の勧奨を受け、昭和 41 年秋に勤め先の親方の妻に加入手続を

してもらい、申立期間については、同人により集金人に現年度納付してもらっ

ていたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44 年９

月であることが同払出簿から確認できる。この場合、41 年秋に加入手続を行

ったとする陳述とは符合しないほか、払出時点では、申立期間のうち 42 年６

月以前の保険料は、時効により、既に納付できない期間となっている。また、

同年７月以降は、過年度納付は可能であったものの、市では、集金人による過

年度保険料の取扱いを行っていなかったとしており、この点においても、申立

人の陳述とは符合しない。 

さらに、申立人は、申立期間（35 か月間）及び直後の２年余りの期間を含

め約５年間、保険料を納付してくれていたとする親方夫婦のもとに勤めていた

が、申立人の保険料を納付していたとする親方の妻は、申立人の保険料を集金

人に支払っていた期間は２年から３年間までだったと陳述している。 



加えて、別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、社

会保険事務所において、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行い、また、

氏名の別読みによる検索を行ったが、別の国民年金手帳記号番号の存在をうか

がわせる事情は見当たらなかった。 

また、申立人が加入手続に当たり役所から事前にはがきが届いたとしている

点については、市による特別適用対策に係る連絡であったと考えられる。一方、

市では昭和 41 年度の対策時には、昭和 41 年３月末現在で 20 歳以上を対象と

していたと陳述しており、申立人は対象外であった。他方、昭和 44 年度の対

策は、昭和 44年７月から同年 11月までの間に実施したとしており、申立人の

手帳記号番号払出月（同年９月）と符合している。 

このほか、申立人自身は加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、申

立人の保険料を納付していたとする親方の妻の当初の陳述では、申立人の保険

料額は月額が 400円又は 450円で、３か月で 1,200円又は 1,300円ぐらいを支

払っていたとしていたが、申立期間当初の昭和 41年５月から同年 12月までの

保険料額は月額 100 円で、450 円になったのは 45 年７月からと伝えた後は、

申立期間については支払っていなかったかも知れないと陳述するなど記憶が

定かではないほか、申立人の申立期間の保険料納付をうかがわせる周辺事情等

も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2205 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年３月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 46年３月まで 

昭和43年３月から46年３月までの国民年金保険料が未納とされているの

は納得できない。43 年３月に会社を退職し、厚生年金保険を脱退したこと

をきっかけに、早期に妻がＡ市役所で国民健康保険と同時に加入手続を行っ

た（同年 12月には妻は妻自身の加入手続を行っている）。手続時に交付され

たものかどうか不明だが、現在所持しているものとは別の年金手帳を所持し

ていた記憶がある。保険料は妻が私の分も併せて夫婦二人分を一緒に納付し

ていたが、市役所で納付するより、集金人に納付することが多かったように

思う。納付は３か月に１回程度、保険料金額は当初 300円程度であったと記

憶している。古い手帳も納付を証明する書類は何も残っていないが、手帳に

印紙を貼
は

る納付形式を鮮明に覚えており、納付していることは間違いないと

思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険の資格を喪失した昭和 43 年３月に、その妻が申立

人の国民年金加入手続を行い、加入後も妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付

していたと申し立てている。その際、現在所持している年金手帳（昭和 46 年

６月７日発行）より前に交付された手帳によって、集金人に３か月ごと印紙検

認方式により保険料を現年度納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金加入手続時期をみると、両人とも昭和 46 年

６月に加入手続を行い、その際夫婦連番で記号番号の払出しを受けていること

が年金手帳の発行日及び手帳記号番号払出簿の双方から確認できる。このこと

は、自身については 43年３月に、妻については同年 12月に、いずれも厚生年

金保険脱退後早期に妻が加入手続を行ったとする陳述とは符合しない。 



また、上記の加入手続時点では申立期間のうち、昭和 43年３月から 44年３

月までの保険料については、時効の成立により、制度上既に納付することはで

きない。同年４月から 46 年３月までの保険料については過年度納付は可能で

あるものの、市では過年度保険料の収納を行っておらず、このことは保険料を

３か月ごと集金人に、印紙検認方式により現年度納付したとする申立人の陳述

とは符合しない。 

さらに、申立人の陳述するとおり仮に昭和 43 年度に加入手続を行ったとし

た場合、その時交付された手帳の更新時期は 48 年度であり、申立人夫婦は保

険料を継続納付していたにもかかわらず、手帳更新時期でもない昭和 46 年６

月に重ねて加入手続を行ったことになり、不自然さは否めない。 

加えて、申立期間の夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする申立人

の妻の保険料納付記録をみると、申立期間については未納とされていることが

市の被保険者名簿及び社会保険庁の納付記録から確認できる。 

このほか、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、氏名の別

読みを含む氏名検索及び申立期間に係る手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行

うも、別の手帳記号番号の存在は確認されなかったほか、申立期間に係る保険

料を納付したことをうかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 12 月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年 12月から 46年３月まで 

昭和 43 年 12 月から 46 年３月までの国民年金保険料が未納とされている

のは納得できない。43年 12月に会社を退職し、厚生年金保険を脱退後、市

役所からの国民年金への加入勧奨もあって、早期に私自身がＡ市役所で国民

健康保険と同時に加入手続を行った（夫については、同年３月に私が加入手

続を行った）。手続時に交付されたものかどうか不明だが、現在所持してい

るものとは別の年金手帳を所持していた記憶がある。保険料は私が夫の分も

併せて夫婦二人分を一緒に納付していたが、市役所で納付するより、集金人

に納付することが多かったように思う。納付は３か月に１回程度、保険料金

額は当初 300円程度であったと記憶している。古い手帳も納付を証明する書

類は何も残っていないが、手帳に印紙を貼
は

る納付形式を鮮明に覚えており、

納付していることは間違いないと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身については昭和 43年 12月に、その夫については同年３月に

それぞれ厚生年金保険の資格の喪失後に国民年金加入手続を行い、加入後は申

立人が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたと申し立てている。その際、

現在所持している年金手帳（昭和 46 年６月７日発行）より前に交付された手

帳によって、集金人に３か月ごと印紙検認方式で保険料を現年度納付していた

と申し立てている。 

そこで、申立人夫婦の国民年金加入手続時期をみると、両人とも昭和 46 年

６月に加入手続を行い、その際夫婦連番で記号番号の払出しを受けていること

が年金手帳の発行日及び手帳記号番号払出簿の双方から確認できる。このこと

は、夫については 43年３月に、自身については同年 12月に、いずれも厚生年



金保険脱退後早期に加入手続を行ったとする申立人の陳述とは符合しない。 

また、上記の加入手続時点では申立期間のうち、昭和 43 年 12 月から 44 年

３月までの保険料については、時効の成立により、制度上既に納付することは

できない。同年４月から 46 年３月までの保険料については過年度納付は可能

であるものの、市では過年度保険料の収納を行っておらず、このことは保険料

を３か月ごと集金人に、印紙検認方式により現年度納付したとする申立人の陳

述とは符合しない。 

さらに、申立人の陳述するとおり仮に昭和 43 年度に加入手続を行ったとし

た場合、その時交付された手帳の更新時期は 48 年度であり、申立人夫婦は保

険料を継続納付していたにもかかわらず、手帳更新時期でもない昭和 46 年６

月に重ねて加入手続を行ったことになり、不自然さは否めない。 

加えて、申立期間の夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする申立人

の夫の保険料納付記録をみると、申立期間については未納とされていることが

市の被保険者名簿及び社会保険庁の納付記録から確認できる。 

このほか、別の手帳記号番号による納付の可能性を確認するため、旧姓を含

む氏名検索及び申立期間に係る手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行うも、別の

手帳記号番号の存在は確認されなかったほか、申立期間に係る保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から 10 年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10年５月まで 

    私は、国民年金に加入以来、学生の期間は免除又は学生納付特例を申請す

るか、申請ができなかった時は保険料をまとめて納付してきた。 

    申立期間の保険料は、Ａ市役所において現金で一括納付した記憶がある。

一年以上も何の手続もしないで放置することは無く、未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金に加入以来、免除又は学生納付特例を申請し、申立期間

の保険料は、Ａ市役所でまとめて納付したと申し立てているが、社会保険庁の

記録によると、保険料の納付が開始されるのは、平成 12 年度の学生納付特例

の期間を追納した平成 15 年７月以降であり、申立期間当時、その前後の期間

は、申請免除及び学生納付特例による保険料の免除期間であったことが確認で

きることから、申立人が申立期間のみ保険料を納付したとみるのは不自然であ

る。 

   また、申立人は平成８年４月に単身でＡ市に転居しており、その間、申立人

に保険料等を仕送りしていたとする申立人の父親及び申立人は、申立期間の保

険料を一括納付したとする時期及び金額等の記憶が曖昧
あいまい

であるほか、申立人が

９年８月に実家のＢ市に転居した際の年金関係手続についても記憶が定かで

は無いと陳述している。 

   さらに、申立人に申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料が無く、

納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年８月から 46 年 11 月までの期間、50 年９月から 51 年２

月までの期間、58 年 11 月から 61 年１月までの期間、62 年７月、同年９月、

平成３年３月及び同年４月、４年 12 月から５年２月までの期間、７年４月、

９年１月及び同年２月、10 年４月及び同年５月、同年 12 月及び 11 年１月、

同年８月から 12 年２月までの期間並びに 13年２月から 14 年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45年８月から 46年 11月まで 

 ② 昭和 50年９月から 51年２月まで 

 ③ 昭和 58年 11月から 61年１月まで 

 ④ 昭和 62年７月 

 ⑤ 昭和 62年９月 

 ⑥ 平成３年３月及び同年４月 

 ⑦ 平成４年 12月から５年２月まで 

 ⑧ 平成７年４月 

 ⑨ 平成９年１月及び同年２月 

 ⑩ 平成 10年４月及び同年５月 

 ⑪ 平成 10年 12月及び 11年１月 

 ⑫ 平成 11年８月から 12年２月まで 

 ⑬ 平成 13年２月から 14年３月まで 

    申立期間①について、この時期、私は、Ａ市にあるＢ社に勤務していた。

退職後、学校の紹介で間をおかずにＣ社に勤務したが、国民年金の最初の加

入手続は、このときＢ社の指示により私自身で行った。納付書は一度も送っ

てこなかったので、保険料は各社で支払ってくれていたはずである。手帳に

ついては、郵送してきたので、私が自分で保管していた。 

    申立期間②について、Ｄ社を退職後、持病があったので健康保険は重要と

考え、Ｅ社会保険事務所に行き、健康保険の任意継続及び国民年金の手続を

行った。この時に２冊目の年金手帳を受け取った。当時はＦ市Ｇ区に住んで



おり、１か月又は２か月に一度、Ｈ郵便局で保険料を納付して来た。納付金

額は覚えていない。 

    申立期間③について、Ｉ社を退職後、Ｊ市Ｋ区役所で国民健康保険と国民

年金の手続を行った。この時にはお腹に子供がおり、その後、国民健康保険

から出産祝い金をもらったことを覚えている。当時はＪ市Ｋ区に住んでいた

ので、保険料は、簡易郵便局でも支払ったことがある。その後、時期は分か

らないが、Ｌ社会保険事務所の窓口で、保険料を一括で支払った記憶がある

が、納付金額は覚えていない。また、Ｌ社会保険事務所を訪ねた時、３冊目

の手帳を受け取った。この手帳には、職員が、被保険者となった日として昭

和 58年 11月 24日の日付を記載した。さらに、申立期間③のうち 60年４月

から 61 年１月までの期間は、記録では申請免除となっているようだが、私

が「免除」という制度を知ったのは、平成 14 年ごろであって、当時は免除

申請することさえ知らなかった上に、収入も十分あったので、免除申請して

も承認がおりなかったはずである。 

    申立期間④から⑩までについて、この期間は、退職の度にＭ区役所へ行き、

国民健康保険及び国民年金の手続を行って来た。当時は子供がおり、健康保

険証は重要だったので、再就職までの期間が短い場合以外は手続していない

事は無い。納付先はＭ区役所かＮ郵便局であった。Ｍ区役所では 15 時を過

ぎても１階の年金課において、その場で納付書を作ってくれて、現金納付も

出来たので何度も支払いに行った。国民健康保険料の支払いも同じ課だった。

領収書はいつも１年ぐらい保管した後、捨てていた。当時、役所を疑うこと

は無く、今日のようになるのであれば、領収書をいつまでも持っておけば良

かったと思い、口惜しい。 

    申立期間⑪から⑬までについて、この期間も、記録ではすべて申請免除と

なっているようであるが、前述のとおり、私が「免除」という制度を知った

のは平成 14 年ごろなので、それまでに免除申請したことは無い上に、この

ころは、事故による労災保険のお金もおりてきたりしていたので、収入が少

ないということも無く、免除承認もできなかったはずである。また、11 年

10 月に現在の住所に引っ越し、ここにも一度集金人が来た。その時も支払

ったが金額は覚えていない。 

平成 12 年に社会保険事務所へ障害年金の裁定請求をしたが認められない

上に、対応や説明がいい加減で不信感は募る一方であり、以上のように申立

期間①から⑬までが、未納や免除とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務先を退職する都度、国民年金の加入手続を行い、勤務先の会

社が納付したとする申立期間①の保険料及び申立期間③の一部の保険料を社

会保険事務所の窓口で一括払いしたことを除き、保険料を区役所又は郵便局で

現年度納付し、平成 14 年４月前の申請免除の記録がある期間についても、免



除申請を行ったことは無く、保険料を納付してきたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金記録をみると、申立期間①、②及び申立期間④か

ら⑩までの被保険者期間については、平成 19 年 11 月 22 日に追加されたこと

が確認できることから、当該期間は、記録が追加される前まで、公的年金の未

加入期間であったと推定され、当時において、勤務先の会社又は申立人が申立

人の国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

また、申立人の現在所持する年金手帳をみると、国民年金の被保険者となっ

た最初の日付がＩ社を退職した昭和 58 年 11月 24 日となっていることから、

その当時、行政側によって申立期間①及び②が国民年金の被保険者期間として

把握されていなかったことをうかがわせるほか、当該手帳記号番号は、60 年

７月ごろに払い出されていることが手帳記号番号前後の被保険者の状況等か

ら推測でき、この時期からみると、申立期間①及び②の国民年金保険料は、時

効によっても納付することができなかったものと考えられる。したがって、勤

務先の会社又は申立人が申立期間①及び②の保険料を納付するためには、申立

人に係る別の手帳記号番号の払出しが必要であるが、Ｏ社会保険事務所の国民

年金手帳記号番号払出簿の内容を確認し、Ｅ社会保険事務所及びＰ社会保険事

務所の手帳記号番号払出簿の内容をすべて視認したほか、ほかの読み方による

各種氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらなかった。 

さらに、申立人の免除記録をみると、申立期間③のうち昭和 60 年４月から

61年１月までの申請免除期間は、60年７月 31日に免除申請を行ったことが確

認でき、同様に、申立期間⑪である平成 10年 12 月及び 11 年１月の申請免除

期間は、同年１月 29日に、申立期間⑫である同年８月から 12年２月までの申

請免除期間は、11年８月 19日に、申立期間⑬である 13年２月から 14年３月

までの申請免除期間は、13 年３月６日に、それぞれ免除申請を行ったことが

確認できる。これらの申請日の記録は、具体的である上、申請日と免除期間の

整合性も認められるが、申立人からは、14 年ごろに初めて免除という制度を

知ったので、それ以前に免除申請するはずが無く、当時は収入もあったとする

以外に、当該期間の納付に関する具体的な陳述を得ることはできなかった。 

加えて、申立人は、申立期間③の保険料については、一括して納付した記憶

があると申し立てているが、その納付金額や納付時期については覚えていない

と陳述しており、これについても当時の具体的な納付内容等が不明である。 

このほか、申立人に申立期間①から⑬までの保険料を納付していたことを示

す関連資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年８月から 41 年３月までの期間及び 43 年 10 月から 50 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年８月から 41年３月まで 

             ② 昭和 43年 10月から 50 年 12月まで 

  私は、Ａ市で集金人に毎月保険料を納付していた。Ｂ市でも妻が保険料を

集金人と銀行に数回に分けて納付し、集金人から「これで全額追いつきまし

たね。」と言われたことを覚えている。上記期間が未納とされているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ市で集金人に毎月保険料を納付していた

と申し立てているところ、手帳記号番号払出簿をみると、申立人の手帳記号番

号は、昭和 41年 10月に払い出されていることが確認できる。この時点におい

て、申立期間①の保険料は、制度上、納付することができない期間を含む過年

度保険料であり、集金人に納付することができなかったものと考えられる。 

   また、申立人は、Ａ市において、集金人以外に保険料を支払った記憶は無い

と陳述している。 

さらに、申立人が、申立てどおり、申立期間①の保険料を集金人に現年度で

納付するためには、別の手帳記号番号の払出しが必要であるが、手帳記号番号

払出簿の内容をすべて視認し、各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらなかった。 

つぎに、申立期間②について、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 43 年

度の印紙検認記録欄をみると、昭和 43 年 11月 30 日付けのＡ市の検認印で、

同年４月から同年９月までの６か月分の保険料をまとめて納付しているが、申

立期間②の始まる同年 10 月以降には検認印が無く、右側の印紙検認台紙も印



紙を貼付
ちょうふ

したまま切り取られずに残っていることから、以後、Ａ市の集金人が

訪問していないことが推測できる。 

 そこで、特殊台帳をみると、昭和 44 年４月に不在被保険者となっているこ

とが確認できるとともに、Ｂ市の被保険者名簿をみると、Ｂ市において国民年

金の転入届を行った日は、53年５月 11日であることが確認でき、申立期間②

の保険料は、Ａ市及びＢ市の集金人に現年度で納付することができなかったも

のと考えられる。 

   また、申立人は、Ｂ市においては、保険料を集金人及び銀行に数回に分けて

納付したと申し立てているところ、申立人の所持する領収証書をみると、昭和

53 年９月 30 日に、制度上、納付が可能であった申立期間②直後の 51 年１月

から 53 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認でき、特殊台帳

及びＢ市の被保険者名簿の記録とも一致している。 

   一方、申立人の妻についても、特殊台帳及びＢ市の被保険者名簿をみると、

昭和 54 年７月５日に、制度上、納付が可能であった 52 年１月から 53 年３月

までの保険料を過年度納付し、51 年１月から同年 12 月までの保険料を、55

年５月 24 日に特例納付していることが確認でき、この時点において、Ｂ市に

おける申立人夫婦の過年度保険料の納付開始時期及び期間が一致したことか

ら、このことをもって、申立人の妻が、Ｂ市の集金人から「これで全額追いつ

きましたね。」と言われたものと考えても不自然ではない。 

   さらに、申立人に申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連

資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2210 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年９月から 50 年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 50年 12 月まで 

    私は、30 歳のころに、10 年間さかのぼって保険料を納めた記憶がある。

金額は、10 万円以下であったと思う。Ａ市で保険料を集金人と銀行に数回

に分けて納付し、集金人から「これで全額追いつきましたね。」と言われた

ことを覚えている。上記期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、30 歳のころに、10 年間さかのぼって保険料を納め、金額は 10

万円以下であったと思うと申し立てている。 

そこで、特殊台帳及びＡ市の被保険者名簿をみると、昭和 52年１月から 53

年３月までの保険料４万 6,500円を、54年７月５日に過年度納付したところ、

その時点において、51年１月から同年 12月までの保険料１万 5,900円は、制

度上、納付することができない保険料であったため、当該保険料については

54年７月 27日に還付された上で、同期間について改めて 55年５月 24日に特

例納付の保険料として４万 8,000円を納付したことが確認でき、申立人の所持

する領収証書とも一致している。したがって、還付された金額を除き、さかの

ぼって納付した金額だけをみると、９万 4,500円となり、申立人が記憶する金

額 10万円以下と符合する。 

また、仮に、申立期間について特例納付した場合、その保険料額は 35万 2,000

円となり、申立人が記憶する金額と大きく異なる。 

一方、申立人の夫についても、特殊台帳及びＡ市の被保険者名簿をみると、

昭和 53年９月 30日に、制度上、納付が可能であった 51年１月から 53年３月

までの保険料を過年度納付していることが確認でき、申立人が 55 年５月に特

例納付した時点において、Ａ市における申立人夫婦の過年度保険料の開始時期



及び期間が一致したことから、このことをもって、申立人が、Ａ市の集金人か

ら「これで全額追いつきましたね。」と言われたものと考えても不自然ではな

い。 

   さらに、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無

く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2211 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和59年４月から62年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 62年３月まで 

        私の国民年金保険料は、３年間未納とされているが、その期間は、夫婦二

人分を一緒に支払ってくれていた妻は納付している。昭和 59年から３年間

ほどは、私の仕事が非常に少なくなり厳しかったが、62年ぐらいから安定

した。支払いが遅れたときは、その未納分も当月分と一緒に妻が支払ってく

れており、遅れた未納分はできるだけ早く納めるように心掛けていたと思う。

未納になっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、申立人の妻も納付していると申し立てている

ところ、妻の納付記録をみると、申立期間のうち、昭和 59年４月から 60年３

月まで未納となっており、同年４月から 62 年３月まで納付済みであることか

ら、必ずしも一致しているとは言えない。 

そこで、申立人の所持する夫婦二人分の領収証書をみると、昭和 57年途中

から申立期間の始まるころまで、夫婦二人分の納付日が前後し、納付時期も不

規則となってきており、納付が再開されたとみられる 62年６月に、その時点

において、納付が可能であった 60年４月及び同年５月の保険料を妻のみ過年

度納付すると同時に、昭和 62年度の夫婦二人分の保険料を現年度納付してお

り、それ以降についても、順次、納付日時点で納付が可能であった妻のみの過

年度保険料及び夫婦二人分の現年度保険料を同時に納付していることがみて

とれる。したがって、昭和 59年から３年間は経済的に厳しかったが、62年ぐ

らいから安定して来たとする申立内容とも符合し、申立期間の納付が困難であ

った状況がうかがえる。 

さらに、申立人に申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無

く、また、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年６月までの期間及び 59年１月から 60年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 41年６月まで 

             ② 昭和 59年１月から 60年３月まで 

        私は、昭和 36年４月に国民年金制度の広報を見て、友人と一緒に市役所

に行き、国民年金の加入手続をして年金手帳をもらったが、その手帳は破棄

したため現在は所持していない。当初、保険料は月 100円だったと思うが、

最初のころは同市役所で、後に同市役所か集金人に毎月支払ったと思う。59

年から３年間ほどは、夫の仕事が非常に少なくなり厳しかったが、62年ぐ

らいから安定した。支払いが遅れたときは、その未納分も当月分と一緒に支

払ったと思うが、申立期間①及び②の保険料はまとめ払いをしたことは無い。

未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、昭和 36年４月に国民年金制度が発足した

という広報を見て、申立人の友人と一緒に市役所で国民年金の加入手続を行っ

たと申し立てている。 

そこで、それぞれの手帳記号番号払出時期をみると、申立人の友人は、昭和

36年８月 21日に払い出されているが、申立人は、その約５年後の 41年７月

６日に払い出されていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、加入手続

の時期が異なっていることが分かる。 

また、申立人の所持する昭和 41年７月６日発行の国民年金手帳をみると、

発行日と同じ日に任意加入被保険者の資格を取得したことが記載されている

とともに、昭和 41年度の印紙検認記録欄において、昭和 41年４月から同年６

月まで「不要」のゴム印が確認でき、特殊台帳及び社会保険庁の資格記録とも



一致していることから、申立期間①は、国民年金の未加入期間であり、保険料

を納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が、申立てどおり、申立期間①の保険料を納付するためには、

別の手帳記号番号の払出しが必要であるが、手帳記号番号払出簿の内容をすべ

て視認し、各種の氏名検索を行ったが、別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらなかった。 

つぎに、申立期間②について、申立人の所持する夫婦二人分の領収証書をみ

ると、昭和 57年途中から申立期間②の始まるころまで、夫婦二人分の納付日

が前後し、納付時期も不規則となって来ており、納付が再開されたとみられる

62年６月に、その時点において、制度上、納付が可能であった申立期間②直

後の 60年４月及び同年５月の保険料を申立人のみ過年度納付すると同時に、

昭和 62年度の夫婦二人分の保険料を現年度納付しており、それ以降について

も、順次、納付日時点で納付が可能であった申立人のみの過年度保険料及び夫

婦二人分の現年度保険料を同時に納付していることがみてとれる。したがって、

申立人の昭和 59年から３年間は経済的に厳しかったが、62年ぐらいから安定

してきたとする申立内容とも符合し、申立期間②の保険料の納付が困難であっ

た状況がうかがえる。 

また、同時期における申立人の夫の納付記録をみると、昭和 59年４月から

62年３月までの保険料は、未納となっている。 

さらに、申立人に申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連

資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの期間及び同年７月から 41年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ② 昭和 37年７月から 41年 12月まで 

    私は、昭和 40 年ごろに、当時、住み込みで働いていた店に送られてきた

納付書で、Ａ市役所の窓口において、３回ぐらいに分けて 36 年４月までさ

かのぼって保険料を支払った。その後、私が長男を出産した直後の 41 年３

月までは、私の保険料だけを集金人に支払っていたが、夫と籍を入れた後、

夫の兄嫁から夫の年金手帳を受け取り、同年４月以降は夫婦二人分を一緒に

３か月ごとに訪れる集金人に保険料を支払っていた。 

    上記期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40年ごろに、送付されてきた納付書で、36年４月までの保

険料を市役所の窓口で３回ぐらいに分けて支払ったと申し立てている。 

そこで、申立人の手帳記号番号払出時期をみると、昭和 40 年７月に払い出

されていることが手帳記号番号払出簿により確認できる。この時点において、

申立期間①及び②のうち 37年 12月以前の保険料は、制度上、納付することが

できなかったものと推定でき、申立期間②のうち 38年１月から 40年３月まで

の保険料は、基本的に市役所の窓口において直接支払うことのできない過年度

保険料であったものと考えられるが、申立人は、窓口で支払ったとする金額や

納付書の形態等の記憶が定かでは無いと陳述しており、当時の具体的な納付内

容等は不明である。 

   また、申立人の所持する年金手帳の印紙検認記録欄をみると、昭和 40 年４

月１日発行の１冊目の手帳では、昭和 36年度から 41年度までの期間すべてに



検認印が無く、昭和 42 年４月１日発行の２冊目の手帳の昭和 42 年度以降に、

Ｂ市の検認印が３か月ごとの日付で確認できることから、申立人は、昭和 42

年４月分の保険料から、集金人に対する現年度保険料の支払いを開始したこと

が分かる。したがって、申立人が、申立てどおり、40 年ごろに同年３月以前

の過去の保険料をさかのぼって納付したものとすれば、それに引き続く同年４

月から 42 年３月までの保険料を集金人に現年度納付しないのは不自然である。 

   さらに、申立人の納付記録をみると、昭和 42 年１月から同年３月までの期

間は、年金手帳に集金人の検認印が無いにもかかわらず、納付済期間となって

いることから、当該期間の保険料は、別途、納付書により過年度納付したもの

と考えられ、この納付は、申立人が納付書で過去の保険料を支払ったとする記

憶のひとつである可能性も否定できない。 

一方、申立人は昭和 40 年１月から同年 12 月までの家計簿を所持しており、

これをみると、同年５月 24 日に「保険料金」として 1,050 円を支出した記載

が認められるが、当時の国民年金保険料の月額は 100円であったことから、そ

れが３か月分の保険料又は１年分の保険料であったとしても金額が一致しな

いほか、この記載以外に保険料を支出した記載は見当たらなかった。 

   加えて、申立人に申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連

資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

   なお、申立人は、現在所持する年金手帳以外に、手帳記号番号の異なる別の

年金手帳があったと記憶しているところ、当該手帳記号番号（既に統合済み）

により昭和 37 年４月から同年６月までの納付記録が確認できる。これについ

て、申立人は、36 年ごろ、申立人がＣ市の店に勤務していたときに、店主が

加入手続してくれたものではないかとし、当時、申立人はその手帳の存在を知

らされていなかったので、自身で納付した記憶は無いと陳述している。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 2214 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 41年３月までの期間、同年 10月から 51年４月

までの期間、53年 10月から 59年３月までの期間及び 61年 12月から 62年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。また、61年 11月から平成２年２月までの期間の国民年金保険料に

ついては、重複納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

       申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 41年３月まで 

                         ② 昭和 41年 10月から 51年４月まで 

             ③ 昭和 53年 10月から 59年３月まで 

             ④ 昭和 61年 12月から 62年３月まで 

             ⑤ 昭和 61年 11月から平成２年２月まで（重複納付） 

私は、若いときから、将来は年金暮らしをしなくてもやっていけると思っ

ていたので、年金には全く関心も無かったし知識も無かった。しかし、母か

ら国に納めるものは税金も含め、きっちりと納めないといけないと言われて

育てられたので、年金は 20歳から 60歳まで 40年間納めてきたはずである。 

    60 歳になり、保険料は掛けなくても良いのだと安心していたら、社会保

険事務所の担当者から 25 年の年金受給期間に１年余り不足しているので、

厚生年金保険を引き続き掛けて下さいと言われ、40 年間ずっと掛けていた

と思っていたので、びっくりしたし、ショックだった。 

私は、上記期間①、②、③及び④について、申請免除又は未納とされてい

るのは納得がいかない。また、上記期間⑤については、預金通帳で同じ日に

保険料が２回分ずつ口座振替されており、二重払いとされているのは納得で

きない。 

 

第３  委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、当初、申立人の姉が、申立人の国民年金

の加入手続を行い、保険料を納付してくれていたとし、その姉が昭和 40年２



月に転居した際に、姉から国民年金手帳を受け取ったと陳述している。 

そこで、申立人の手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 38年６月に払い

出されていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、また、申立人の所

持する領収証書及び年金手帳をみると、36年４月から 38年３月までの保険料

を過年度納付し、同年４月から申立人の姉から年金手帳を受け取ったとする

時期の 40年３月までの各年度の検認記録欄には検認印が確認できるが、その

直後である申立期間①の昭和 40年度の検認記録欄には、手書きで丸「申」の

記載がみられる。これが申請免除の意味であることについて、申立人は、平

成 19年に年金記録確認の申立てを行った際、社会保険事務所の担当者から聞

いて初めて知ったとし、姉から年金手帳を引き継いだ当時は、経済的にも困

っていなかったとする以外に、申立期間①について、申立人から納付に関す

る具体的な陳述を得ることはできなかった。 

申立期間②について、申立人は、友人であった市役所の職員に直接現金で

保険料を支払っていたと陳述しているところ、Ａ市の国民年金保険料の納付

方法は、昭和 50年３月まで手帳に印紙を貼付
ちょうふ

する印紙検認方式であったこと

から、当時の納付実態と符合しないほか、同年４月に納付書方式に移行後も、

友人の職員に直接現金で保険料を納付するのは、取扱い上、不自然である。 

申立期間③について、申立人は、Ｂ市に転居後は、前妻に保険料の支払い

を任せていたところ、昭和 58年ごろ、督促状が送付されてきたので、申立人

がＢ市役所に行き、未納分の保険料を一括納付したと陳述している。しかし、

当時は、特例納付が実施されていないため、55年 12月以前の保険料は、制度

上、納付することができなかったものと考えられ、その納付金額や納付期間

及び手続等の状況についても申立人の記憶があいまいであることから、当時

の具体的な納付内容等は不明である。 

さらに、申立人に申立期間①、②及び③の保険料を納付していたことを示

す関連資料が無く、納付をうかがわせる周辺事情も見当たらなかった。 

つぎに、申立期間④について、申立人は、申立人が所持する預金通帳で昭

和 61年 11月 20日に「コクミン年金１万 4,200円」として２回分の口座振替

が行われていることをみて、その金額が当時の保険料月額 7,100 円の４か月

分であることから、これが申立期間④の同年 12 月から 62 年３月までの４か

月分の保険料であると主張している。 

そこで、Ｂ市の国民年金保険料収滞納一覧表をみると、申立人及びその前

妻の昭和 61年 10月及び同年 11月の２か月分の保険料収納報告日が、上記口

座振替日の２日後である同年 11 月 22 日と記載されていることが確認できる

ことから、申立人の主張する当該２回の口座振替は、申立期間④の保険料で

は無く、既に社会保険庁の納付記録にある申立人及びその前妻との夫婦二人

分の同年 10月及び同年 11月分の保険料であったことが分かる。 

また、申立人の所持する預金通帳をみると、申立期間④である昭和 61年 12



月及び 62年１月の保険料並びに同年２月及び同年３月の保険料に係る各口座

振替予定時期である同年１月末及び同年３月末においては、それぞれ預金残

高不足により保険料の口座振替が行われていないことが確認できる。 

申立期間⑤についても同様に、申立人の所持する預金通帳において国民年

金保険料が同じ日に２回分の口座振替が行われている期間について、重複納

付になっていると申し立てているところ、同市の収滞納一覧表をみると、前

妻については一部の期間が未納となっているが、それ以外の期間は、申立人

及びその前妻共に同じ収納報告日が記載されていることが確認でき、これら

の記録は、当該預金通帳に記載された振替日及び振替回数と一致している。

したがって、当該期間内において同日に２回分の口座振替が行われた期間に

ついても、申立人及びその前妻との夫婦二人分の保険料であったものと考え

られる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が、申立期間①、②、

③及び④の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。ま

た、申立期間⑤の国民年金保険料を重複納付していたものと認めることはで

きない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



大阪国民年金 事案 2215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年４月から 48年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年 12 月まで 

    自身の健康問題から、将来のために国民年金は絶対に必要だと意識してお

り、国民年金保険料の納付は義務であり、貯蓄のようなものだと考えて、欠

かさずに保険料を納付してきたはずである。 

    昭和 47年４月から 48年 12月までの保険料が未納とされているが、毎月

又は２、３か月に一度、私自身がＡ市Ｂ区役所に国民年金手帳を持参して現

金で保険料を納付し、手帳にスタンプを押してもらっていたと思う。 

    保険料額に関する記憶は無いが、申立期間中も民間生命保険会社の個人年

金保険料を欠かさずに納付していたことからも、21 か月も保険料を納付し

ていないはずはなく、申立期間の保険料が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、毎月又は２、３か月に一度、申立人自身がＡ市Ｂ区役所に国民年

金手帳を持参して現金で国民年金保険料を納付し、手帳にスタンプを押しても

らっていたと思うと申し立てている。 

しかし、申立期間の一部は、保険料の収納方法が印紙検認方式から納付書方

式に変更されている上、申立期間直後の昭和 49 年１月から同年３月までの期

間及び昭和50年度の12か月分の保険料は区役所では扱っていない過年度納付

であることが申立人の特殊台帳により確認できることから、申立人の主張とは

符合しない。 

また、申立人は、昭和 47 年６月ごろにＣ区からＢ区に転居しているが、国

民年金に係る住所異動手続を行ったかどうか明確な記憶は無いとしていると

ころ、申立人の不在決定が行われたことが特殊台帳に記録されていることが確



認できる上、49年４月から 50年３月までの保険料は、前年の所得が非課税で

ある者などに認められる申請免除となっていることから、申立期間当時の申立

人の経済状況に変化が有ったことがうかがわれる。 

さらに、申立人は、申立期間中も民間生命保険会社の個人年金保険料を欠か

さずに納付していたことからも、21 か月も保険料を納付していないはずはな

いと申し立てているところ、申立人が提出した個人年金保険の契約内容に関す

る資料をみると、申立人の個人年金保険の契約日は申立期間後の昭和 52年 10

月４日及び 56年１月 22日であり、申立期間中に申立人が民間生命保険会社の

個人年金保険料を納付していた事実は確認できない。また、申立期間直後の

49 年１月から同年３月までの期間及び 50 年４月から 51 年３月までの期間の

保険料は過年度納付、49年４月から 50年３月までの保険料は申請免除である

ことから、申立人は、保険料を未納及び免除申請する一方において個人年金保

険料は納付していることとなり、個人年金保険料の納付の事実をもって申立期

間の保険料が納付されていたとは推定できない。 

加えて、申立期間は 21 か月と長期間であり、これだけの長期間にわたり、

納付記録の欠落が続いたとは考え難い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も、申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる関連資料や周辺事情も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 3179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年７月 21日から 38年３月 31日まで 

             ② 昭和 38年７月 20日から同年 10月１日まで 

             ③ 昭和 38年 10月１日から 42年２月 21日まで 

    昭和 34年７月 21日から 42年２月 21日までの厚生年金保険加入期間につ

いて、社会保険事務所へ照会申出書を提出したところ、脱退手当金支給済み

との回答書及び厚生年金保険脱退手当金支給報告書が届いた。 

Ａ社を結婚のため退職した際には、脱退届は提出していない。 

また、その後、別の会社に勤める際、厚生年金保険証書の再交付を受けて

いるが、脱退手当金を受給しておれば、再交付はされなかったはずであるし、

脱退手当金が支給されていることも知らされなかった。 

さらに、脱退手当金が支給されたのは昭和 42 年９月とされているが、当

時、私は入院や叔母の家で世話になり、出産まで安静にしていなければなら

ず、脱退手当金を請求できる状態ではなかった。 

脱退手当金を受給したこととされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年２月にＡ社を退職したが、脱退手当金を請求した記憶

も無く、受給していないとしている。 

    社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資

格の喪失日から約６か月後の昭和 42 年９月１日に支給決定されていることが

確認できる。 

そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同一時期（お

おむね２年以内）に受給要件を満たし資格を喪失した者について、脱退手当金

の支給状況を確認したところ、申立人を含め 12 人が受給しており、うち９人

が資格の喪失後約６か月以内に支給決定されていることから、事業主による代

理請求がなされた可能性は否定できない。 

また、「厚生年金保険脱退手当金支給報告書」の支給額及び月数がオンライ

ン記録と一致しており、支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかがえない。  



さらに、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の

表示が記されているほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3180 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年２月 21日から同年５月１日まで 

    昭和 46 年 12 月にＡ社に入社し、関連子会社であるＢ社及びＣ社を経て、

49 年２月にＡ社に戻った。３社はＡ社がＤ業務を行い、Ｂ社及びＣ社がＥ

業務を行う関係であった。 

社会保険庁の記録によれば、Ｃ社に在職していた昭和 48年２月 21日から

49 年２月 21 日までの期間のうち、48 年２月 21 日から同年５月１日までの

間が厚生年金保険未加入とされている。Ｃ社には、親会社のＡ社の指示で、

設立準備のために移り、法人設立後は代表取締役であった。 

申立期間は、Ｃ社が厚生年金保険適用事業所となる前の期間であるが、当

時、人事・経理はすべてＡ社が行っており、実際にはＡ社に在籍していた。 

申立期間も一日も空白無く勤務し、厚生年金保険料も控除されていたと思

うので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社の指示により、Ｂ社からＣ社設立のため異動し、申立期間に

おいてＣ社（法人設立前の期間を含む）に在職していたことは、申立人と同時

期にＢ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失し、Ｃ社の厚生年金保険新

規適用時に同社で被保険者資格を取得していることが確認できる同僚の、「親

会社であるＡ社の指示により、申立人を含め５人から６人が、Ｃ社の立上げ要

員としてＢ社からまとまって異動した。申立人は、新規設立会社の代表の立場

であった。Ｂ社から継続して勤務していたことは間違いない。」との陳述から

認められる。 

   一方、申立人は、申立期間中もＡ社に在職していたと申し立てているところ、

同社の厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人は、昭和 47 年４月１日に

同社で被保険者資格を喪失し、その際健康保険証を返還していることが確認で

きるほか、その後、49年２月 21日に同社の被保険者資格を再取得するまでの



 

間に同社の被保険者となった形跡は見当たらない。 

   また、法人登記簿によれば、Ｃ社の設立は、申立人がＢ社から異動して 24

日後の昭和 48年３月 17日となっているが、申立人と同時期にＣ社の設立準備

要員としてＢ社から異動した同僚から、「異動を命じられて新しい事務所に移

り、すぐに営業活動を始めた。事務所には会社の看板もかかっていた。申立期

間の所属はＣ社以外の会社は考えられない。」との陳述を得た。上記陳述に加

え、当該同僚は、「Ｂ社から異動した基幹となる社員以外の社員は新聞広告で

募集した。」と陳述しているところ、新聞広告により応募したとする元社員か

ら、Ｃ社が厚生年金保険新規適用となる２か月から３か月前ぐらいから勤務し

ていたとの陳述が得られたことから、同社は、実際には申立人及び同僚がＢ社

から異動した直後から事業所として営業の実態があったものと推測される。 

   さらに、Ｃ社の元社員は、給与締切日は毎月 20 日、支払日は月末であった

と陳述しているところ、法人設立は昭和 48 年＊月＊日であること、及び新聞

広告により応募し、法人設立前から勤務していたと陳述している者から、「給

与はＣ社から支払われていた。」との陳述を得たことから、申立人等が同社に

異動後最初に支払われた給与は、親会社であるＡ社ではなく、Ｃ社から支払わ

れたものと考えるのが相当である。 

   以上の事情から、申立人の、「申立期間においてＡ社に所属し、給与も同社

から支給されていた。」とする主張は認め難い。 

加えて、Ｃ社は、厚生年金保険新規適用前から適用事業場としての要件は満

たしていたものと推測されるが、Ａ社やＢ社とは別法人の新規設立会社であり、

社会保険適用上も別事業所であることから、同社が厚生年金保険適用事業所と

なる前から保険料を控除していたとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月 30日から同年２月 20日まで 

② 昭和 40年９月 21日から同年 12月１日まで               

③ 昭和 42年 12月 25日から 43年１月 19 日まで                            

④ 昭和 44年３月 26日から同年６月 26日まで 

申立期間当時は景気がよく、Ａ業務所でＢ業務の仕事をしていた。勤務先

のＡ業務所は何度か替わったが、転職の際は転職先が決まってから退職す

るようにしていたので、転職に伴う年金記録の空白は生じないはずである。

社会保険庁の記録によれば、Ｃ社からＤ社に転職する際（申立期間①）、

Ｄ社からＥ社に転職する際（申立期間②）、Ｅ社からＦ社に転職する際（申

立期間③）に厚生年金保険加入記録に空白がみられる。未加入とされてい

る期間は、この期間前後のＡ業務所のいずれかに在職していたはずである。

特に、Ｅ社及びＦ社については引き抜きで転職しているので、空白期間が

生ずることは考えられない。申立期間について、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

社会保険庁の記録によれば、Ｆ社における厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は昭和 44 年３月 26 日となっているが、記憶によれば、同社には同年

６月 26日まで勤務していた。申立期間について、厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい（申立期間④）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立期間中にＣ社又はＤ社に在職していたことが確

認でき、連絡のとれた複数の同僚は、「申立人のことは覚えているが、申立

期間において在職していたかについては分からない。」又は「申立人のこと

を覚えていない。」と陳述している。また、Ｄ社の事業主は、「申立人が在

職していたことは覚えているが、従業員に関する記録が残っていないので、

入社時期については分からない。」と陳述しており、申立人が、申立期間に



 

おいてＣ社又はＤ社に在職していたことを確認するには至らなかった。 

   さらに、申立人は、転職先が決まってから転職したので、厚生年金保険の空

白は生じないはずと陳述しているところ、申立期間②及び③の調査結果から、

転職に際し、必ずしも空白無く勤務していたとは考えられない状況がうかがわ

れる。 

   加えて、申立人は、「勤務していたすべての事業所は、金曜日又は土曜日に

退職し、入社は月曜日であった。」と陳述しているところ、昭和 38年１月 30

日及び同年２月 20日は水曜日となっている。 

   このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間②については、社会保険庁の記録によれば、申立人は、昭和 40 年

９月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したことになっているが、Ｄ社

の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の標準報酬月額変遷をみると、同年 10

月の定時決定記録がいったん記載された後にバツ印で抹消されていることが

確認できる。これに対し、同年 10月 25日に被保険者資格を喪失している同僚

については、同年 10 月の定時決定記録は抹消されずに残されていることが認

められる。以上の事情から、申立人は、Ｄ社に同年８月１日時点で在職してい

たことから、標準報酬月額の定時決定の対象としていったん同年 10 月時点の

決定額が記載されたが、同年９月に同工務所を退職したため、取り消されたと

考えるのが相当である。 

一方、Ｅ社の複数の同僚及び同社で事務を手伝っていた事業主の配偶者は、

「申立人が在職していたことは覚えているが、申立期間に在職していたかにつ

いては分からない。」と陳述しており、申立人が、申立期間においてＥ社に在

職していたことを確認するには至らなかった。 

さらに、申立人は、「勤務していたすべての事業所は、金曜日又は土曜日に

退職し、入社は月曜日であった。」と陳述しているところ、昭和 40年９月 21

日は火曜日、同年 12月１日は水曜日となっている。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間③については、Ｅ社において申立期間当時在職していたことが確認

できる同僚から、「申立人は、昭和 42年 12 月の忘年会を最後に退職したこと

をよく覚えている。」との陳述が得られたことから、申立人は、社会保険庁の

記録どおり、同年 12月 25日にＥ社の厚生年金保険被保険者資格を喪失したと

考えるのが相当である。 

一方、Ｆ社の顧問であった者は、「申立人が、Ｆ社で働いていたことは覚え

ているが、入社時期については分からない。引抜きのことは心当たりが無い。」

と陳述している。また、同建築事務所の同僚も、「申立人のことは覚えている

が、申立期間において在職していたかについては分からない。」と陳述してお

り、申立人が、申立期間においてＦ社に在職していたことを確認するには至ら

なかった。 



 

さらに、申立人は、「勤務していたすべての事業所は、金曜日又は土曜日に

退職し、入社は月曜日であった。」と陳述しているところ、昭和 42 年 12 月

25日は月曜日、43年１月 19日は金曜日となっている。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間④については、申立期間当時在職していたＦ社の顧問から、「社長

が亡くなってから（昭和 43 年 10 月 11 日死亡）半年ぐらいは仕事があり、申

立人も勤務していたと思う。申立期間に在職していたことは記憶が無い。」と

の陳述が得られた。また、社会保険庁の記録から、Ｆ社は、社長の死亡から約

５か月半後経過後の昭和44年３月26日（申立人の被保険者資格喪失日と同一）

に全喪していることが確認できることから、申立人は、社会保険庁の記録どお

り同年３月 26 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したものと考えるのが相

当である。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①から④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3182 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年ごろから 25年ごろまで 

             ② 昭和 27年ごろから 30年ごろまで 

    昭和 20年から 25年ごろにかけて、Ａ市にあったＢ社に勤めていた。同社

には、その前に勤めていた同じＡ市内のＣ社から引き抜かれる形で移ったが、

社会保険庁の記録によれば、Ｂ社における厚生年金保険加入記録が無い。申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間①）。 

昭和 27年から 30年ごろ、Ｃ市にあったＤ社に勤め、Ｅ業務に従事してい

た。社会保険庁の記録によれば、Ｄ社における厚生年金保険加入記録が無い。

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期間②）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ｂ社の厚生年金保険被保険者名簿によれば、同社で

は、厚生年金保険新規適用から全喪までの間に８人の者が被保険者資格を取得

していることが確認できるが、当時の同僚は死亡又は所在不明で連絡を取るこ

とができなかった。また、Ｃ社勤務時の同僚は「Ｂ社があったことは知ってい

るが、申立人が同社に移ったことについては知らない。」と陳述している。 

   さらに、申立人は、「Ｂ社にはＣ社から引き抜かれて移った。」と陳述してい

るところ、社会保険庁の記録によれば、申立人が、Ｃ社において厚生年金保険

被保険者資格を喪失したのは昭和 25年２月 27日であることが確認できる。 

   加えて、社会保険庁の記録によれば、Ｂ社の厚生年金保険新規適用は昭和

22年６月１日となっており、申立期間のうち 20年から 22年５月 31日までの

期間は厚生年金保険適用前の期間であることが確認できる。 

   以上の事情から、申立人が、Ｃ社からＢ社に転職し、申立ての期間在職して

いたことをうかがわせる陳述や記録は得られず、申立人の在職を確認するには

至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料



 

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   申立期間②については、社会保険庁の記録によれば、Ｃ市において「Ｄ社」

の名称で厚生年金保険の適用を受けている事業所は確認できなかった。 

また、申立人は、Ｄ社における在職期間を昭和 27年ごろから 30年ごろと申

し立てているところ、社会保険庁の記録によれば、申立人は申立期間において、

Ｆ市にあったＧ社（厚生年金保険被保険者期間：昭和 27 年６月２日から同年

６月 30 日まで及び 27 年 10 月１日から同年 12 月 30 日まで）及び事業所名不

明の厚生年金保険適用事業所（同：昭和 29年１月１日から 31 年１月 31 日ま

で）において厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

さらに、 Ｇ社はＦ市にあったこと及び同市内をＨ川が流れていることから、

同市において、「Ｄ社」の名称の厚生年金保険適用事業所を検索したところ、

同じ名称の厚生年金保険適用事業所が１社認められたが、同社は昭和 21 年３

月 31日に全喪していることが確認できる。 

加えて、類似名称の厚生年金保険適用事業所を検索したところ、「Ｉ社」及

び「Ｊ社」の２社が認められたが、同２社の厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の名前は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が、申立期間において、Ｄ社に在職していたとの申

立てを認めるに足る事情は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年 10月から 25 年３月 25日まで    

             ② 昭和 26年５月１日から同年８月まで 

             ③ 昭和 28年１月から同年７月 20日まで 

            ④ 昭和 28年 10 月 19日から 30年８月１日まで 

Ａ社の社長の息子に誘われて、昭和 23 年 10 月に同社に就職し、26 年８

月まで勤務していた。同社の業務は、Ｂ業務で、自分の職種はＣ業務であっ

た。社会保険庁の記録によれば、同社に勤務していた期間のうち、23 年 10

月から 25 年３月 25 日までの期間及び 26 年５月１日から同年８月までの期

間が厚生年金保険未加入とされている。申立期間においてＡ社で勤務してい

たことは間違いないので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい

（申立期間①、②）。 

Ｄ社で昭和 28 年１月から 30 年７月までＥ業務従事者として働いていた。

過酷な業務であった。社会保険庁の記録によれば、同社で勤務していた期間

のうち、28年１月から同年７月 20日までの期間及び同年 10月 19日から 30

年８月１日までの期間が厚生年金保険未加入とされている。この間も勤務し

ており、社会保険料も控除されていたことは間違いない。この時期、会社の

Ｆ課の職員に保険料の天引きをやめてくれといってひどくしかられた記憶

がある。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい（申立期

間③、④）。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、昭和 22年 10 月 31日から 24年３月１日までの期間

厚生年金保険被保険者であったことが確認でき、申立人と同じＧ業務で働いて

いた同僚から、「申立人とは一緒に仕事をしていない。」との陳述を得た。 



 

   また、昭和 24年３月１日から 26年５月７日までの期間厚生年金保険被保険

者であったことが確認できる同僚から、「申立人のことは覚えているが、自分

が入社した時（昭和 24年１月 29日）にはいなかったと思う。自分より後で入

ってきたと思う。」との陳述を得た。  

さらに、申立人は、昭和 23年 10月にＡ社に入ったと陳述しているところ、

上記24年１月29日に入社したと陳述している同僚及び当該同僚と同じ同年３

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得している同僚の２人について、自分

より先に在職していたと陳述している。 

以上の事情から、申立人が、昭和 24年３月以前にＡ社に勤務していたとは

認め難い。また、同年３月以降 25年３月 25 日までの期間についても、申立人

が同社に在職していたことをうかがわせる陳述等は得られず、申立人の在職を

確認するに至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間②については、昭和 24年３月１日から 26年５月７日の期間厚生年

金保険被保険者であったことが確認できる同僚から、「申立人と同じくらいの

時期（社会保険庁の記録上の申立人の被保険者資格の喪失日は昭和 26年５月

１日）に退職した。」との陳述を得た。なお、当該同僚は、自分の被保険者資

格の喪失日について、社会保険庁の記録どおりであると陳述している。 

また、申立人が、申立人とほぼ同じころ退職し、一緒にＨ社に行ったと陳述

している同僚のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 26

年５月２日であることが確認できる。 

さらに、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿の標準報酬等級の変遷欄をみると、

昭和 26 年８月に在職していた者には同年８月に月額変更の記録がみられるが、

申立人の欄には、採用時（昭和 25年３月 25 日）の標準報酬月額の記録しか確

認できない。 

以上の事情から、申立人は、社会保険庁の記録どおり昭和 26年５月１日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失したものと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間③については、申立人が、Ｄ社に同じ日に入社したと陳述している

同僚２人は死亡又は所在不明で、申立人の入社時期について確認ができなかっ

たが、厚生年金保険被保険者名簿によれば、当該同僚２人の厚生年金保険被保

険者資格の取得日は、申立人に係る社会保険庁の記録と同じ昭和 28年７月 20

日であることが確認できる。 

また、Ｄ社は、多数の従業員がいたことから、ほかの同僚による在職確認は

困難であるものの、社会保険庁の記録上、申立人と同日に厚生年金保険被保険

者資格を取得している 26人のうち連絡のとれた２人は、申立人のことは覚え

ていないと陳述しており、申立人が、社会保険庁の記録による被保険者資格取



 

得日である昭和28年７月20日以前に在職していたことをうかがわせる陳述は

得られなかった。 

以上の事情から、申立人が、申立期間においてＤ社に在職していたことを確

認するには至らなかった。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間④については、申立人が、Ｄ社に同じ日に入社し、同じ日に退社し

たと陳述している同僚２人は死亡又は所在不明で、申立人の退社時期について

確認ができなかったが、厚生年金保険被保険者名簿によれば、当該同僚２人の

厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、１人は申立人に係る社会保険庁の記録

と同じ昭和 28年 10月 19日であるが、残る 1 人は 30年８月１日であることが

確認できる。 

一方、同名簿の標準報酬等級の変遷記録をみると、昭和 30年８月１日に被

保険者資格を喪失している同僚には、28年 11月１日、29年５月１日及び同年

10月１日の月額変更又は定時改定の記録が認められるが、28年 10 月 19日に

被保険者資格を喪失している申立人及び同僚１人については、採用時（昭和

28年７月 20日）の記録しか確認できない。 

以上の事情から、申立人は、社会保険庁の記録どおり昭和 28年 10月 19日

に厚生年金保険被保険者資格を喪失したものと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①から④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3184 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年７月１日から 41年５月 31日まで 

    年金加入期間に不審を抱き過去三度社会保険事務所に調査を依頼したが、

Ａ社にＢ業務従事者として住み込みで勤務していた昭和 37 年７月１日から

41年 5 月 31日までの期間が厚生年金保険未加入との回答であった。 

当時の同僚は、全員厚生年金保険に加入しているのに、自分だけ記録が無

いのは納得がいかない。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が、Ａ社に在職していたことは、申立人の覚えている同僚 11 人全員

（申立人と同じＢ業務従事者６人を含む）がＡ社の厚生年金保険被保険者名簿

で確認することができること、及び同社の現社長（申立期間当時の事業主の子

息）並びに同社の厚生年金保険被保険者名簿に記載のある複数の同僚の、「申

立人が勤務していたことを覚えている。」との陳述から認められる。また、在

職期間については、明確に特定はできなかったが、複数の同僚の陳述から、昭

和 37 年６月又は７月ごろから３年ないし４年間勤務していたものと推測され

る。 

さらに、申立期間当時、一般事務を担当していた同僚から、「当時、全員が

正社員であった。」との陳述を得た。 

  一方、申立人が一緒に勤務していたと陳述している同僚の１人から、「自分

は、個人的事情によりＡ社に入ってからしばらくは国民年金に加入していた。

会社からは、『厚生年金保険に加入したらどうか』とよく声をかけてもらった。」

との陳述を得た。社会保険庁の記録によれば、当該同僚は、申立期間中を含む

昭和 38年 10月から 43年７月まで国民年金に加入しており、同年８月 23日に

同社で厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

  以上の事情から、Ａ社では、厚生年金保険加入に対する意識が高く、未加入



 

となっている者に対し、何度も加入勧誘を行っていた状況がうかがわれる。 

  申立てによれば、申立人は、４年近くＡ社に在職しているが、上記のとおり

従業員の厚生年金保険加入に対し意識が高かったとみられる同社が、申立人に

ついて、厚生年金保険料を控除しながら、４年間にわたり被保険者資格取得手

続を行っていなかったことに気付かなかったと考えるのは不自然であり、また、

社会保険事務所が、標準報酬月額の定時改定の際、毎回、資格取得届出漏れを

見落としていたとは考え難い。 

  また、申立人が入社したと申し立てている昭和 37 年７月から１年間の健康

保険番号に欠番はみられない。 

これらの事情を総合的に勘案すれば、申立人は、事業所から厚生年金保険加

入について説明を受けていたが、何らかの理由により本人の意思で厚生年金保

険に加入していなかったと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3185 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年３月１日から 41年８月１日まで 

    私は、昭和 37年 10月にＡ社に入社し、43年５月１日まで継続して勤務

していたのに、38年３月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、41年

８月１日に再取得しているとされていることに納得できない。申立期間にお

いても厚生年金保険料を控除されていた記憶があるので、厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における在職については、現在の同社社長(申立期間当時の事

業主の子)及び同僚の陳述により、申立期間も継続して勤務していたことが認

められる。 

一方、申立人及び同僚の陳述を総合すると、申立人在職中の同社の従業員数

は変動がかなりあったものの３人から 10 人程度であったと推定できるところ、

当該在職期間中に被保険者資格を取得している者は最少で１人、最大で６人で

あることが事業所別被保険者名簿で確認できること、申立人が記憶している同

僚の中には、当該事業所別被保険者名簿において被保険者記録が無い者もみら

れること、また、当時の社長が被保険者資格を取得したのは申立期間後である

ことなどから、申立期間において、同社ではすべての従業員を厚生年金保険に

加入させていたのではなかったことが認められる。 

また、当該事業所別被保険者名簿をみると、申立期間において、被保険者資

格が継続している者は事務担当者１人だけであるが、申立人、同僚及び現在の

同社社長は、当該事務担当者のみが厚生年金保険に途切れること無く加入して

いることについての特段の事情は思い出せないと陳述している。 

そこで、申立期間中も継続して被保険者記録がある同事務担当者から事情聴

取したところ、「申立人は正直な人であり、５年程度継続して勤務していたこ

とは間違いなく、途中で厚生年金保険の加入期間に空白期間があることは考え



 

られない。しかし、実際にお金を計算したり、給与明細書の作成等は、社長が

自分で行っており、厚生年金保険の控除や納付等についても、私は関与してお

らず、社長が自分で行っていたので、なぜ、このようになっているのかは分か

らない。」と陳述しており、申立人の保険料が毎月給与から控除されていたか

否かについては、確たる陳述を得ることはできなかった。また、同事務担当者

は、同社において継続して厚生年金保険に加入していたのは自分一人だけであ

った期間があることについても特段の事情は思い出せないとも陳述しており、

当時の事情を明らかとすることはできなかった。 

また、申立人自身は申立期間中も従前と変わらずに、給与から厚生年金保険

料を控除されていた記憶があるとしているが、現在の同社社長は、「申立期間

のほとんどの期間は自分の入社前の時期に当たるほか、当時の資料等も保存さ

れていないため、当時の事情は不明である。」と陳述しており、当時の保険料

控除の状況等について明らかとするに至らなかった。 

さらに、申立人の資格の取得及び喪失についてみると、事業所別被保険者名

簿の申立人に係る資格喪失年月日欄には昭和 38 年３月１日と記載され、備考

欄には健康保険証の返納を示す「証返」の印影及び処理日と推定される同年３

月４日の記載が認められるほか、41 年８月１日に被保険者資格を再取得して

いることが記録されている上に、当該事業所別被保険者名簿の健康保険証の整

理番号に欠番も見当たらないことから、申立人に係る社会保険庁の記録が失わ

れたとも考え難い。 

加えて、当該事業所別被保険者名簿をみると、申立人が昭和 37年 10月１日

に同社で資格を取得した際の健康保険証の整理番号は「No.４」と記録されて

いるが、41 年８月１日に同社において被保険者資格を再取得した際の健康保

険証の整理番号は「No.12」と異なった番号が付番されていることから、申立

期間においては被保険者資格が継続していなかったことが推認される。 

以上のほか、申立期間中の昭和 38 年 12 月から 41 年６月までの期間の同社

の被保険者数をみると、一人又は二人にとどまっており、厚生年金保険法に定

める５人以上という適用事業所の要件をも下回る状況にあったことが確認で

きるほか、仮に申立人の被保険者記録が申立期間中も継続していた場合には、

少なくとも申立期間中において３回の被保険者報酬月額算定基礎届(定時決

定)の機会があったところ、これらいずれの機会においても社会保険事務所が

当該届出について記録しなかったとは考え難いこと等から、当時、事業主は、

何らかの事情により、社会保険庁の記録どおりの資格の取得及び喪失手続を行

い、その結果、申立人の申立期間に係る被保険者記録に空白期間が生じたもの

と考えられ、資格喪失手続を行った事業主が、その後の申立期間中においても

引き続き厚生年金保険料を給与から控除していたとも考え難い。 

なお、申立人は「給与明細書等の関連資料については保存していないものの、

当時、給与明細書に税金や雇用保険料のほかに、厚生年金保険料の控除額も記

載されていたことを鮮明に記憶している。」と陳述しているところ、申立人の

雇用保険の記録をみると、その資格取得日は、申立人が同社で厚生年金保険の



 

被保険者資格を再取得した後の昭和 42 年１月６日となっており、離職日は厚

生年金保険被保険者資格の喪失日と符合する43年４月30日と記録されており、

それ以前に同社での雇用保険の記録は見当たらないことから、この申立人の陳

述内容には経年による記憶の混同もあるとみられ、申立期間に係る厚生年金保

険料の控除を明らかとするものとは言い難い。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことをうかがわせる特段の事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3186 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年２月 21日から 53年１月１日まで 

    私は、Ａ社で昭和 47年２月 21日から 52年 12月末まで勤務していたが、

社会保険庁の記録によると、当該期間の厚生年金保険被保険者記録が空白と

されているので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社で昭和 47 年２月から勤務し、同社で厚生年金保険被保険者

資格を取得していたはずであると申し立てているところ、Ｂ社発刊のＣ雑誌に

同社が経営するＤ店の責任者として申立人が同誌に掲載されていることから、

同社での在職が推定できる。 

しかし、同社の商業登記簿は確認できず、また、各種事業所名称による検索

を行っても、同社の適用事業所としての記録は見当たらないことから、同社の

状況及び申立人の在職期間等を明らかとすることはできなかった。 

また、申立人は、同社の事務を担当していた関連事業所のＥ社課長から「あ

なたは特別ですから、厚生年金保険等の被保険者資格はＥ社で取得させておき

ます。」と言われ、その課長の部下からも「あなたの厚生年金保険等の手続は

私が行った。」と言われたこと等から、同社で資格を取得していなくとも、Ｅ

社等の関連事業所のいずれかで資格を取得しているはずではないかと申し立

てているところ、唯一現存している関連事業所とみられるＦ社からは、「Ａ社

という事業所は知らないが、以前、類似名称のＧ社という関連事業所があり、

当該事業所は、Ｈ業を経営していたが、社会保険庁に適用事業所としての届出

はしていなかったため、そこで働いていた従業員はＥ社で厚生年金保険に加入

させていたはずである。」との回答が得られた。 

しかし、これら関連事業所とみられるＦ社、Ｅ社、Ｉ社及びＪ社が加入して

いたＫ厚生年金基金に申立人の被保険者記録の照会を行ったが、「申立人の記

録は確認できないことから、申立人の当基金への加入手続は行われていない。」



 

との回答が得られた。 

さらに、Ｌ健康保険組合にも同様の照会を行ったが、「申立人の資格の取得

及び喪失に係る書類は提出が無く、届出は行われていない。」との回答であっ

た。 

加えて、Ｅ社等の関連事業所であったＭ社において申立人が厚生年金保険の

資格を取得しているか否かについても調査を行ったが、申立人の記録は確認で

きず、また、同社を管掌していたＮ健康保険組合は、所在不明のため、資格の

取得及び喪失届の有無等について明らかとすることはできなかった。 

その上、申立人の厚生年金保険の加入手続を行ったとされるＥ社事務担当者

は故人のため陳述を得ることができず、また、申立人も給与は同社の事務を担

当していた上記の同社課長から手渡しで支給されていたが、その支払元、給与

額及び保険料控除額は記憶に無いとしているほか、当時の従業員の氏名等につ

いても記憶していないことから、当時の従業員が関連事業所で資格を取得して

いたか否かについての従業員への照会もできなかった。 

なお、国民年金手帳記号番号払出簿等をみると、申立人の手帳記号番号は申

立期間中の昭和 49年３月 10日に払い出され、強制加入被保険者資格の取得日

は前の会社を退職した 47年２月 21日となっているほか、資格取得日以降の国

民年金保険料が納付済みとなっていることが確認できることから、その当時、

申立人又はその親族が、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪失したこと

を認識し、係る手続を行ったものと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与か

ら控除されていた事情等も見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 3187 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことは認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年２月 20日から 46年５月１日 

    私は、Ａ社に大学在学中の昭和 43年 12 月 22 日にアルバイトとして入社

し、２か月間の試用期間を経た44年２月20日から正社員となった。その後、

46年５月 26日に退職したが、同年５月の１か月間を除き、正社員となった

44年２月 20日から 46年４月 30日までの期間が厚生年金保険の被保険者期

間とされていないことは納得がいかない。当該申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に在職していたことは、元同僚社員の陳述により認められる。 

ところで、申立人は、高校在学中に父親の会社が倒産し、そのため、大学入

学後は学費を調達する必要に迫られていたところ、そのころ知り合った大学の

同級生であるＡ社の会長の息子の勧めにより同社に、昭和 43 年 12月 22 日に

学生アルバイトとして入社し、会長に認められ、２か月間の試用期間の後に本

採用になったとしている。 

しかし、Ａ社は昭和 48年７月 20日に全喪し、54年 12月３日に解散してい

るため、社内資料等は残されておらず、本採用を決めたとされる当時の会長も

故人で、また、入社を勧めたとされる会長の息子は所在不明で連絡を取ること

ができなかったため、申立人の入社時期や雇用形態は明らかにすることができ

なかった。 

また、申立人と一緒に学生アルバイトとしてＡ社に入社し昭和 46 年に大学

を卒業したと申立人が陳述する同社会長の息子は、同年３月 25 日に同社で厚

生年金保険被保険者資格を取得していることが同社の事業所別被保険者名簿

により確認できるところ、申立人は、学生アルバイトとして同社に入社し、大

学には退学届を提出していないとしていることから、同社では、大学に在籍し

ていた申立人については、厚生年金保険に加入しない取扱いが行われていた可



 

能性を否定できない。 

さらに、Ａ社の事業所別被保険者名簿には、申立期間において申立人の名前

は無く、同名簿の健康保険証番号は連番で欠番もみられない。 

   このほか、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

が控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 3188 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24年３月から 27年５月ごろまで 

  私は、昭和 24 年３月、当時のＡ社でＢ組織の役員をしていた実家の隣人

に誘われ、実家の近くにある同社に入社した。採用後はＣ業務の部署に配属

され、直接、作業を教わりながら働いた。 

  健康保険証は、退職時に雇用保険関係書類と一緒に受け取った。給与は、

明細や金額を確認せずに家族に渡していた。 

同じ部署で働いていた同僚が厚生年金保険に加入しているのに、自分の厚

生年金保険加入記録が無いのは納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に在職していたことは、申立人が同僚としている３人全員につ

いて同社での厚生年金保険の加入記録が確認できること、及びほかの複数の同

僚の陳述から、時期は特定できないものの推定できる。 

ところで、申立人は、実家の隣人の紹介でＡ社に入社したことを覚えている

ものの、入社時の雇用条件等は覚えていないとしている。 

また、申立人は、給与袋はそのまま家族に渡していたことから当時の給与額

や厚生年金保険料控除についての記憶が無い上、申立期間中に健康保険証を使

用した記憶が無く、健康保険証の授受の状況も不明である。 

さらに、申立期間当時のＡ社の労務管理担当者や直属の上司とされる者が既

に死亡しているため、申立人に係る厚生年金保険への加入に関する取扱いは確

認できなかった。 

加えて、複数の同僚から、Ａ社では申立期間当時、臨時雇用制度があり、入

社から退社までずっと正社員にならない者もいたとの陳述があるところ、申立

人に関する同社の人事記録は残されておらず、また、申立人は正社員であった

と陳述する者は無く、申立期間当時、臨時雇用等何らかの事由により申立人に



 

ついては厚生年金保険に加入しない取扱いが行われていた可能性が否定でき

ない。   

このほか、複数の別読みによる氏名検索を行ったが、申立人に該当する被保

険者記録は確認できなかったほか、申立人が申立期間において事業主により給

与から厚生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情も見当たら

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

 

 

 



大阪厚生年金 事案 3189 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年１月から 47年 12月まで（Ａ社） 

② 昭和 48年１月から 50年６月まで（Ｂ社） 

③ 昭和 50年７月から 51年３月まで（Ｃ社） 

④ 昭和 51年４月から 52年８月まで（Ｄ社） 

⑤ 昭和 53年２月から 57年１月まで（Ｅ社） 

⑥ 昭和 57年２月から 59年９月まで（Ｆ社） 

⑦ 昭和 63年４月から平成３年３月まで（Ｇ社） 

⑧ 平成３年４月から４年３月まで（Ｈ社） 

⑨ 平成４年５月から５年３月まで（Ｉ社） 

申立ての期間、申立ての各社に勤めていたことは確かで、年金保険料は

給料から差し引かれていた。社長、同僚の名前も覚えており、同僚と手取

金が少ないと話し合ったことも多々あった。それと名前がＪ、Ｋと間違っ

ていることもあった。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、社会保険庁の記録によれば、Ａ社の厚生年金保険新

規適用は申立期間後の昭和 48年５月１日であることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間前の昭和 44年５月１日から申立期間中の 46年４

月８日の期間、Ｌ社において厚生年保険に加入していたことが確認できるほか、

社会保険庁の記録によれば、申立人が、上司として名前を挙げている者がＡ社

において厚生年金保険被保険者資格を取得したのは申立期間後の 50 年９月１

日であり、申立期間中は、46 年４月以降国民年金保険料を納付済みであるこ

とが確認できる。 

さらに、登記簿謄本によれば、Ａ社の設立は昭和 46 年＊月＊日であること

が確認できるが、同社の設立当初から在籍していたと陳述している同僚は、「入



 

社した当時の社員数は８人から 10 人程度であったが、申立人については覚え

ていない」と陳述している。 

加えて、Ｍのほか、Ｎ、Ｏの名前で検索しても申立期間に係る雇用保険記録

は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が在職していたと申し立てている期間は、Ａ社が厚

生年金保険適用事業所となる前の期間であることに加え、申立期間において申

立人が同社に在職していたとの申立ては認め難い。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間②については、申立人は、当初、申立事業所名を「Ｐ社」と申し立

てていたところ、社長名が申立てと異なり、厚生年金保険被保険者名簿におい

ても申立人の名前は確認できないほか、社会保険庁の記録によれば、同社の厚

生年金保険新規適用は、平成３年４月１日となっている。 

一方、同じく厚生年金保険適用事業所であるＢ社は、設立が昭和 45 年＊月

＊日で、社長名が申立てと一致するほか、申立人が陳述している同僚の名前が

厚生年金保険被保険者名簿で確認できた。したがって、申立てに係る事業所は

Ｂ社であると推測されるが、社会保険庁の記録によればＢ社の厚生年金保険新

規適用は、昭和 51年６月１日であることが確認できる。 

また、Ｂ社が厚生年金保険新規適用となった際に被保険者資格を取得してい

る同僚 10人については全員死亡又は所在不明で連絡がとれなかった。 

さらに、Ｍのほか、Ｎ、Ｏの名前で検索しても申立期間に係る雇用保険記録

は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が在職していたと申し立てている期間は、Ｂ社が厚

生年金保険適用事業所となる前の期間であることに加え、申立期間において申

立人が同社に在職していたことは確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間②において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間③については、Ｃ社の登記簿は見つからなかったが、昭和 41 年及

び 60 年当時の住宅地図により、申立ての場所に「Ｃ」の表示が確認できるこ

とから、申立期間当時、Ｃ社が存在していたことは推測できる。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ｑ県内においてＣ社が厚生年金保険適用

事業所となった記録は確認できない。 

また、申立人は、事業主の名前は陳述しているが、氏名検索においても該当

者を特定できないほか、厚生年金保険被保険者名簿も無いことから、事業主及

び同僚に対し申立人の在職確認を行うことはできなかった。 

さらに、Ｍのほか、Ｎ、Ｏの名前で検索しても申立期間に係る雇用保険記録

は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が、申立期間においてＣ社に在職していたことは確

認できず、また、在職していたとしても同社は厚生年金保険適用事業所ではな

かったため、被保険者資格は取得していなかったと考えるのが相当である。 



 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間④については、Ｄ社の名称での厚生年金保険適用事業所は確認でき

なかったが、当初、「Ｒ社」として登記し（会社設立は昭和 47 年＊月＊日）、

後に「Ｓ社」に名称変更し（昭和 54 年６月 18 日）、厚生年金保険の適用を受

けている事業所の社長名が、申立人の陳述しているＤ社の社長名と一致してい

ることが確認できる。また、Ｓ社の厚生年金保険新規適用時に被保険者資格を

取得しており、Ｒ社のころから同社に勤務していたと陳述している者から、「申

立人がＲ社のころに在職していたことを覚えている。」との陳述が得られたこ

とから、申立人は「Ｒ社」に在職していたものと認められる。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ｓ社（旧社名Ｒ社）の厚生年金保険新規

適用は、申立期間後の昭和 54年 11月１日であることが確認できる。 

以上の事情から、申立人は、Ｒ社に在職していたが、在職時期において同社

は厚生年金保険適用事業所ではなかったため、被保険者資格は取得していなか

ったと考えるのが相当である。 

また、申立人の在職について陳述している同僚は、Ｒ社のころは社員が 20

人程度いたと陳述していることから、同社は厚生年金保険の適用事業所として

の要件を満たしていたものと推測できるが、申立人が厚生年金保険料を控除さ

れていたことをうかがわせる事情は確認できなかった。 

このほか、申立人が申立期間④において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑤については、Ｅ社の登記簿は見つからなかったが、昭和 54 年７

月１日現在のＴ地区版の電話帳で同社と思われる会社（ただし、Ｕ社と表記）

の記載が確認でき、住所が申立てと一致することが確認できることから、申立

期間当時、Ｅ社が存在していたことは推測できる。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ｔ市内においてＥ社が厚生年金保険適用

事業所となった記録は確認できない。 

また、申立人は、事業主の名前は陳述しているが、氏名検索においても該当

者を特定できないほか、厚生年金保険被保険者名簿も無いことから、事業主及

び同僚に対し申立人の在職確認を行うことはできなかった。 

さらに、申立てと類似名称（Ｖ社）の厚生年金保険適用事業所がＷ市におい

て確認できるが、新規適用が申立期間後の昭和 62 年４月１日となっており、

また、厚生年金保険被保険者名簿において申立人及び申立人が事業主と申し立

てている者の名前は確認できなかった。 

加えて、Ｍのほか、Ｎ及びＯの名前で検索しても申立期間に係る雇用保険記

録は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が、申立期間においてＶ社に在職していたことは確

認できず、また、在職していたとしても同社は厚生年金保険適用事業所ではな

かったため、被保険者資格は取得していなかったと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間⑤において事業主により給与から厚生年金保険



 

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑥については、Ｆ社の登記簿は見つからなかったが、昭和 54 年７

月１日現在のＴ地区版の電話帳で同社の記載が確認でき、住所が申立てと一致

することが確認できることから、申立期間当時、Ｆ社が存在していたことは推

測できる。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ｑ県内においてＦ社が厚生年金保険適用

事業所となった記録は確認できない。 

また、申立人は、同僚の名前は陳述しているが、氏名検索においても該当者

を特定できないほか、厚生年金保険被保険者名簿も無いことから、事業主及び

同僚に対し申立人の在職確認を行うことはできなかった。 

さらに、Ｍのほか、Ｎ及びＯの名前で検索しても申立期間に係る雇用保険記

録は確認できなかった。 

以上の事情から、申立人が、申立期間においてＦ社に在職していたことは確

認できず、また、在職していたとしても同社は厚生年金保険適用事業所ではな

かったため、被保険者資格は取得していなかったと考えるのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間⑥において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑦については、Ｇ社の登記簿謄本によれば、同社の設立は昭和 54

年＊月＊日で、申立人は、申立期間中の平成元年 11 月 18 日から３年３月 12

日まで同社の代表取締役であったことが確認できる。 

一方、社会保険庁の記録によれば、Ｇ社が厚生年金保険適用事業所となった

記録は確認できない。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人は、申立期間のうち昭和 63 年 10

月６日から平成元年４月６日の間、Ｘ社において厚生年金保険に加入している

ことが確認できる。 

さらに、申立期間⑧のＨ社の従業員名簿によれば、申立人は、Ｇ社に在職中

であったと申し立てている期間中の平成元年６月１日から２年１月 17 日まで

Ｈ社の社員であったことが確認できる。 

加えて、申立期間⑨のＩ社に係る調査結果から、申立人は、Ｇ社に在職中で

あったと申し立てている期間中の平成２年４月から３年春ころまでＩ社に在

職していたものと推測される。 

以上の事情から、申立人は、申立期間においてＧ社の代表取締役であったが、

申立期間中、別事業所における在職が確認でき、また、同社は厚生年金保険適

用事業所ではなかったことから、被保険者資格は取得していなかったと考える

のが相当である。 

このほか、申立人が申立期間⑦において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑧については、Ｈ社の従業員名簿により、申立人は、平成元年６月

１日に入社し、２年１月 17 日に退社しており、在職期間は申立期間前である

ことが確認でき、その後再入社したとの記録は無い。 



 

また、社会保険庁の記録によれば、Ｈ社の厚生年金保険新規適用は、申立期

間後の平成８年４月１日であることが確認できる。 

以上の事情から、申立人がＨ社に在職していたのは同社が厚生年金保険適用

事業所となる前の期間であり、厚生年金保険被保険者資格は取得していなかっ

たと考えるのが相当である。 

また、Ｈ社が厚生年金保険新規適用事業所となる前から厚生年金保険料を控

除していたことをうかがわせる事情は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間⑧において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

申立期間⑨については、登記簿謄本によれば、Ｉ社の設立は、平成２年＊月

＊日となっているが、２年春ごろに入社したと陳述している者から、「申立人

を覚えている。毎日出勤していた。申立人は、Ｙ氏と一緒に会社を設立したと

思う。申立人は平成３年春ごろまでいた。自分もそのころまで在職していた」

との陳述を得られた。一方、申立期間中の在職については、これをうかがわせ

る事情は確認できなかった。 

また、社会保険庁の記録によれば、Ｉ社の厚生年金保険新規適用は平成２年

９月１日で、同年 11月 29日に認定喪失していることが確認できるが、申立人

は同社の厚生年金保険適用期間においても被保険者となった記録は見当たら

ない。なお、上記申立人の在職を陳述している者は、厚生年金保険被保険者名

簿上事業主となっている者について、実際は若手の一般社員であったと陳述し

ているところ、申立人と同様厚生年金保険被保険者であった記録は確認できな

い。 

以上の事情から、申立人がＩ社において在職していたのは、申立期間前の平

成２年４月ころから３年春ごろまでの期間で、この間、厚生年金保険適用事業

所であった期間も何らかの事情で被保険者資格は取得していなかったと考え

るのが相当である。 

このほか、申立人が申立期間⑨において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間①から⑨に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 



 

大阪厚生年金 事案 3190 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは 

できない。 

 

第２ 申立の要旨 

  １ 申立人の氏名 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年７月４日から 42年 12月１日まで 

    Ａ社に勤務していた昭和 35 年７月４日から 42 年 12 月１日までの厚生年

金保険加入期間について、脱退手当金を受給したことにされているが、受け

取った記憶が無い。 

    申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶は無く、受給していな 

いとしている。 

   社会保険庁の記録によれば、申立人の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資 

格喪失日から約２か月後の昭和 43 年２月３日に支給決定されていることが確

認できる。 

   そこで、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載されて いるペー

ジとその前後２ページ（計 30 人）に記載されている女性のうち、申立人と同

一時期に受給要件を満たし資格を喪失した女性９人について、脱退手当金の支

給記録を確認したところ、受給者は申立人を含め６人であり、その全員が資格

の喪失後約４か月以内に支給決定されていることが確認できることから、事業

主による代理請求がなされた可能性は否定できない。 

   また、同社の厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているほか、同表示の右に年月を示すと思

われる「42.12」との記載が確認できるところ、申立人の脱退手当金が昭和 43

年２月３日に支給決定されていることを踏まえると、同表示は 42年 12月を意

味すると考えられ、脱退手当金請求に係る事務処理の際に記載されたと考える

のが相当である。 



 

   さらに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に 

不自然さはうかがえない。 

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか、脱退手当金 

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。                     

   これらの理由及びその他の事情なども含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


